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平 成 2 5 年 第 １ 回

沖縄県議会（定例会）

開会の日時、場所
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第７委員会室
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委 員 砂 川 利 勝君 桑 江 朝千夫君

委 員 座喜味 一 幸君 照 屋 守 之君

委 員 仲 田 弘 毅君 崎 山 嗣 幸君

委 員 新 里 米 吉君 赤 嶺 昇君

委 員

委 員 前 島 明 男君 西 銘 純 恵さん

委 員 嘉 陽 宗 儀君 呉 屋 宏君

委 員 比 嘉 京 子さん 嶺 井 光君

委員外議員

委 員 瑞慶覧 功君

欠席委員

委 員 玉 城 義 和君

説明のため出席した者の職、氏名

教 育 長 大 城 浩 君

教 育 指 導 統 括 監 浜 口 茂 樹 君

総 務 課 長 運 天 政 弘 君

総務課教育企画監 久 場 公 宏 君

財 務 課 長 伊 川 秀 樹 君

施 設 課 長 石 垣 安 重 君

県立学校教育課長 仲 間 靖 君

義 務 教 育 課 長 盛 島 明 秀 君

保 健 体 育 課 長 具志堅 侃 君

生涯学習振興課長 蔵 根 美智子 さん

文 化 財 課 長 長 堂 嘉一郎 君

総 務 部 財 政 統 括 監 仲 本 朝 久 君

本日の委員会に付した事件

１ 甲第１号議案 平成25年度沖縄県一般会計予算

3ii4

○仲村未央委員長 ただいまから予算特別委員会を

開会いたします。

甲第１号議案平成25年度沖縄県一般会計予算を議

題といたします。

本日の説明員として、教育長の出席を求めており

ます。

まず初めに、教育長から教育委員会関係予算の概

要説明を求めます。

大城浩教育長。

○大城浩教育長 教育委員会所管の平成25年度一般

会計予算の概要について御説明申し上げます。

お手元の平成25年度当初予算説明資料の抜粋の１

ページをお開きください。

平成25年度一般会計歳入予算款別対前年度比較に

ついて御説明申し上げます。

これは、県全体の予算額に対し、教育委員会所管

分の予算額を上段括弧書きにあらわしたものです。

一番下の歳入合計は377億5874万5000円で、県全体

の5.4％を占めております。

また、前年度と比較いたしまして22億2237万4000

円、5.6％の減となっております。

２ページをお開きください。

平成25年度一般会計歳入予算科目別説明（教育委

員会所管分抜粋）でございます。

歳入予算の主な内容につきまして、（款）（項）（目）

ごとに御説明いたします。

(款)使用料及び手数料は１億4684万円であります。

(項)使用料(目)教育使用料は1040万2000円で、全

日制高等学校等の授業料等であります。

前年度と比較いたしまして56万5000円の増となっ

ているのは、授業料の徴収対象となる専攻科の生徒

数の増が主な要因であります。

(項)手数料(目)教育手数料は１億2452万3000円で、

高等学校の入学考査料や入学料等であります。

前年度と比較いたしまして230万1000円の増となっ

ているのは、入学志願者数等の増に伴う高等学校入

学料の増が主な要因でございます。

(項)証紙収入(目)証紙収入は1191万5000円で、教

育職員免許状授与申請手数料に係る証紙収入であり

ます。

次に、(款)国庫支出金は336億3642万6000円であり

ます。

予算特別委員会記録（第７号）
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(項)国庫負担金(目)教育費国庫負担金は253億9845

万7000円で、義務教育給与費及び公立高等学校授業

料不徴収交付金等であります。

前年度と比較いたしまして４億7029万7000円の減

となっているのは、国家公務員の給与減額措置を基

準に義務教育給与費を算定していることが主な要因

でございます。

(項)国庫補助金(目)教育費国庫補助金は81億3004

万8000円で、沖縄振興一括交付金等であります。

前年度と比較いたしまして12億3765万2000円の減

となっているのは、公立小・中学校等の施設整備を

行う市町村分の沖縄振興公共投資交付金の減が主な

要因でございます。

(項)委託金(目)教育費委託金は１億792万1000円

で、在外教育施設派遣教員委託費等であります。

前年度と比較いたしまして269万3000円の増となっ

ているのは、国庫委託事業の教育調査研究費の増が

主な要因であります。

３ページをお開きください。

(款)財産収入は１億5421万6000円であります。

(項)財産運用収入(目)財産貸付収入は7464万8000

円で、県立学校の自動販売機の設置に係る行政財産

の貸付料及び教職員住宅の入居料等であります。

前年度と比較いたしまして1003万9000円の減と

なっているのは、県立学校の自動販売機の設置に係

る行政財産の貸付件数の減や、教員宿舎の入居者数

の減が主な要因であります。

(項)財産売払収入の内訳でございますが、(目)物

品売払収入は146万7000円で、県立学校での不用品等

の売り払い代であります。

(目)生産物売払収入は7810万1000円で、農林高等

学校や水産高等学校における農場・漁業実習に伴う

生産物の売り払い収入であります。

次に、(款)繰入金(項)基金繰入金(目)基金繰入金

は１億5276万5000円で、沖縄県高校生及び被災生徒

等修学支援基金からの繰入金でございます。

前年度と比較いたしまして1720万8000円の増と

なっているのは、高校生への奨学金貸与数の増が主

な要因であります。

４ページをお開きください。

(款)諸収入は６億9189万8000円であります。

(項)貸付金元利収入(目)教育貸付金元利収入は

8550万円で、財団法人沖縄県国際交流・人材育成財

団からの貸付金元利収入であります。

(項)受託事業収入(目)教育受託事業収入は１億

5700万円で、文化財発掘調査の受託に伴うものであ

ります。

前年度と比較いたしまして8650万円の減となって

いるのは、調査期間及び調査規模の減が主な要因で

ございます。

(項)雑入(目)雑入は４億4939万8000円で、高等学

校等育英奨学金事業交付金及び災害共済給付金等で

あります。

次に、(款)県債は29億7660万円であります。

(項)県債の内訳でございますが、(目)教育債は29

億6460万円で、県立学校の施設整備に係るものなど

となっております。

前年度と比較いたしまして２億1150万円の減と

なっているのは、県立学校の整備面積の減が主な要

因でございます。

(目)災害債は1200万円で、県立学校施設災害復旧

事業に係るものとなっております。

以上が、教育委員会所管に係る一般会計歳入予算

の概要でございます。

５ページをお開きください。

平成25年度一般会計歳出予算款別対前年度比較に

ついて御説明申し上げます。

一番下の欄ですが、教育委員会に係る歳出合計は

1498億1511万3000円で、県全体の21.4％を占めてお

ります。

また、前年度と比較いたしまして25億6399万1000

円、率にして1.7％の減となっております。

６ページをお開きください。

平成25年度一般会計歳出予算部局別対前年度比較

でありますが、教育委員会は太字で表示してござい

ます。

７ページをお開きください。

平成25年度一般会計歳出予算科目別説明（教育委

員会所管分抜粋）でございます。

歳出予算の主な内容につきましては、(款)(項)(目)

ごとに御説明申し上げます。

(款)教育費は1497億4873万9000円であります。

(項)教育総務費の内訳でございますが、(目)教育

委員会費は1460万5000円で、沖縄県教育委員会の運

営に要する経費でございます。

(目)事務局費は34億9982万5000円で、事務局職員

の給与費、教育庁運営費等であります。

前年度と比較いたしまして3273万2000円の増と

なっているのは、離島児童・生徒支援センター（仮

称）の設計委託料の計上による増及び人事情報管理

システムの改修のための費用の増が主な要因でござ

います。
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(目)教職員人事費は２億1182万2000円で、教職員

の人事管理及び福利厚生に要する経費等であります。

前年度と比較いたしまして2502万1000円の減と

なっているのは、複式学級教育環境改善事業におい

て複式学級数が減となったことや、教職員住宅の建

設に係る公立学校共済組合への償還金が減となった

ことが主な要因でございます。

(目)教育指導費は９億8968万7000円で、学校指導

管理、児童・生徒の健全育成、学力向上対策に要す

る経費等であります。

前年度と比較いたしまして１億9409万8000円の増

となっているのは、スクールカウンセラーの配置校

の拡充による増や、新規事業として学力向上先進地

域育成事業などを新たに計上したことが主な要因で

ございます。

８ページをお開きください。

(目)教育センター費は２億7698万7000円で、教員

研修や調査研究等を行う沖縄県立総合教育センター

の運営及び事業に要する経費でございます。

(目)教育振興費は41億2975万2000円で、人材育成

や公立学校の整備等の推進に要する経費等でありま

す。

前年度と比較いたしまして15億1231万円の減と

なっているのは、公立小・中学校等の施設整備を行

う市町村分の沖縄振興公共投資交付金事業の減が主

な要因でございます。

次に、(項)小学校費でございますが、(目)教職員

費は482億6624万円で、公立小学校教職員の給与費や

旅費であります。

前年度と比較いたしまして７億9190万5000円の減

となっているのは、定年退職者の減及び退職手当の

引き下げによる退職手当の減が主な要因でございま

す。

次に、（項）中学校費の内訳でございますが、(目)

教職員費は301億5148万4000円で、公立中学校教職員

の給与費や旅費であります。

前年度と比較いたしまして7182万8000円の減と

なっているのは、教職員数の減に伴う給与費等の減

が主な要因であります。

(目)学校管理費は1823万1000円で、県立与勝緑が

丘中学校の管理運営に要する経費であります。

次に、(項)高等学校費の内訳でございますが、(目)

高等学校総務費は359億2037万7000円で、県立高等学

校教職員の給与費や旅費、高等学校施設の財産管理

に要する経費等であります。

前年度と比較いたしまして３億6664万1000円の減

となっているのは、定年退職者の減及び退職手当の

引き下げによる退職手当の減が主な要因であります。

９ページをお開きください。

(目)全日制高等学校管理費は26億1730万2000円で、

県立高等学校の全日制課程の管理運営及び農場実習

に要する経費であります。

前年度と比較いたしまして5348万5000円の増と

なっているのは、寄宿舎調理業務の民間委託に伴う

委託料の増が主な要因であります。

(目)定時制高等学校管理費は9653万3000円で、定

時制課程の管理運営に要する経費であります。

前年度と比較いたしまして1430万円の増となって

いるのは、給食調理業務の民間委託に伴う委託料の

増が主な要因であります。

(目)教育振興費は10億3158万3000円で、産業教育

に関する設備や教育用コンピューター等の整備に要

する経費であります。

前年度と比較いたしまして１億588万9000円の増と

なっているのは、産業教育に関する設備整備費の増

及び理科教育設備の拡充による増が主な要因であり

ます。

(目)学校建設費は47億3482万6000円で、県立高等

学校施設の整備に要する経費であります。

(目)通信教育費は1858万1000円で、泊高等学校等

の通信制課程の管理運営に要する経費であります。

(目)実習船運営費は１億4626万8000円で、水産高

等学校実習船の管理運営に要する経費であります。

前年度と比較いたしまして2824万2000円の増と

なっているのは、船舶の中間検査に伴う修繕料等の

増が主な要因であります。

次に、(項)特別支援学校費ですが、(目)特別支援

学校費は161億8907万5000円で、特別支援学校教職員

の給与費や旅費、特別支援学校の管理運営や施設の

整備に要する経費等でございます。

前年度と比較いたしまして３億8696万円の減と

なっているのは、定年退職者数の減及び退職手当の

引き下げによる退職手当の減が主な要因であります。

10ページをお開きください。

次に、(項)社会教育費の内訳でございますが、(目)

社会教育総務費は9534万6000円で、生涯学習の振興、

社会教育指導者の養成及び各種研修事業の開催等に

要する経費であります。

前年度と比較いたしまして400万4000円の減となっ

ているのは、学校・家庭・地域の連携協力推進事業

における補助対象市町村の減が主な要因であります。

(目)視聴覚教育費は42万9000円で、視聴覚教育の
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振興に要する経費であります。

(目)文化財保護費は４億4731万6000円で、文化財

の保護、保存整備に要する経費等であります。

前年度と比較いたしまして5357万5000円の減と

なっているのは、文化財発掘調査における調査期間

及び調査規模の減が主な要因であります。

(目)図書館費は１億1022万6000円で、県立図書館

の管理運営に要する経費であります。

前年度と比較いたしまして1253万7000円の減と

なっているのは、図書館司書若年者人材育成事業の

終了に伴う減が主な要因であります。

(目)青少年教育施設費は４億4975万円で、県内６

カ所に設置しております青少年の家の管理運営に要

する経費であります。

前年度と比較いたしまして２億1176万3000円の増

となっているのは、新規事業といたしまして、石川

青少年の家改築事業などを新たに計上したことが主

な要因であります。

11ページをお開きください。

次に、(項)保健体育費の内訳でございますが、(目)

保健体育総務費は３億3249万4000円で、保健管理及

び学校体育の指導に要する経費等であります。

以上が(款)教育費の概要であります。

12ページをお開きください。

(款)災害復旧費は6637万4000円となっております。

下から２行目の(項)教育施設災害復旧費(目)公立

学校施設等災害復旧費は、学校施設等の災害復旧に

対処するための経費等でございます。

以上が、教育委員会所管の平成25年度一般会計歳

出予算の概要でございます。

13ページをお開きください。

平成25年度一般会計債務負担行為について御説明

いたします。

(事項)企画管理費（教育情報化推進事業）7723万

円は、県立学校の校務用コンピューターの整備に要

する経費について設定するものであります。

(事項)教育用設備整備費６億4440万6000円は、県

立学校の教育用コンピューターの整備に要する経費

について設定するものでございます。

(事項)学校建設費25億1538万4000円は、高等学校

の校舎等の新増改築等に要する経費について設定す

るものであります。

14ページをお開きください。

平成25年度一般会計地方債について御説明いたし

ます。

教育委員会所管に係る分は、沖縄振興特別推進交

付金事業１億3030万円、高等学校施設整備事業18億

4260万円、特別支援学校施設整備事業９億9170万円、

災害復旧事業1200万円及び退職手当債17億7000万円

で、計47億4660万円でございます。

以上で、教育委員会所管の平成25年度一般会計予

算の概要説明を終わります。

御審査のほど、よろしくお願い申し上げます。

○仲村未央委員長 以上で、教育長の説明は終わり

ました。

これより質疑を行いますが、質疑及び答弁に当たっ

ては、その都度委員長の許可を得てから、自席で起

立の上、重複することがないように簡潔に発言する

よう御協力をお願いいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する予算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、質

疑を行うよう御協力をお願いいたします。

この際、執行部に申し上げます。答弁に際しては、

簡潔に、要点をまとめ、要領よく行い、円滑な委員

会運営が図られるよう、御協力をお願いいたします。

なお、答弁に当たっては、総括的・政策的な質疑

に対しては教育長が行い、それ以外はできるだけ担

当課長等の補助答弁者が行うこととしたいと存じま

すので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願い

いたします。

さらに、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あ

らかじめ職・氏名を告げてください。

それでは、これより直ちに質疑を行います。

西銘純恵委員。

○西銘純恵委員 最初に、高等学校教育を充実すべ

きだという立場で、沖縄水産高等学校と南部工業高

等学校の統廃合の中止を求めてきました。去る19日

に記者会見をされておりますが、どのような見直し

ということになったのでしょうか。

○大城浩教育長 沖縄水産高等学校と南部工業高等

学校につきましては、私ども昨年３月の県立高等学

校編成整備計画では統合していくという前提で策定

をいたしまして、その後、地域等での説明会とか意

見交換等を実施してまいりました。ところが、関係

機関や団体から統合計画反対の陳情が多数寄せられ

ました。県議会でもたしか統合反対の陳情採択が２

回ばかりなされてきております。

そういう中で、私どもといたしましては、やはり

学校や学科の再編、統合は県民の理解を得ることが

最も重要である、そういったことで認識をしており

まして、今回は統合計画への賛同が得られなかった

ことが大きな見直しの理由でございます。そういっ
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たことで、今回、両校の統合を見直していきたいと

いうことでの先日の記者会見でございました。

しかし、両校につきましては、引き続き魅力ある

学校づくりを目指してもらいたいということで、両

校長を招きまして意見交換をしたばかりでございま

す。

○西銘純恵委員 南部工業高等学校も沖縄水産高等

学校も存続をさせて、そしてその内容充実のために

これからやっていくという答弁だと思うのですが、

ほかにも再編計画はあるのですが、全て県民の声を

聞かないで、計画だけがひとり歩きをしているとい

うことで各地で反対が出ていると思うのです。これ

についても県民の声を聞いていく立場でやるべきだ

と思うのですが、ほかの件についてはどうでしょう

か。

○大城浩教育長 今回は、沖縄水産高等学校と南部

工業高等学校の統合の見直しということで記者会見

をさせてもらいました。他の事案につきましては、

私どもは関係機関、また地域等への説明等々、引き

続き説明していく中で、御理解を得るために取り組

んでまいりたいと考えております。

○西銘純恵委員 やはり教育行政は沖縄県の大事な

分野なのです。そこは、高等学校を充実させていく、

生徒数の少ないところは手当てをして、それは予算

をしっかりかけて教育体制の条件整備を行うことに

つながると思いますので、その立場でやっていただ

きたいと思います。

次に移ります。2009年の文教厚生委員会で、沖縄

県の教員の定数内臨時的任用を問題にして、当時の

教育長が全国並みに本採用していくと答弁をされて、

そして本採用が進められてきたと思います。現在、

正規教員の割合はどうなっていますか。推移につい

て、全国平均との関連でもお尋ねをいたします。

○盛島明秀義務教育課長 現在の定数内臨時的任用

教員につきましては、小・中学校におきましては、

正規教員の割合は83.8％になっております。なお、

全国は92.5％になっております。推移につきまして

は、これまで82％あるいは83％ということで、その

前後をしてまいりましたが、今年度は83.8％という

ことで、前年に比べますと1.3ポイント改善しており

ます。

○西銘純恵委員 全国並みといったら、少なくとも

今年度でも92.5％、10％近くまで開きがあるわけで

す。これについて計画をどうするのですか。

○盛島明秀義務教育課長 やはり本務をふやしてい

くことは非常に重要なことですので、これにつきま

しては、今後５年から10年程度は今採用している人

数―大体500名弱でありますが、その人数の採用を確

保できればということで考えております。

○西銘純恵委員 ５年間で全国並みにしたいという

ことが委員会での教育長の答弁なのです。それが今、

10年間などという言葉が出てきたのですが、沖縄県

は学力が低い、このように言いながら条件整備は全

国におくれていると。ましてや90％台というのも、

実際は国が決めている教員定数は100％いないといけ

ないわけです。そうですよね。本当は全国に先駆け

て沖縄県が100％に持っていく計画をとるべきではな

いですか。いかがですか。

○盛島明秀義務教育課長 できるだけ高い本務率が

望ましいことはそのとおりでございます。ただ、ま

た一気に採用となると、かなりいびつな年齢構成に

もなってまいりますので、やはり徐々に近づけてい

くことが学校現場にとってもよろしいかと思います。

○西銘純恵委員 年齢構成を解決するために、採用

年齢35歳を45歳に引き上げました。その年齢を撤廃

すれば、年齢構成、必要な皆さんが確保できるので

はないですか。私は今、後ろ向きになっていると思

うのです。沖縄県の学力を上げるという考えはあり

ますか。考えがあれば、全国並みに計画したとおり、

新年度からあと３年間かけてやっていくと。毎年何

名ずつふえていくというこの計画をきちんと実践す

ることが、今皆さんに求められている重要な問題で

はないですか。教育長も退任ということではありま

すが、やはり、計画を答弁されたとおりに踏襲され

て、実践することでやっていただきたいのですが、

いかがでしょうか。

○大城浩教育長 確かに先生方の数が多ければ多い

ほど、今、委員御指摘のような学力向上等への対応

も十分可能かという側面もあるかと思います。しか

しながら、やはり計画的な正式任用の採用にはさま

ざまな理由があるわけです。例えば児童・生徒数の

増減等に伴う教職員の定数の問題とか、あるいは退

職者の数とか、あるいは再任用者の数、あるいは定

数の改善計画など国の動向とか他県の状況等、そう

いったものを踏まえながら、我々はこれまでも年次

的に取り組んでまいりました。したがいまして、や

はりこれからも正式任用の採用を平成24年度と同程

度になるように実施しながら、九州各県、あるいは

正式任用の教員の割合―我々は90.4％を目標にして

いますが、そういった形で引き続き取り組んでいき

たいと考えております。

○西銘純恵委員 本務率を上げていくという計画は
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持っているのですか。

○大城浩教育長 持っております。

○西銘純恵委員 示してください。

○大城浩教育長 今、九州各県並みの正式任用教員

の割合90.4％を目標にしたい。そういったことで、

今後５年から10年かけて対応していきたいと考えて

おります。

○西銘純恵委員 ５年から10年というのは全くアバ

ウトなのです。５年以内にやるということであれば、

その倍進めることになるのです。だから、この年限

についても、やはり皆さんがきちんと明確にされて

やらないと、結局、全国は100％に近づけていくわけ

です。開きは変わらないことになりませんか。

○盛島明秀義務教育課長 最近のデータによります

と、全国は、例えば平成21年度は93.7％だったので

す。これが徐々に減ってきまして、平成22年度が93.1

％、平成23年度は92.7％と、全国は減る傾向にある

のですが、沖縄県は徐々にふえるということで、今

の採用計画でいけば、平成30年度から平成31年度に

は91％、92％になる計画ですので、沖縄県について

は徐々に改善していくと理解しております。

○西銘純恵委員 悪いものに従っていくという立場

は私はいただけないです。やはり教員というのは、

国がちゃんと交付税措置をして、100％本務の先生方

が教育を見る。それが学校教育の基本でしょう。100

％の立場をとっていないことが私は問題だと指摘を

して、やはり本来の教育を取り戻す、100％で進める

という立場をとっていただきたいと思います。指摘

をして、次に移ります。

秋田県に教育を学ぶと言っていますが、30人学級

はどこまで実現しましたか。

○盛島明秀義務教育課長 30人学級につきましては、

現在、小学校１年生、２年生で取り組んでおります。

小学校３年生につきましては35人学級で実施してお

ります。

○西銘純恵委員 今の実施校とまだ実施されていな

い学級があると思うのですが、数字を示してくださ

い。完全実施されていないのではありませんか。

○盛島明秀義務教育課長 実施校につきましては細

かいデータはございませんが、30人学級の完全実施

は、確かに教室の数ですとかそういう条件面もあり

ますので、あるいは下限の制限、そういうことで完

全実施できていない状況はあります。ただ、小学校

３年生については、35人学級は完全実施でございま

す。

学校数を全部読み上げると少し時間がかかるので

すが、まだ実施できていない学校は、小学校１年生

の30人学級では30学校です。それから小学校２年生

では29学校になります。

○西銘純恵委員 資料を間違えているのですか。未

実施校、小学校１年生67校、小学校2年生72校、この

数字は間違っているのですか。

○盛島明秀義務教育課長 間違ってはございません。

学校数につきましては、先ほど私が申し上げた学校

数で、学級数につきましては、小学校１年生の30人

学級を完全実施できていない学級数は67学級―これ

は同一の学校に３学級とかありますので、小学校２

年生につきましては72学級になります。

○西銘純恵委員 30人学級を進めていますと言いま

すが、実態はこのような状況。私はこれは早急に言っ

たことを、知事が公約を守るという立場でさせるべ

きだと思います。

１学級当たりの生徒数について、今、30人学級の

ことを聞いたのですが、本当は全国との比較もお尋

ねしたかったのですが、九州との比較、秋田県とは

どうなっていますか。

○盛島明秀義務教育課長 今の比較というのは人数

の比較でございますか―本県から先に申し上げます

と、本県は、小学校は１学級当たり26.2人、中学校

は30.2人。秋田県につきましては、小学校は21.1人、

中学校は26.2人になっております。

○西銘純恵委員 クラスの人数がまだまだ多い。そ

して、日本の国の教育の条件はどうなのかというこ

とを国際比較でもお尋ねしたいと思います。いかが

でしょうか。

○盛島明秀義務教育課長 国際比較、ＯＥＣＤとの

比較で申し上げますと、ＯＥＣＤは、初等教育、い

わゆる小学校は１学級当たり21.6人、中学校は23.9

人になっております。全国につきましては、小学校

は24.8人、中学校は28.8人でございます。

○西銘純恵委員 学力が一番低いと言われている沖

縄県で、小学校においても、中学校においても１ク

ラスの子供の人数が多いのです。少人数学級で基礎、

基本を丁寧に教える教育が行われていないという、

ここにやはりメスを入れて、教育を行っていく立場

に立つことが今求められているのではないですか。

学級人数の考え方はいかがでしょうか。私は全ての

小・中学校で30人学級をという知事の公約をやはり

実践させていくことが、教育庁の皆さんの立場では

ないかと思うのですが、それについていかがでしょ

うか。

○大城浩教育長 将来的な展望といたしまして、私
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どもは少人数学級を拡充していきたいということは

これまでも答弁をしてきたつもりでございます。た

だ、その小学校４年生の拡充等々につきましては、

国の動向とか、あるいは市町村教育委員会の意向、

他県の状況等を鑑みながら、これから取り組んでま

いりたいということでございます。と同時に、今、

知事を含め、あるいは総務部とも協議をしている状

況でございます。そういう中で、この少人数学級の

拡充につきましては、ぜひ総務部とも協議をしなが

ら、何とか取り組んでいくように今考えております。

○西銘純恵委員 教育予算をしっかりつけて、そし

て教育長に対して学力はどうなっているのかと聞い

てくれ、これぐらい言わないといけないと思うので

す。

次に移ります。就学援助についてお尋ねします。

今、就学援助、市町村、どのようになっています

か。推移もお尋ねをいたします。

○伊川秀樹財務課長 平成19年度からの５年間でお

答えしたいと思います。

平成19年度からの就学援助の準要保護世帯等の児

童・生徒数の推移でございますが、平成19年度が１

万9296人、率にしますと12.84％。平成20年度が２万

409人、13.65％。平成21年度が２万493人、13.79％。

平成22年度が２万2797人、15.47％。平成23年度が２

万4400人、16.61％ということで、近年増加傾向にあ

る状況であります。

○西銘純恵委員 増加しているということは、子供

の環境がどうなっているという認識でしょうか、教

育長。

○大城浩教育長 今の就学援助制度につきましては、

やはり経済的な理由によって就学困難と認められる

小・中学生の児童・生徒の保護者に対して援助する

という制度は、もう皆さん御承知かと思います。そ

ういう中で、そういった子供たちが増加している傾

向にあることは私どもも認識をしております。

○西銘純恵委員 市町村の財政力によって、就学援

助、収入基準とか認定の内容についても違いがある

と思うのですが、就学援助を全く支給していない町

村はありますか。

○伊川秀樹財務課長 御承知のように、平成17年に

国庫補助制度が一般財源化されまして、準要保護世

帯については各市町村が実施主体となって一般財源

での対応になっておりますが、伊是名村におきまし

て、平成17年度以降、医療費と学校給食費は一般財

源化以降も支給対象を継続しておりますが、学用品

等の一部は一般財源化以降、支給対象となっていな

いという事実があります。

なお、県教育委員会としましては、実施主体が市

町村ではありますが、先ほど教育長がお答えしまし

たように、教育等の機会均等の確保という観点から

しますと、それぞれの市町村において実施されるの

が望ましいということで、各年度の実施におきまし

て適切に対応されますようにということで通知をし

てきました。その結果、平成25年度からは学用品の

一部等についても実施していきたいということで、

予算措置をしたとは聞いております。

○西銘純恵委員 伊是名村は、平成23年度は生徒が

176名いて、この間、全くゼロだったと。平成24年度

もゼロだったと。同等の町村を見たら、10名以上の

就学援助の準要保護世帯がいるわけです。やはり今

のような貧困の中で、親御さんの経済的な格差によっ

て、学校教育の中で子供に格差がないようにという

立場で支援を行うべきだと思うのですが、この市町

村の就学援助は不十分なのです。全て捕捉されてい

ないのです。それで、私は沖縄県が財政力の弱い市

町村を支援すべきだと思うのですが、これについて

の見解を伺います。

○伊川秀樹財務課長 先ほどもお答えしましたが、

経済的理由によって就学困難な児童・生徒が義務教

育を受けるために支援を行う、あわせて教育の機会

均等の確保という観点からは、市町村間の財政力等

による格差があってはいけないということは、委員

おっしゃるとおりだと思っております。ただ、教育

基本法の中におきましても、今、実施主体が市町村

ということを踏まえまして、毎年度適切な実施に努

められたいということで、県としましては調査を行っ

て、その情報提供ないし適切な実施に向けてお願い

しているところでございますが、委員も御承知のよ

うに、今の段階で認定基準ないし対象項目等少しば

らつきがある中において、県がどういった形で役割

分担ないし支援ができるかということについては、

今のところは直接的な支援は考えていないというの

が状況であります。

○西銘純恵委員 就学援助そのものに支援という立

場ではなくて、市町村ができていないような部分に

ついて、沖縄県として何らかの対策はとれると思う

のです。このような就学援助にかわる支援策、新年

度の事業でありますでしょうか、私は、中学生いき

いきサポート事業とか離島・へき地における学習支

援事業はそれにかわるものにもなっているのではな

いかと思うのですが、支援事業として取り組んだも

のは何もないのでしょうか。
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○盛島明秀義務教育課長 学習支援ということでは、

例えば委員御指摘の離島・へき地における学習支援

事業ということで、これは離島、僻地に放課後、あ

るいは土曜日、日曜日に退職教員を非常勤講師とし

て採用して、学習支援をしております。これは特に

中学校３年生の高校進学率、あるいは学力の定着を

目指しております。あるいは、その日の学び振り返

り研究事業などもやっておりまして、これは46名。

これは離島、僻地だけではございませんが、含めて

対応しております。あわせて、今年度から複式学級

教育環境改善事業ということで、８名以上の学級に

ついては非常勤講師を加配、46名配置して支援をし

ている現状がございます。

○西銘純恵委員 学校給食費滞納の子供たち、今、

割合はどうなっていますでしょうか。かつて６％台

まで上がっていたと思うのですが、いかがでしょう

か。

○具志堅侃保健体育課長 学校給食費の未納児童・

生徒数、割合から言いますと、平成22年度が8992名

で割合が6.1％ということになっております。平成23

年度は今調査中ということで、まだ数字としては出

ておりません。

○西銘純恵委員 今、平成22年度だと9000人近くい

る、６％と。就学援助の割合がどんどんふえている

こと自体、給食費の支払いについて困難な子がふえ

ている状況があるのではないかと私は思うのです。

だから、そういう意味では、やはり子供たちの生活

状況を調べる手だてが弱いのではないかと思ってい

ます。スクールカウンセラーやスクールソーシャル

ワーカー、各学校に配置すべきだと私はずっと言っ

ておりますが、新年度はどのようになりますか。

○盛島明秀義務教育課長 新年度につきましては、

中学校については全校配置ということで計画してお

ります。ただ、１校に１人ということではなくて、

例えば規模の小さい学校は複数校、２校に１人とか

ということで、今回95名採用して配置を予定してお

ります。小学校につきましては拡充ということで、

残念ながら、まだ全校配置には至っておりません。

○西銘純恵委員 そういう皆さんが子供の実際の状

況を知る立場になるわけです。やはりきちんと配置

をしてもらいたい。

最後にお尋ねをします。久米島高等学校の体育館

の補修費は計上されていますか。

○石垣安重施設課長 久米島高等学校の体育館の修

繕ですが、次年度４月にすぐ対応するということで

予定をしております。

○西銘純恵委員 今の答弁でぜひ進めていただきた

いというのと、先ほども余りにもひどい教育が―学

校教育が本当に子供たちの教育の機会均等をどう守

るのかという立場が弱いなというのを感じて、財政

課が、総務部がではなくて、沖縄県の教育をやはり

向上させる、学校教育の場で子供たちがちゃんとし

た教育を受けられるように、という立場で頑張って

いただきたいということを期待して終わります。

○仲村未央委員長 以上で、西銘純恵委員の質疑を

終了いたします。

嘉陽宗儀委員。

○嘉陽宗儀委員 この平成25年度一般会計歳出予算

事項別積算内訳書の人事管理費について幾つか聞き

ます。

この中で、教職員の悩み相談事業というのがあり

ますが、中身を説明してください。

○仲間靖県立学校教育課長 教職員の悩み相談事業

につきましては、教職員を取り巻く教育環境が大き

く変化している中、教職員の生徒指導、教科指導、

学級経営で悩みやストレスを抱えている、そういう

職員に対して、本年度も県内８地区において、それ

ぞれ教育相談員を配置し、相談事業を展開している

事業でございます。

○嘉陽宗儀委員 これは教職員の悩み相談事業です

から、具体的にはどういうことで指導をしているの

ですか。

○仲間靖県立学校教育課長 具体的に８名の相談員

としましては、校長を退職した方々が年２回、各県

立学校を訪問して、そこで職員に悩み相談を行って

いるということでございます。

○嘉陽宗儀委員 年２回、校長退職者が指導すると

いうのですが、この校長退職者の皆さん方は、現場

では先生方に尊敬される立場でやった人たちを選ん

でいますか。

○仲間靖県立学校教育課長 そのように努めている

ところでございます。

○嘉陽宗儀委員 では、そういうことにしておいて、

それで、同じページで指導が不適切な教員判定会と

いうのがありますが、これは具体的には何をするの

ですか。

○仲間靖県立学校教育課長 指導が不適切な教員判

定会についてお答えします。指導が不適切な教員の

認定につきましては、当該教職員の人権等に細心な

注意を払うとともに、学識経験者、人権擁護関係者、

保護者代表者等から成る審査委員会において、公正

公平な審議に基づいて行われているということでご
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ざいます。

○嘉陽宗儀委員 不適切な教員の基準とはどのよう

なものがあるのですか。

○仲間靖県立学校教育課長 指導が不適切な教員と

は、知識、技能、指導方法、その他教員として求め

られる資質・能力に課題があるため、児童・生徒の

指導を行わせることが適当でない者のうちで、研修

によって指導の改善が見込まれる教員のことと定義

されております。

○嘉陽宗儀委員 私の理解では、そういう教員とし

ての基本的な資質は、教員免許を受けるときもそう

だし、それから採用試験を受けるときでも、こういっ

たことをクリアした人たちが現場の教員になってい

るわけでしょう。今の説明では、そういうことに欠

けている人たちが現場に立っているということです

か。

○仲間靖県立学校教育課長 不適切な教員の受講状

況というもので御説明いたします。

平成20年度はゼロです。平成21年度もゼロです。

平成22年度は１名、平成23年度１名になってござい

ます。ですから、ほとんどいないということでござ

います。

○嘉陽宗儀委員 次に、校長、教頭の役割は何でしょ

うか。

○仲間靖県立学校教育課長 校長は、校務を整理し、

それを管理するという形で考えてございます。教頭

は、校長を補佐し、それを適切にサポートするとい

うことと考えています。

○嘉陽宗儀委員 教育現場ですから、教育の話が先

に出てくるかなと思ったら、管理統制の話しか今出

てきませんでしたが、教育の実践についてのこの校

長、教頭の役割は何ですか。あくまで管理ですか。

○仲間靖県立学校教育課長 学校におきましては教

育課程がありまして、生徒にどういう教育を施すか、

そういうものがまず１点ございます。２つ目には施

設とかそういう管理のものがあります。そしてもう

一方、教職員がより働きやすい環境で教育を行うと

いう指導管理があると考えております。

○嘉陽宗儀委員 少なくとも校長、教頭というのは、

基本的には学校現場では先生方から尊敬される、教

育実践についても模範となるということがないとだ

めではないですか、どうですか。

○仲間靖県立学校教育課長 そのとおりであります。

○嘉陽宗儀委員 では、今の校長、教頭を含めて、

管理職の皆さん方はそうなっているかどうかという

ことは少し問題があると思うのですが、皆さん方の

予算に管理職選考試験がありますね。管理職選考試

験のキーワードは何ですか。何を勉強すれば管理職

選考試験に合格するのですか。

○仲間靖県立学校教育課長 公立学校管理職候補者

選考試験は、小・中学校、特別支援学校、高等学校

の校長、教頭としてすぐれた人格、見識を備えた、

本県の公立学校の管理者にふさわしい人材を得るた

めに毎年実施しているものでございます。

○嘉陽宗儀委員 学校現場では、具体的にすぐれた

人格というのはどういうぐあいに出てくるのですか。

○仲間靖県立学校教育課長 すぐれた指導者に関し

ては、やはり生徒への深い愛情、そして理解、そし

て専門的な知識を持っている。それを先生方にも指

導できる。そういう者がすばらしい管理者だと考え

ております。

○嘉陽宗儀委員 私もかつて現場にいたのですが、

当時の管理職は教育実践をやって、みんなから尊敬

される人が学校職員会議で推薦されて教頭になり、

そして校長になっていた。今は管理職選考試験を受

けた人が、教育実践はどうかはよく吟味されずに、

合格した方が管理職になっていると思うのですが、

どうですか。

○仲間靖県立学校教育課長 管理職選考試験の項目

の中にも、教育においてのすぐれた教育実践とか、

そういう形のものも配慮されてございます。だから、

そういうことはないものと考えております。

○嘉陽宗儀委員 教育は一番難しい営みだと思うの

です。しかも精神的なものがかなり大きいわけです。

それだけに学校現場では、教員は聖職とも言えるほ

どすぐれた人格、識見を持っていないといけない。

校長、教頭はその上に立って、教員を立派な先生に、

教師に仕上げる。そういう指導者の役割があるので

はないですか、どうですか。

○仲間靖県立学校教育課長 委員のおっしゃるとお

りだと思います。

○嘉陽宗儀委員 ある教師から私にちょっとしたメ

モが渡されていますが、前も少し紹介しましたが、

学級崩壊のクラスに対し、校長は何の手も打たなかっ

たばかりか、その先生が子供たちの様子を見に来て

ほしい、学級崩壊の状況を見に来てほしいとお願い

して来てもらい、授業参観をしてもらった。その後、

校長は先生本人に、君の授業は魅力に欠けるからだ

めだ。その言葉が最後の宣告になって、この人は鬱

病で今休職中。学校現場で校長先生がこういう態度

をとるということは、これはすぐれた指導者ですか。

○仲間靖県立学校教育課長 具体的な状況がまだ見
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えないのですが、今お聞きした範囲内では、やはり

少し問題があると考えております。

○嘉陽宗儀委員 これは一例を挙げただけで、今、

沖縄県の学校の教職員はメンタルの病気になってい

る方がたくさんいらっしゃるでしょう。沖縄県が特

に多いのはなぜですか。今、僕は具体的な例を１つ

言っただけだが、全体としてそういう雲が沖縄県を

覆っている。

○仲間靖県立学校教育課長 多くなっている原因と

しましては、やはり社会の複雑化や多様化、人間関

係の希薄化など、学校を取り巻く社会環境の急速な

変化に加え、教職員の職務が多様な人間関係、数量

化しにくい業務、高い倫理観を求められる業務であ

ることなどから、その職務の特殊性も大きく影響し

ているのではないかと考えております。

○嘉陽宗儀委員 今、私は一例だけを言いましたが、

今のような答弁では、本当に今の教育行政は大丈夫

かなと心配せざるを得ない事態だと私は思うのです。

皆さん方は教育のプロフェッショナルでないといけ

ない。本当に先生方の悩みの枝葉までつかんで、教

員としてこうして頑張りなさいよと言うのが当たり

前であって、法律でといって―司法試験に受かった

のかどうかわかりませんが、こういう立場での現場

対応は本当に問題がある。現実でも、今の説明では

県民は納得しない。私なりに言えば、こういうぐあ

いに現場を追い込む、それから学校教育行政そのも

のを追い込んでいるのは、やはり学力問題だと思う

のです。私は学力推進向上運動が沖縄県の教育をゆ

がめているということで、前に大城教育長にも読ん

でもらいましたが、20年以上前に、学力向上推進運

動が沖縄県の子供たちをゆがめている、非行に走ら

せているという指摘をして、改革を求めるというこ

とをやりましたが、一向に変わっていない。

それで、今度心配しているのは、文部科学省が全

国学力テストを実施することになっていますね。こ

れについてどう対応していますか。

○盛島明秀義務教育課長 平成25年度実施の全国学

力学習状況調査、これは悉皆調査となっております

が、参加して一緒に実施する予定です。

○嘉陽宗儀委員 前に、1960年代に全国一斉学力テ

ストがありました。国民の大きな批判のもとに、こ

れは廃止せざるを得なかったのです。文部科学省は

なぜ廃止に追い込まれたのですか。その理由を説明

してください。

○盛島明秀義務教育課長 細かい廃止につきまして

はよく理解しておりませんが、一つ原因としてあっ

たのは、細かな点数主義に走っているのではないか、

過度の競争に走っているのではないかということが

ございました。

○嘉陽宗儀委員 私は本会議でも提示しましたが、

学力テスト日本一物語ということで、香川県は当時、

３年連続学力テスト全国１位。非常に静かな香川県

の田舎で、このおかげで大変な事態が起こったとい

うことで、香川ではこの学力テスト３年連続全国１

位の裏で非行少年全国１位になったという総括をし

ています。少なくとも学力テストという場合には、

ここで告発されていますが、全国的に教育運動とし

ては真剣に受けとめられている。今の答弁では全く

無反省、そう思います。そういう意味では、香川の

この少年非行日本一になった教育状況について、な

ぜそうなったのか知っていますか。

○盛島明秀義務教育課長 私は香川県の現状につい

てはよく把握はしておりませんが、学力全国１位と

不登校が高いということは、相関についても特に私

はよく理解しておりません。必ずしもそれだけでは

ないのではないかと思います。

○嘉陽宗儀委員 それも答弁の一つでしょうからそ

れ以上はやりませんが、ただ、本当に教育者として、

沖縄県の子供たちの実態に心を痛めるのであれば、

真剣に向き合わないといけないと思うのです。

それで、この記事を見ても、なぜ学力全国１位に

なるか。私どもは秋田県にも行ってきました。なぜ

３年連続ですかと言ったら、結局は―この記事にも

ありますが、学力テストの予行演習をする、こうい

う実態の積み重ねがそういうことを生んでいるので

はないですか、どうですか。

○盛島明秀義務教育課長 今の委員御指摘の予行演

習というのは、例えば類似問題をすることと理解す

ると、通常の教育課程の中でそういうのをやってい

るという現状は、沖縄県ではほとんどございません。

ただ、宿題ですとか、あるいは補習指導とか、そう

いう中では取り組んでおります。

○嘉陽宗儀委員 うるま市ではやっているよ。これ

はある教育事務所の資料を持ってきましたが、全国

学力テスト対策の文書です。これを見たら、全国学

力学習状況調査から見えた課題に今年度から取り組

む、早期に課題を把握して共通認識し、すぐに授業

に生かすと。今から学力テスト対策の授業に取り組

みなさい、全国学力調査の問題について授業をやり

なさい、こういうのが皆さん方の配下の教育行政の

中であるのですが、これは全く知らないのですか。

○盛島明秀義務教育課長 それぞれの６教育事務所
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があり、またそのもとに市町村がありますが、それ

はそれぞれのアイデアということで捉えております。

私は、例えば授業の中で形成的評価、この問題が理

解できたかどうかということで類似問題を一、二問

させることは、むしろ大事なことだということで理

解しております。

○嘉陽宗儀委員 この理解には相当ついていけませ

んが、では、教育長、教育の目的は何ですか。

○大城浩教育長 人格の完成でございます。

○嘉陽宗儀委員 人格の中身は何を問われているの

ですか。

○大城浩教育長 人格という捉え方についてさまざ

まな御意見があるかもわかりませんが、私ども沖縄

県では、沖縄県教育振興基本計画の中で、創造性、

国際性に富む人材の育成、そして生涯学習の振興と

大きな目標をうたっております。その中で、確かな

学力、豊かな心、そして健やかな体、この３つの三

徳をしっかりバランスよく育成していくことこそが

教育の本来の目的であるという捉え方をしながら、

今、教育庁で推進をしております。

○嘉陽宗儀委員 少し議論しようと思いましたが、

時間がありませんので、この辺にしておきますが、

教育長、学力とは何ですか。

○大城浩教育長 学力とは、学校教育法のたしか第30

条だったでしょうか、３つの指摘がされております。

まず１つ目は、知識や技能の習得。２つ目が習得し

た知識、技能を活用しながら、思考力や判断力、そ

して表現力を育成していこうと。３つ目に、そういっ

たことを通していく中で、みずから学ぶ意欲を高め

ようと。それが学力の定義であるということでござ

います。

○嘉陽宗儀委員 基本的なことを言えば、学力とい

うのは学ぶ力。学ぶ力というのはよそから押しつけ

られるものではない、みずから学ぶ力でしょう。今

の教育行政はそうなっていますか。

○大城浩教育長 私どもはそのつもりで、学力向上

の諸施策を推進しているつもりでございます。

○嘉陽宗儀委員 僕から言えば、みずから学ぶ力を

閉ざしていると私は思っているのです。前にも聞き

ましたが、イギリスの格言でいう水辺の馬というの

は何でしたか。

○大城浩教育長 私どもは今、水辺の馬というのが

何であるかは承知しておりません。

○嘉陽宗儀委員 イギリスでいえば、馬に水を飲ま

せようとしても、水辺まで連れていくことはできる

が、飲みたくない馬に水を飲ませることはできない。

教育も同じですよ。みずから知識を学んで豊かな人

間になる、人格を完成していくという喜びが子供の

中になければ、どんなに言っても学ばない。そこで、

皆さん方の教育の一番基本テーマでして、今の授業

は説明はしているが、生徒に対して説得になってい

ますか。

○大城浩教育長 さまざまな教育の指導方法や、あ

るいは教え方がありますが、確かに子供たちの勉強

嫌いといいますか、そういったことがないとは言え

ません。その際に、我々は発達段階に応じていかに

教育をしていくのか、それが最大の目標なのです。

小学校の子供たちに中学校、高校並みの教え方をす

ると、当然ついていけません。ですから、発達段階

に応じて、いかに子供たちの興味・関心を引きなが

ら授業を展開していくのか、これこそが教師の指導

力の役割でしょうから、そういったことをしっかり

踏まえながら、今の御指摘も踏まえながら、しっか

り対応していきたいと考えております。

○嘉陽宗儀委員 今、習熟度別学級編制をしていま

すか。

○大城浩教育長 しております。

○嘉陽宗儀委員 具体的に言うと、クラスで１番デ

ィキヤー、２番ディキヤー、ディキランヌーグルー

プに分けて、クラスでも一番よくできる子は前のほ

うに座らせる、ディキランヌーは後ろに座らせる。

そういったことで初めから差別、選別されて行き場

がない。そういう中で今、痛めつけられている子供

たちがいるから学校嫌いになるわけであって、そう

いう中ではみずから学ぶ力が育たないのです。改め

て教育長は、これまで頑張ってもらって、いろいろ

議論してきましたが、やはり教育長は退任しても、

沖縄県の教育を憂うという気持ちで―沖縄県の子供

たちは高校野球でも全国優勝するし、本当にみんな

すぐれていますよ。何で学力テスト最下位、最下位

で、こうべを垂れて動かなければならないのかとい

うのを見ると非常に悲しくなる。そういう意味で、

今後とも沖縄県教育行政のために、子供たちの学ぶ

力を育てるために頑張ってください。

○仲村未央委員長 以上で、嘉陽宗儀委員の質疑を

終了いたします。

呉屋宏委員。

○呉屋宏委員 説明資料の７ページ、教育総務費の

教育委員会費。教育委員会は年間どれぐらい開かれ

ているのですか。

○運天政弘総務課長 教育委員会会議としましては、

臨時会も含めまして年間18回程度開いております。
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そのほかに―教育委員会費でございますので、出張

旅費でありますとか、その他の経費も含まれており

ます。

○呉屋宏委員 経費だとか、そういう細かい話をす

るつもりはありません。議論をしましょうと。今皆

さんがやっていることの中に教育の日というのが、

校長のＯＢ会から皆さんに、一番最初に要請を出さ

れたのはいつごろですか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 沖縄県退職校長会

を調べた私の手元の資料では、平成17年５月に教育

の日について沖縄県教育委員会へ面談・要請をした

とあります。あと平成21年度に教育の日要請書提出

があります。そのほかの年度は不明になっておりま

す。

○呉屋宏委員 それは要請を受けて、しっかりとし

た答えをお返しになったのでしょうか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 教育の日は、まず

教育の振興を期する日として制定されるものとして

理解しております。ただ、沖縄県教育委員会としま

しては、これまで地域住民の教育の機運を高めるた

めに、沖縄地域教育の日とか、あるいはさまざまな

ところで学力向上対策とか、各事務所とかいろいろ

なところで個々の施策に取り組んでいます。そうい

うことで、個々のそれぞれのものを尊重したという

ことです。

○呉屋宏委員 それは、教育委員会の方針としては、

教育の日は、県としては設定しないという明確なお

答えとしてとっていいですか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 そうではありませ

ん。

○呉屋宏委員 これは去年、教育の日を制定してく

れという陳情が議会に届いているわけです。聞きま

すと―そのときの話ですよ、10年も前からその話を

教育委員会にしていると。しかし、その答えが返っ

てこないということで、要請に対して10年間もやる

のかやらないのかもわからないようなものをずっと

引っ張ってきて、あげくの果てに県議会に上がって

くる。よくわからないのですが、これはどういうこ

とですか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 繰り返しますが、

これは個々に学力向上対策とか、市町村においても

教育の日が制定されている市町村があります。そう

いう市町村、それから、個々の事務所とか、それぞ

れに取り組みがあります。そういうことで、今、県

としては具体的に動かなかったと理解しております。

○呉屋宏委員 だから、制定するのですか、しない

のですかということを聞いているのです。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 今、教育の日に関

しては、各市町村、いろいろなところで実施機関あ

るいは実施規模、内容がさまざまなのです。今現在、

他県の取り組みの研究を進めているところであり、

また、県内市町村で制定されている教育の日や、本

県が推進している沖縄地域教育の日との関連の中で

整理する時間が欲しいということです。今、その研

究の最中であるということです。

○呉屋宏委員 何年かけるのですか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 今、研究をしてい

る最中なのでお待ちください。

○呉屋宏委員 私は、何年かけるかというものは―

私が主催する会議ではいつもそうしているのですが、

何時に始めて何時に終わるということをやらないと、

ほかの計画ができないのです。だから、皆さんはい

つから検討して、いつ終わるのですか。それでだめ

であれば再延長ということはわかる。だから、この

いつまでやるのかというのがわからない。いつをめ

どにしていますか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 生涯学習振興課と

しては、秋田もフィンランドも私は見たのですが、

学校、家庭、地域が当事者意識を持って、同じベク

トルになっていく必要があるということ。そうする

と、その中で今、市町村においても12市町村でやっ

ていますが、それぞれの思いでスタートしているの

です。そこで今現在、沖縄県の教育の日だよと置い

たときに、自分たちはやっているのに、またこのよ

うな日を県もやるのかという理解が、そういう整理

の時間が欲しいということです。

いつまでというはっきりとした調整は、今私たち

の中にはとれていないので、はっきり公言はできま

せんが必要性は感じています。

○呉屋宏委員 教育長の思いを一言。

○大城浩教育長 全く生涯学習振興課長と同じよう

な思いですが、やはり教育振興に期するという教育

の日の制定の趣旨はよく理解できます。ただ、さま

ざまな課題があることもどうぞ御理解ください。し

たがいまして、今その調査研究をしていく中で、他

市町村との連携とか、そういったこともしながら調

査研究する時間を下さい。そういうことでの生涯学

習振興課長の答弁でしょうから、ぜひしばらく時間

を下さい。そういった課題を整理していく中で対応

していきたいと思っております。

○呉屋宏委員 今の話を委員がみんな聞いています

よ。今の話では、これは真剣に検討されていない。
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今７年と言った、平成17年から検討されていると言っ

た。具体的なものがあるのは平成17年でしょう。僕

は10年ということで聞いていますからいいです。平

成17年からでいい。ということは、今から８年前で

すよね。この８年前にもらったものがいまだにこの

状況ですかと。僕も調べたら、市町村は別のところ、

ベクトルは全部違うところに向いているのです。こ

れでいいのですか。沖縄県の教育はこうしましょう

という方針を、その教育の日に設定して打ち出すの

が今年度は目標だということを打ち出さなければい

けないのです。だから、今の検討のしようではだめ

ですよと私は言いたい。あとは文教厚生委員会が来

る25日、26日にありますから、そこで陳情が扱われ

るでしょう。それだけ投げかけたいと思います。

それと学校安全体制整備事業。これは平成24年か

らやっていると思いますが、この内容を説明してく

ださい。

○具志堅侃保健体育課長 今年度、今言われました

学校防災対応システムを導入して、防災対策に取り

組んでまいりました。この中身が、防災に関する基

礎知識、児童・生徒等の危険回避能力の育成のため

に防災教育をやるということであります。それが端

末機を導入して―親機と子機がございますが、それ

が地震を速報し、津波の通報までやる。それを活用

いたしまして避難していくというものでございます。

それ以外に防災リーダーを育成しようということで、

この２つのものに取り組んでまいりました。

○呉屋宏委員 それは私もペーパーを持っています

から、ある程度委員の共通の認識のもとでやろうと

思っていますから、この話をさせていただきますが、

これは、今年度も中城村かどこかでその事業を実施

するのですか。

○具志堅侃保健体育課長 平成24年度の何月だった

か忘れているのですが、中城小学校でこの機器を導

入した避難訓練をやるという情報がありまして、我

々はそれに参加してまいりました。平成25年度もや

るのかどうかについては把握しておりません。

○呉屋宏委員 沖縄県教育委員会から中城村に連絡

があって、それを皆さんのところでやってもらえな

いかという連絡が中城村に来ているようですが、そ

れは間違いですか。

○具志堅侃保健体育課長 県から中城村に導入して

ほしいという連絡が入ったということですか―それ

はございません。

○呉屋宏委員 それでは、僕は中城村から連絡を受

けたので、私も確認をさせていただきたいと思いま

す。この中身、もう課長は共通の認識を持っていま

す。これを要請―この機器を入れたのでしょう。去

年の12月までに、こういうものをたしか導入したと

思うのです。それは間違いないですか。

○具志堅侃保健体育課長 はい。

○呉屋宏委員 私は質疑前に通告をしてありました

ので、これはおととい少し気になって調べました。

これは皆さんが企画部、あるいは総務部に出したこ

のペーパーは、導入したものと違うものですね。

○具志堅侃保健体育課長 導入したのは、親機はセ

ンチュリー社がつくっている親機であります。子機

はアイコム社がつくっているトランシーバーという、

この２つの機械を導入しております。

○呉屋宏委員 そういう個別の企業はどうでもいい

です。問題はその機能だ。このトランシーバー機能

が持っているものは、どれぐらいのワット数を持っ

ているのですか。

○具志堅侃保健体育課長 １ワットから５ワットの

出力になっています。

○呉屋宏委員 これは災害時に学校で使えるのです

か。

○具志堅侃保健体育課長 他府県も調べますと、そ

れを活用しているということでありますので、利用

可能と考えております。

○呉屋宏委員 実は、おととい委員会の途中に沖縄

総合通信事務所に行ってまいりました。ここの中に

電波法関連審査基準というのがあります。これは、

簡易無線は災害時に使用してはいけないという法律

があるのです。それは認識していましたか。

簡易無線は、災害時に学校で使用ができるのかと

いうことを聞いているのです。それを目的に。

○具志堅侃保健体育課長 その制限については調べ

ておりません。

○呉屋宏委員 電波法関連審査基準により、簡易無

線局において簡易な業務、または個人業務として開

設するものに当たっては、次に挙げるものに該当し

ないものであること。その該当しないものであるこ

との中に、天変地変その他の非常事態に際し、人命

及び財産保全または治安の維持を確保することを目

的として開設するものには該当しないと書かれてい

ます。

○具志堅侃保健体育課長 担当が専門の無線のほう

に聞いたところ、簡易時に使える無線ということを

受けているということであります。

○呉屋宏委員 それは、出力数はどれぐらいのこと

を言うのですか。
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○具志堅侃保健体育課長 この出力数については、

別に表示はされていません。

○呉屋宏委員 私はおととい―午後３時半ぐらい

だったかな。休憩時間も挟んで、実際に沖縄総合通

信事務所まで行ってきました。担当者にも会った。

担当者に、県教育委員会が入札で出したこのシステ

ムで、彼らのものは扱えますかと聞いたら、そうい

う場合にはできませんと。トランシーバーとしてだ

けであればできますと。しかし、地震の場合を前提

にしてやる、こういう無線機能を持っているものに

ついては、これは0.5ワット以下でなければ対応でき

ませんということだったのです。それを皆さんは直

接、沖縄総合通信事務所に確認されたことはありま

すか。

○具志堅侃保健体育課長 ございません。

○呉屋宏委員 これは本当に―今、皆さんが導入し

た20校のものは全部使えないということですよ。沖

縄総合通信事務所が言っているのはそういうことで

す。私は聞きましたよ。皆さんの事業の中に小学校

も中学校もとある。そうなったときに、この１ワッ

トから５ワットの通信を各学校が全部導入したとき

には、電波が混線すると言っているのです。だから、

皆さんがやるということは、各小・中学校にこれを

導入するという指導を出すようなものです。そうい

うことになったときに、本当に県内の１ワットから

５ワットというのは、２キロメートルから３キロメー

トル、ある程度飛ぶのです。そういうときに、学校

のためだけであればいいがほかに影響するのです。

小学校と混線したらどうするか、中学校と混線した

らどうするか。そういうのがあるからこれはできな

いのです。0.5ワットであれば、これは微弱な電波だ

から、それは500メートル、200メートルぐらいしか

届かないからオーケーです。届け出も必要ありませ

んということだったのです。それはどうですか。

○具志堅侃保健体育課長 私たちは、学校の中で避

難する距離等も含めながら、学校での現状に応じて、

やはり１キロメートル以上のものでないと少し使え

ないのではないかという理解のもとでやりました。

今の沖縄総合通信事務所まで再度行って、確認をし

ていきたいと思っております。

○呉屋宏委員 こういうものは4000万円から5000万

円のものを導入するわけだから、しっかりとしたも

のを出さないとだめですよ。私は、この件に関して

は課長もよくわかるように、沖縄総合通信事務所は、

トランシーバーであれば病院の中でもだめなのです。

0.5ワット以下の微弱電波でないとこれは発信できな

いのです。だから、そういう決まりがあるのです。

それを問い合わせせずに導入するということは、私

は少し安易だったのではないかなと思いますが、ど

うですか。

○具志堅侃保健体育課長 私たちは、今言った病院

で使えるのかということも確認しました。その辺は

使えないということではないという確認がとれまし

たので、それを続けたということであります。

○呉屋宏委員 そこまで言うのであれば、これは届

け出が必要です。もうそれ以上は言わないでおこう

と思ったのだが、これは届け出が必要なのです。届

け出とは、皆さんは災害時にこういうシステムで使

えますかと、現にこれを表示して私は聞いたのです。

トランシーバーとしてだけであればできるのです。

しかし、災害の機器などを通すことになるとできな

いと言っているのです。これは機能が複合なのです。

だからできないのです。確認してみたら、これはこ

ういう機能で申請されていませんよ。それは皆さん

がではなくて、これは業者が行ったのでしょう。だ

から、そういうところを皆さんが確認もせずに、業

者だけで対応させて、実際にそこでごまかした形で

今申請されていますよ。それが実態。

では、各小・中学校も全部そうやってごまかして

やるのですか。それはどうですか。

○具志堅侃保健体育課長 我々は県立学校で導入を

しまして、我々は、小・中学校の場合は設置市町村

がやることに関してアドバイスもできませんので、

その辺は我々も勉強しながらいい方向を、もし伝え

ることができるのであれば、そういう方向で行きた

いと思っております。

○呉屋宏委員 これを今、皆さんの導入を見て、那

覇市が検討しているのです。だから、皆さんの動き

がほかの市町村に影響することを皆さん自体がわ

かっていない。だから、私はもっと慎重にやるべき

ではないかということを言ったのです。だが、皆さ

んは１ワット以上のものを対象にしたのです。各市

町村とも１ワット以上、これを対象にするのですよ。

沖縄県の災害時に膨大な電波が飛び交うのです。こ

の責任は大きいと思います。私は、これはもう一回

検討し直すべきだと思う。もう導入しているからど

うにもならない。だが、こういう問題というのは、

もっと慎重を期してやらなければ、市町村に大変な

事態が起こることをもっと予想しなければいけな

かったと思います。検討し直すつもりはありません

か。

○具志堅侃保健体育課長 今の部分は再度勉強し直
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して、ふぐあいがあるのであれば、当然その部分は

伝えないといけないかと思います。

○呉屋宏委員 課長がみずから沖縄総合通信事務所

まで行って確認をして、私にその意見を聞かせてく

ださい。そこはしっかりとした議論をしていかない

と、本当に大変なことになります。これが導入の入

り口ですから、そこら辺は注意しておきます。

○仲村未央委員長 以上で、呉屋宏委員の質疑を終

了いたします。

比嘉京子委員。

○比嘉京子委員 質疑をさせていただきます。質疑

順序前のほうですから、幾つか予算についてお聞き

いたします。(目)文化財保護費が減になっている理

由についてお聞かせください。

○長堂嘉一郎文化財課長 平成25年度の文化財保護

費が前年度に比べまして5357万5000円の減になって

おりますが、これの主な要因は、国からの受託事業

であります米海軍病院の建設予定地内の文化財発掘

調査が最終年度に当たることもありまして、調査の

対象面積が小さくなっております。その縮小に伴っ

て、事業費も減となっているのが主な要因でござい

ます。

○比嘉京子委員 第32軍司令部壕に関しては、県と

しては保存の方向でということが、この間、報道で

もありましたが、これについては今後どのように考

えておられますか。

○長堂嘉一郎文化財課長 第32軍司令部壕につきま

しては、去る議会でもお答えをいたしましたが、今

現在、そういった戦争遺跡の詳細調査というのを私

どもは実施しております。これは平成26年度までの

予定でございます。その成果を受けて、第32軍司令

部壕の保存等についても具体的に検討を進めていき

たいということでございます。

○比嘉京子委員 これに関して、平成26年度という

お話ですが、保存の方向でという考え方はわかって

いるのですが、具体的にどういう方向でまとまりそ

うですか。

○長堂嘉一郎文化財課長 先日の新聞報道にあった

のは、保存というよりは当分埋め戻しをしないとい

うことだったと思います。現場はかなり崩落箇所等

もあって、少し危険な状態ということがございます

ので、その具体的な方法等については、先ほど申し

上げた私どもの立場からいけば、戦争遺跡の詳細調

査をした上で、その成果を踏まえて検討していきた

いということでございます。

○比嘉京子委員 これは時間がたてばたつほど、非

常にもろい状態になっているのはもうかねてよりわ

かっているわけでして、首里城はある意味で沖縄県

の明るい部分ですが、その下にある暗の部分―今後、

私はその明暗を観光客に対しても、やはりしっかり

と打ち出していくべきだろうという観点からお聞き

しています。時間との闘いなので、余り悠長な考え

方ではなくて、文化財の保護はどこをどう残して、

遺跡は見せることが方針の中にうたわれているわけ

ですから、ぜひ前向きな取り組みをお願いしたいと

思います。

次に移りますが、図書館費の減の理由についてお

伺いします。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 図書館費が前年度

と比較して1253万7000円の減になっている主な理由

は、緊急雇用事業の終了に伴う図書館司書若年者人

材育成事業費2118万5000円の減があります。あと、

図書充実事業費、これは420万円増です。それから、

図書館消防設備等整備事業費は380万円増です。その

プラスマイナスで1253万7000円の減になっておりま

す。

○比嘉京子委員 小・中・高等学校の図書費は推移

として増加傾向にあるのですか、それとも減少傾向

にあるのでしょうか。

○盛島明秀義務教育課長 小学校につきましては、

平成19年度が約40万円、それから少しずつふえてま

いりまして、昨年度、平成23年度は約53万円になっ

ております。中学校につきましては、平成19年度が

約47万円。その間、若干の増減はありますが、平成23

年度は64万円ということで、小・中学校ともに増加

の傾向がございます。

○仲間靖県立学校教育課長 県立高校における学校

図書館費はこれまで減少傾向にありましたが、平成25

年度はトータルとして4000万円で、平成24年度より

220万円の増額となっております。また、特別支援学

校においては、平成24年度はトータルとして170万円

で、平成23年度と同額となっている状況でございま

す。

○比嘉京子委員 高等学校の4000万円は全学校だと

思いますが、60何校でこれを均等に割るのでしょう

か。どのように分配するのでしょうか。

○仲間靖県立学校教育課長 先ほどはトータルでし

たので、１校当たりでは、平成24年度は約64万円、

平成25年度は約67万円の予算措置になります。

○比嘉京子委員 せんだって、文教厚生委員会で久

米島高等学校に行きました。図書館に参りまして、

これは本当に何と言っていいのか、余りの実態に少



－336－

し絶句いたしました。やはり離島で、本屋もないと

ころでこういう環境ということは、本当に私は嘆か

わしいなと思いました。こういう中で、学力云々と

か進学率を云々されてもという気がいたしましたの

で、これはまた追って、いつかもう少し詳しい議論

をさせていただければと思います。

きょう、私としてはある意味で次の課題をメーン

にしていますが、沖縄県が今回、長寿県から転落し

たということで、大変ショッキングな状況だと皆さ

ん受けとめていますが、これは予想されてきたこと

で、児童・生徒の健康状態の中でも、特にきょうは

肥満率と喫煙率について少し質疑をしたいと思って

いるのです。

まず、肥満児童・生徒、喫煙児童・生徒の実態は

どのようになっていますか。

○具志堅侃保健体育課長 肥満傾向児の出現率とい

うことで、文部科学省から出されております学校保

健統計調査によりますと、幼稚園2.8％、小学校8.5

％、中学校10.9％、高等学校8.3％となっております。

特に５年間における大きな変動は見られないという

ことであります。

平成23年度の沖縄県警察の資料によりますと、喫

煙で補導された児童・生徒数は、小学生36名、中学

生3082名、高校生で2800名、合計5918名となってい

ます。

○比嘉京子委員 では、まず肥満のほうからですが、

今おっしゃったのは文部科学省の統計ですよね。沖

縄県の状態が今の文部科学省の統計の中にあるわけ

ですが、全国から見たらどうなるのですか。

○具志堅侃保健体育課長 全国に比較いたしまして、

小学１年生、６歳ですが、全国が3.84％、沖縄県が4.88

％。７歳、全国が5.02％、沖縄県が5.44％。８歳、

全国6.33％、沖縄県は9.44％。９歳、全国7.62％、

沖縄県は9.11％。飛びまして、11歳、小学６年生、

全国が8.81％、沖縄県12.03％。中学校１年生、全国9.4

％、沖縄県は13.2％。13歳、全国8.27％、沖縄県は10.82

％。中学３年生、全国7.96％、沖縄県は8.63％。高

等学校に入りまして、１年生、全国10.15％、沖縄県

は9.35％。16歳、全国9.26％、沖縄県7.06％。17歳、

全国9.67％、沖縄県8.55％になっております。

○比嘉京子委員 今、小学校、中学校、高等学校で

年に１回の健康診断をしていると思うのです。その

中身について、私はもう少し踏み込んだ検査を小学

校に１回―中学校でも高等学校でもいいのですが、

今のデータからすると、高等学校はかなり運動を付

加しているようで、結構率が落ちているのではない

かと思うのです。結局、それが二十を過ぎたころか

ら、また沖縄県の肥満率は高まっているわけです。

そういう意味からすると、小学校４年生、５年生、

６年生あたりで特に高い年齢、またはその前あたり

で、私は一度貧血検査以外の血液検査のチェックを

入れる必要があるのではないかとかねてより思って

いるわけですが、それを検討する考えはできますで

しょうか。

○具志堅侃保健体育課長 この部分に関しましては、

設置市町村との関係がありますので、今即答はでき

かねますので、よろしくお願いします。

○比嘉京子委員 これは福祉保健部とぜひ協議して

ほしいと思います。那覇市では、肥満度の20％以上

の特に５年生を対象に、那覇市医師会と連携して、

再検査して―これは任意なので、強制ではないので

す。親御さんと話をして、行ってもらって、その結

果、非常にデータが悪いのです。血液検査の結果が

非常に悪い。そのために、親御さんと一緒になって

その指導に当たるわけですが、私はこれを全県的に

やる必要があるのではないかと。一市町村に任せる

のではなくて、県主導で全県で、これから肥満はも

ちろんですが、成人病を予防する意味からも、これ

は沖縄県が１回、小学校で歯どめをかける。これは

もともと全国でされているところがあるのです。で

すから、何も沖縄県が第１号ではないわけですが、

私は今回連動して、成人だけの問題にはしないで、

今後予防という対策の面から、私は学校現場が連携

する必要があると思うので、ぜひ前向きな検討を、

関係部局との連携をぜひお願いしたいと思います。

次に、喫煙の問題です。先ほどのは警察が補導し

たデータですよね。学校の中で喫煙する者がいては

いけない、また、いるべきではないという観点から、

学校の中での喫煙チェックは今までされてこなかっ

たと私は認識しています。そのことについて、学校

現場における喫煙者の把握はどうなっていますか。

○具志堅侃保健体育課長 保健体育課では、学校敷

地内全面禁煙ということで毎年文書を発送して、そ

れをまた実施していただいております。ただ、生徒

に関しては生徒指導上で上がってくるものですから、

我々には数値的に来ないことになっております。で

すから、生徒については県立学校教育課と義務教育

課が把握しているかと思います。教職員については、

敷地内全面禁煙は現在100％ということになっており

ます。

○盛島明秀義務教育課長 データは毎月、喫煙につ

いては上がってまいります。ただ、きょうはそのデー
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タを持っておりませんので、後でお届けしたいと思

います。毎月問題行動の一つとして、各学校内での

喫煙については人数が上がってきておりますが、今、

総数何名というのは答えられません。

○仲間靖県立学校教育課長 高等学校の部分に関し

ても沖縄県警察の資料という形になってございます。

平成22年では2742名、そして平成23年には2800名、

前年度に比べて58名の増という報告があります。

○比嘉京子委員 私は、ここは目をつぶってはいけ

ないと思うのです。御承知のとおり―きょう、たば

この害についてお話しする場ではないのですが、ニ

コチン、一酸化炭素、それからタール系、そういう

ことについての主流煙と副流煙の問題はもちろんの

こと、なぜかというと、20代、30代の喫煙者の多く

がいつから始めたのかというデータによると、圧倒

的に10代で始めているわけです。ですから、ここは

学校現場が目をつぶるわけにはいかないと。あって

はならないことですが、実際はこれだけ上がってい

る。そのことについてもっと目を見開いて、本気で

対応しないといけないと思います。

次に行きたいと思います。今、皆さんに質疑を渡

してあるので、先ほど皆さんからもらっている資料

９ページの全日制高等学校と定時制高等学校管理費

について、特別支援学校と定時制高等学校と学寮に

ついての食事、給食が直営か委託か、それからケー

タリングはどういう割合になっているのかというの

をまずお聞きしたいと思います。

○仲間靖県立学校教育課長 高等学校の給食、舎食

の調理業務については、平成24年度までに定時制高

等学校給食が８校中３校、寄宿舎舎食が11校中７校

で民間委託を実施しております。

また、特別支援学校の給食の調理業務については、

12学校中３校で民間委託を実施しております。また、

寄宿舎の舎食については９校中６校で民間委託を実

施し、そのうちケータリングは４校となっておりま

す。

○比嘉京子委員 その直営と委託のデメリット、メ

リットについてお聞きします。

○仲間靖県立学校教育課長 委託につきましては、

民間委託することで学校側の管理業務が軽減される

とともに、調理業務のほか、栄養管理、衛生管理等

においても長期的に安定した業務の運用がなされる

という形で、民間委託にしているところでございま

す。

○比嘉京子委員 今はメリットについて、管理運営

と調理と栄養の管理が長期的にいいというお話です

が、委託というのは、そもそも委託業者が利益を上

げないといけないわけです。その利益を上げるとこ

ろがあって、そこで調理業務をするということは―

皆さんが直営したときには利益は必要ないわけです。

直接にそのまま調理士や、それから発注する場所、

栄養士、そこに行くわけですが、どういう意味でメ

リットになっているのですか。

○仲間靖県立学校教育課長 委託に伴う安全性とい

うものがありまして、委託に当たっては、委託契約

の主体である学校現場と連携をとりながら、委託を

進めているところであります。そして、学校とその

委託業者は毎年契約ですので、その内容について意

見交換をしながら、次年度に向けてまた調整してい

くことがメリットかなと思っております。また、給

食等の調理業務においては、衛生管理と安全措置等

に十分配慮しながら委託を進めてまいりたいと考え

ております。

この調理業務の委託料の内訳につきましては、人

件費及び栄養管理費、その他の必要経費となってお

り、生徒からの食材費等は含まれておりませんので、

その委託料で安全に、適切になされているものと考

えております。

○比嘉京子委員 少し時間がないのですが、今、県

のお金の使い方を論じているわけです。では、皆さ

んは食べている側について、委託業務になっている

ところとなっていないところの満足度調査をしたこ

とはありますか。

○仲間靖県立学校教育課長 平成24年度までに給食、

舎食の調理業務の民間委託を実施した高等学校10校

で満足度調査をいたしました。よくなった学校が１

校、変化がないという学校が７校でございます。委

託業務を円滑に実施するため、学校と委託業者との

間で連絡調整会議を設けて、今後とも改善に努めて

まいりたいと考えております。

○比嘉京子委員 ぜひ、私はもう少し突っ込んだ議

論を次回にも展開したいと思っているのですが、少

しお聞きしたい最後の１点は、こういうことが起こっ

ているかどうかの把握をしているか。食べる側は食

費として食材料費を払っているわけです。例えば学

寮で食費として払っていると。その食費が次年度に

繰り越されたり、そういう事実はありますか。

○仲間靖県立学校教育課長 食材費については、学

校が生徒から徴収し、管理しております。業者への

食材費の支払いについては、業者が請求の際、使用

した食材の数量、単価及び金額の明細表を添付する

こととなっており、適切に使われているか学校が確
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認できるようになっており、これは適正にされてい

るかと考えております。

また、繰り越しはないということで報告を受けて

おります。

○仲村未央委員長 以上で、比嘉京子委員の質疑を

終了いたします。

休憩いたします。

午後０時15分休憩

午後１時37分再開

○具志堅透副委員長 再開いたします。

委員長の指名により、副委員長の私が暫時委員長

の職を代行いたしますので、よろしくお願いいたし

ます。

質疑に入ります前に、午前の呉屋委員の質疑に対

する答弁で、保健体育課長から答弁を訂正したいと

の申し出がありますので、発言を許します。

具志堅侃保健体育課長。

○具志堅侃保健体育課長 先ほど、呉屋委員から中

城村に要請をしたことがあるかという部分で、私の

勘違いで防災体制整備事業として要請したというこ

とで受け取ってしまいまして、そういうことはやっ

ておりませんと答えたのですが、次年度、平成25年

８月に行われる九州地区健康教育研究大会がござい

ます。そこで実践発表校としてやってくれないかと

いう要望は出してあります。訂正させていただきま

す。

○具志堅透副委員長 次に、午前の比嘉京子委員に

対する答弁の保留の件がありましたので、答弁させ

ます。

盛島明秀義務教育課長。

○盛島明秀義務教育課長 午前の比嘉委員からの小

・中学校の喫煙の実態はどうでしょうかということ

でありますが、平成23年度は、喫煙につきましては

小学生が145名、中学生が1096名、合計1241名でござ

います。ちなみに、平成22年度が1572名ですので、330

名ほど減少している現状でございます。

○具志堅透副委員長 午前に引き続き、質疑を行い

ます。

嶺井光委員。

○嶺井光委員 教育長、まず予算編成過程における

知事部局とのかかわりについて聞きたいと思ってお

ります。これは知事部局でも聞きました。いわゆる

予算の提案権は首長にあるわけです。そういう意味

では教育委員会から提案するわけではないのですが、

予算編成はしっかり教育委員会でやるわけですから、

この予算編成したものが知事部局とどう協議されて

いるのかということが一つ気になっております。

というのは、私はこれまでずっと少人数学級の件、

学校教育の充実についてを毎回取り上げてきました。

その中で、知事の公約でもあります少人数学級につ

いては、何といっても予算がついてできることであ

りますから、この予算編成過程において、知事の公

約を実現する上で予算にどう反映させるのかという

部分は、知事部局との調整協議はあるのかどうか。

まずその辺を伺いたいと思っております。

○大城浩教育長 まず、予算編成の考え方、基本的

スタンスから申し上げたいと思っております。まず、

予算編成をする際には、私どもは沖縄21世紀ビジョ

ン基本計画と沖縄県教育振興基本計画の２つに基づ

きながら、みずから学ぶ意欲を育て、学力の向上を

目指すとともに、豊かな表現力と粘り強さを持つ幼

児・児童・生徒を育成するといった目標の実現に向

けて諸施策を展開するわけですから、そういった視

点で限られた財源を重点的、効果的に配分すること

といたしまして、考え方を策定しております。そう

いう中で、今般は1498億1511万3000円を計上させて

いただきました。また、おかげさまで沖縄振興一括

交付金を活用した事業も27事業、108億5298万円を計

上させてもらっております。

今の具体的な件で、少人数学級の拡充についての

御質疑かと思いますが、これにつきましても知事の

公約でございます。そういう中で、午前中も答弁さ

せてもらいましたが、この少人数学級は、実は国の

加配定数を活用してこれまでも実施してきておりま

す。したがいまして、沖縄県の単独予算を含めた拡

充につきましては、かなり調整が出てまいります。

ですから、私どもは、これからの少人数学級の持つ

役割は大変大きなものがあるという認識をしており

ますので、今後総務部とも協議をしながら、その拡

充について検討していきたいと考えております。

○嶺井光委員 国の加配のみに頼るとなると、なか

なか実現しないと思うのです。知事の公約でもあり

ますから、やはり知事が政策として少人数化、人材

育成に取り組んでいくという、しっかりした取り組

みをぜひやってほしいと思っているのです。そのた

めには、知事部局の中で、この公約実現に向けたチー

ムがあってもいいのではないかと思っておりますが、

これはまた知事部局に提言をします。

そこで、とりわけ少人数学級についてこのような

協議の場があったとしたときに、教育委員会として

の実現に向けたプロセス、計画書とかを持っておか

ないといけないと思うのです。少人数化するという
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意味で、中学校まで実現するとしたらどのように持っ

ていくという計画書なるものはあるのですか、どう

ですか。

○大城浩教育長 実は、私が教育長に就任したとき

に、少人数学級のあり方に関する検討委員会を庁内

で発足いたしました。これは教育指導統括監を長と

いたしまして、関係課長が全て入りながら、今後の

対応について研究をしている段階でございます。そ

の中で、実は課題もたくさん出てきております。例

えばどういったことかといいますと、当然加配をす

るわけで、まず人材の確保ということが出てまいり

ます。と同時に、教室の確保が出てまいります。そ

ういった場合には、市町村教育委員会との連携もさ

らに一層必要になってくるわけです。今後は、少人

数学級のあり方検討委員会を庁内のみならず、市町

村教育委員会の関係者も含めると同時に、関係部局

も含めながら、構成メンバーを拡充していく中で取

り組んでいければ幸いかと考えております。

○嶺井光委員 知事部局にこういう提言をしようと

思っておりますから、その協議の場があったときに、

教育委員会が何も持っていないとお話になりません

から、ぜひそういうところはしっかり準備をして、

もっと早目に少人数化の実現ができるように取り組

みをしておいていただきたいと思っております。

次に、社会教育の関係で伺いますが、子供たちが

学校教育に至るまでの家庭あるいは地域の中で、しっ

かりと子供たちが基本的なことを身につけて、学校

に来て学力を高めていくべきだと思っております。

そういう意味では、地域の教育力あるいは家庭もそ

うですが、社会教育というと少し幅が広いのですが、

子供たちの生活環境という面で沖縄県の取り組む方

向性がありましたらお聞かせいただきたいと思いま

す。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 学社融合―学校教

育と社会教育が一歩踏み込んで、融合して教育を行っ

ていくという視点で、嶺井委員から視点として、自

治公民館を機能させ、地域の人たちが土日、夏休み

など子供たちとかかわり、学校支援などの取り組み

ができないかというお話を前に伺いましたので、ま

ずその視点からお話しさせていただきます。

まず自治公民館は、これまでサークル活動など生

涯学習の場であり、老人会あるいは青年会、婦人会、

子供会活動の同世代交流とか、あるいは地域文化や

伝統行事などを通した異世代交流の場として活用さ

れています。最近は、自治公民館において具体的な

学習支援などの取り組みとして、放課後子ども教室

において退職教員などの地域住民がボランティアと

して指導者を務めたり、夏休みに夏休み宿題会とか

夏休み書道教室など、地域の人たちが子供たちと積

極的にかかわることがどんどん奨励されております。

地域の子は地域で守り育てるという共通認識のもと

で、市町村、それから関係機関と連携協力してやっ

ております。

もう一つ、家庭教育や地域教育力の向上という視

点からは、具体的には地域の子育て経験者や民生委

員、児童委員などの連携による家庭教育支援チーム

を組織して、孤立しがちな保護者や仕事で忙しい保

護者などに学習の機会を提供したり、地域の交流の

場を提供したりしております。それから講演会も行っ

ております。

もう一つ、地域の教育力としては学校支援地域本

部事業を展開して、地域の人材、それから地域教材

を活用して、子供たちとかかわる事業を展開してお

ります。

○嶺井光委員 まず方向性を聞いてからと思ったの

ですが、中身までも言ってくれてありがとうござい

ます。

やはり地域の教育力、家庭もそうですが、そこら

辺をしっかりやらないで学校で高めようなどという

ことはかなり無理がある。私はこれまでも申し上げ

てきたのですが、学校に余りにもおんぶにだっこし

過ぎではないかと思っております。そういう意味で

は、やはり地域でやるべきところは地域でやる、あ

るいは家庭でやるべきところは家庭でしっかりして

もらう。そういう方向性を沖縄県あるいは市町村も

含めて持つべきだと思っております。

自治公民館、ムラヤー活用については去年の２月

議会の一般質問でも取り上げました。やはりこの方

向で取り組むことによって、地域の教育力は高まっ

ていくと思います。あるいは、いろいろなボランテ

ィアで子供たちにかかわっているチームが、県下で

はかなりあると聞いております。そういう方々と連

携して、しっかりやってもらえればもっともっと地

域の力も上がっていくし、学校の先生方の負担も少

しは軽くなって、本来の学校での教育活動がしっか

りできると思っていますから、その方向性でぜひ取

り組んでいただきたいと思っています。

もう一つ、変わりますが―通告したかな、スクー

ルカウンセラー。これは一般質問でも取り上げまし

たので、少し延長線の議論をさせていただきたいと

思っております。上原章議員の質問だったか、スクー

ルカウンセラーは全学校に配置するという方針が出
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されているという話がありました。今の実態はどう

ですか。小・中学校全部に配置されているのですか。

○盛島明秀義務教育課長 平成24年度は全小・中学

校ではございません。小学校は78校に配置しており

ます。これは27％です。中学校も78校ということで60

％でございます。

○嶺井光委員 この数字は本会議でも聞きましたが、

拠点校を置いて、かけ持ちしているということを聞

いていますが、この辺の実態はどうですか。

○盛島明秀義務教育課長 例えば、それぞれの学校

数あるいは人数によって拠点校方式ということもご

ざいます。これは宮古地区や八重山地区においてそ

ういう方式で実施しております。それ以外は、大体

学校に張りつけて活用するということでやっており

ます。

○嶺井光委員 宮古地区、八重山地区では全学校に

配置されているのですか。

○盛島明秀義務教育課長 全ての学校ではございま

せん。ただ、大体学校対応ということで活用してお

ります。

○嶺井光委員 そこで、現場の方の声ですが、この

拠点校方式だとどうしてもそこにウエートを置いて、

なかなか相談する時間がつくれないという話がある

のです。そこら辺に対しては、これからどう改善を

していくのか。

○盛島明秀義務教育課長 今、御指摘の課題は確か

に出ておりますので、次年度はこのスクールカウン

セラーについては拡充をするということで、95名の

スクールカウンセラーを採用いたしまして―これに

ついては単独校での対応は次年度も厳しいのですが、

規模によって複数校をかけ持ちしていただくことで、

全校配置の対応を考えております。149校全てにス

クールカウンセラーを配置、かかわっていくという

ことで対応しております。

○嶺井光委員 かけ持ちしながらでも全校配置の形

をとれるかもしれませんが、そこで、時間数ですが、

今実態はどうですか。１学校当たり週に何時間か、

そこら辺を。

○盛島明秀義務教育課長 スクールカウンセラーに

つきましては、必ずしも何時間という対応ではなく

て、スクールカウンセラーは時給で―時間で対応し

ておりますので、その学校が要望する時間で対応し

ております。例えば１時間で終わる場合もあります。

あるいは２時間、３時間かかる場合もあります。そ

ういう対応をしております。

○嶺井光委員 一問一答ではなかなか伝わらない面

があるかもしれませんが、聞きますと、時間の割り

当てがあって、思うようにこなせていないのではな

いかと。月に何時間、あるいは年間の時間の割り当

てがあるやに聞いているのですが、この割り当ては

ないのですか。

○盛島明秀義務教育課長 これはあくまでも時給で、

実は大体5000円程度でスクールカウンセラーは対応

しておりますが、その予算の範囲内で対応すること

になっておりますので、それでもほぼ学校が要望す

る時間には対応できているかとは思います。

○嶺井光委員 私の勘違いかもしれませんが、時間

の配分だと思っていました。今聞きますと、予算が

やはり時間を制限するわけですから、その制限だと

思っています。今、十分ではないかという話ですが、

現場からはまだ十分ではないという声がかなりある

のです。そういうところは、調査とは言わずとも教

育事務所単位でもいいですから、実態がどうなのか。

そこら辺は調査をして、しっかり相談に応じられる

ような体制をぜひとっていただきたいと思うのです

が、これは可能ですか。

○盛島明秀義務教育課長 私が十分と言ったのはそ

の学校への対応ということで、ただ、配置されてい

ない学校もございますので、十分ということではあ

りません。確かに、各学校、教育事務所からはもっ

とふやしてほしい、もっと時数を延ばしてほしいと

いう要望はたくさんございます。

○嶺井光委員 要望があるわけですから、これはも

う少し前向きに考えてやらないと、先生方もこうい

う対応で大変な状況があると聞いています。学校の

先生方が本来の学習活動に専念できるように、こう

いう部分はまたしっかり取り組んでいただきたいと

思います。

最後に、文化財予算のことで伺いたいのですが、

予算が昨年3000万円、ことし少しふえましたが4000

万円。私は前から、国指定史跡の整備保存事業は予

算が少な過ぎるのではないかという指摘をしてきた

のですが、ことしの4000万円という事業費は何カ所、

できればどこどこの保存事業なのかということを説

明してくれたらありがたいのですが、お願いします。

○長堂嘉一郎文化財課長 平成25年度の文化財補助

事業費の事業箇所としましては、糸数城跡など史跡

等の保存整備事業が９事業、例えば知念城跡、玉城

城跡も入っております。それから、その他の記念物

関連の事業が16事業、埋蔵文化財の関連が12事業、

伝統芸能、工芸関連が20事業、その他が９事業で、

合計66の事業となっております。
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○嶺井光委員 これだけの事業数があって4000万円

では、いつまでに終わるのかと思うのです。糸数城

跡については前にも指摘をしました。そのときの答

弁は、当時、中城城跡が重点的になっているかのよ

うな話を聞いたのですが、あれからもう６年ぐらい

になるのではないでしょうか。ずっと二、三千万円

程度の予算、これで今の箇所数があったのですが、

かなり先に延びてしまうのではないかという思いが

ありますから、ぜひ予算の獲得に取り組んでもらい

たい。コメントをいただいて終わります。

○長堂嘉一郎文化財課長 特に城跡等の整備につき

ましては、できるだけ当時の状況を復元整備すると

いうことで、今、城跡の遺構調査の結果をもとにし

て、整備委員会等で例えば高さがどのくらいとか、

あるいは石の積み方がどうだとか、そのような形で

１年単位でやっていく関係で、委員がおっしゃるよ

うになかなかたくさんの量はできないという現状が

ございます。この史跡整備では、中城城跡とか勝連

城跡、今帰仁城跡等も入っているのですが、９事業

をやっています。例えばそのうち、長い例で大変失

礼なのですが、勝連城跡ですと36年計画、それから

今帰仁城跡で33年計画という形で、年間でできる量

はある程度限られてくるものですから、なかなか一

遍にたくさんできないという状況がございます―失

礼しました。先ほどの訂正をさせてください。この

計画でいきますと、勝連城跡が44年、36年と言いま

したのは、そのうち36年が経過しているという意味

でございます。それから、今帰仁城跡が37年の計画

で33年が終わっている。糸数城跡は33年計画のうち27

年間を終えているという形で、例えば糸数城跡につ

いていいますと、81.8％ぐらいの進 になっており

ます。ですから、糸数城跡の場合はあと６年ぐらい

で終了する予定で、なかなか遅々として進んでいま

せんが、今年度は1000万円を増額しています。この

1000万円は、私ども県から市町村等に対して補助金

として出している金額でございます。実際の整備事

業は……

○具志堅透副委員長 休憩いたします。

（休憩中に、副委員長から、質疑は予算獲得

に向けての決意なので、その決意だけを述

べるようにとの指摘があった。）

○具志堅透副委員長 再開いたします。

長堂嘉一郎文化財課長。

○長堂嘉一郎文化財課長 総事業費としては、この

予算は沖縄県からの補助金でございますので、それ

を受けて市町村が実施している総額としては、12億

円余りの事業を実施しているところです。今後とも

市町村と連携をしながら、沖縄県もそういった予算

の獲得、支援に向けて頑張っていきたいと思ってい

ます。

○具志堅透副委員長 砂川利勝委員。

○砂川利勝委員 まずは複式学級教育環境改善事業

を説明してください。

○盛島明秀義務教育課長 複式学級教育環境改善事

業は、８名以上の児童を要する複式学級に１人非常

勤講師を配置して、２人体制で指導するという事業

でございます。

○砂川利勝委員 これは今年度、約1700万円減額さ

れています。８名以上の学級数が減ったのか、1700

万円減額されている内訳を教えてください。

○盛島明秀義務教育課長 今年度、実は当初55学級

は複式学級になるだろうという積算でいたのですが、

現在46学級が対応すべき複式学級になっておりまし

て、その後２人の減がありまして、その数が次年度

は44学級ということです。実は55学級から44学級、

ただ単に８名以上の複式学級が減になったというこ

とで、中身の充実は変わりません。学級減でござい

ます。

○砂川利勝委員 今の数字からいって、これはそれ

だけ金額が減るのですか。学級が減った分だけ数字

を減らしたということですか。

○盛島明秀義務教育課長 そのとおりでございます。

○砂川利勝委員 それでは、八重山地区におけるこ

の事業の内容を説明してください。

○盛島明秀義務教育課長 これは八重山地区に限ら

ず、複式学級の授業は全部同じベースでやっており

まして、８人以上を擁する学級に１人非常勤を配置

するということで、八重山地区では13学級あります

ので、13名で対応しております。

○砂川利勝委員 小さな学校の学力向上にも努めら

れると思いますので、ぜひ続けてやっていただきた

いと思います。

それでは、長寿命化、延命措置、これについて説

明してください。

○石垣安重施設課長 今、委員の御質疑の長寿命化

ですが、私ども県立学校では、平成24年度から沖縄

振興特別推進交付金を活用しまして、県立学校施設

塩害防止・長寿命化事業を進めているところです。

事業の内容としましては、塩害等によるコンクリー

トの劣化を未然に防ぐため、計画的に外壁塗装、屋

上防水、そしてまた外壁のひび割れ等の補修をして

いるものです。
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○砂川利勝委員 これは八重山地区でも事業化され

るのですか。

○石垣安重施設課長 県立学校でも今進めておりま

す。私ども県立高校では築20年を経過したものとい

うことで計画しておりますので、八重山地区にそう

いう学校がありましたら、そういう学校も含めて事

業をしたいと思います。

○砂川利勝委員 今の答弁はおかしいよ。予算化さ

れているのだから、どことどこがそのような状況に

なっているか積算されているのではないのですか。

○石垣安重施設課長 平成24年度につきましては、

八重山商工高等学校の事業を実施しております。

平成25年度につきましても高等学校では14校、特

別支援学校で１校ですので、その中で八重山地区の

学校も１つ該当がありますので、それも検討してお

ります。

○砂川利勝委員 県立学校ではなかったのですが、

小学校でコンクリートの剝離がありました。幸い子

供は下にいなかったのですが、ぜひ塩害防止には努

めていただいて、事故がないようにお願いいたした

いと思います。

次に移ります。教育長に聞きます。幼小連携とは

何ですか。

○大城浩教育長 幼小連携とは、まさに幼稚園と小

学校の連携でございます。先生方の交流を含めてさ

まざまな研修会等々を通していく中で、幼稚園と小

学校が連携していくことが幼小連携の意味でござい

ます。

○砂川利勝委員 さて、この幼小連携、もちろん小

学校の中に幼稚園があっての幼小連携だと思うので

す。石垣市において、小学校の中に幼稚園のない学

校は幾つありますか。

○盛島明秀義務教育課長 併設されていない幼稚園

は確かにございます。多分５園ぐらいは併設されて

いないと思います。

○砂川利勝委員 先ほど教育長が言った幼小連携と

は小学校と幼稚園の連携だと。それで併設されてい

ないと。ない中で、これは多分もう何十年も続いて

います。今回登野城小学校の建てかえが―計画は聞

いていますので、平成25年度ではなくても近々ある

と思います。その中で取り組むことができないのか。

○盛島明秀義務教育課長 幼稚園につきましては、

小・中学校もそうですが、あくまでも設置主体は市

町村でありますので、市町村がさまざまな条件、環

境を適切に判断していただくものだと私は思ってお

ります。ただ、やはり併設した状態にあることが連

携はとりやすい、これはそのとおりでございますの

で、そういう方向が望ましいかとは思っております。

○砂川利勝委員 ぜひそうしていただきたいと思い

ます。今５園ありますから、そこに園長がいなくて、

小学校の校長が両方見ているという形です。では、

本来誰が責任者で、本当は誰がそこで管理しなけれ

ばいけないのかという問題が出てくると思うのです。

副園長もいないという中で、沖縄県としてどういう

指導をしているのか説明してください。

○盛島明秀義務教育課長 確かに離れたところに、

例えば公民館等に幼稚園があって、しかも少し距離

がある実態があります。小学校の校長が幼稚園の園

長でもありますので、できるだけ毎日様子を見て、

子供たちの安全管理もしなければいけない、そうい

う立場です。責任者ですので。それが十分できない

ということが離れた幼稚園のまずい点だと思います

ので、それも含めて併設でいけるような形が、やは

り一番望ましいと思います。

○砂川利勝委員 これはぜひそのような形にしてほ

しいし、要するに、とりあえず石垣市に対して副園

長なりを求めていく体制をとらないと、現場の教諭

だけでは私は難しいと思うのです。しかも、校長先

生が例えば３園とか４園とかを回ること自体が―で

は、自分の学校も留守になるではないのと、いろい

ろな責任問題が問われると思うのです。これは石垣

市に任せてあるではなくて、沖縄県も本腰を入れて

それなりの対応をしていかないと、石垣市、石垣市

と今の逃げの答弁はだめだと私は思うのです。これ

は何十年も続いているのです。皆さんはわかってい

て石垣市が、石垣市がという答弁は私はおかしいと

思う。教育長、踏み込んだ発言を。

○大城浩教育長 確かに今、委員の御指摘のとおり、

我々はこれから幼小連携を促進していこうという中

で、今年度はさまざまな委員会を発足しながら対応

してまいりました。今の懸念事項につきましても沖

縄県全体の幼稚園教育との絡みがありますので、そ

の中で改善できるところ、できないところを研究し

てまいりたいと考えております。

○砂川利勝委員 やはりいいものを推進しているで

しょうから、それはお互い沖縄県の全学校がそうい

う方向性で、一緒に足並みをそろえていくという体

制をとっていただきたいと思いますので、ひとつよ

ろしくお願いいたします。

それと、県立石垣青少年の家があるのですが、こ

こは以前はかなり自然の中にあった施設です。現在

は閑静な住宅街になっています。そこでキャンプフ
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ァイアーでもしようものなら周辺からのクレームが

相当ある、何もできないと。そういった中で、本当

に青少年の家としての意義があるのかないのか、答

えていただきたいと思います。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 私も見てまいりま

して、やはり自然の中にあるのがベストだと思いま

す。

○砂川利勝委員 石垣島の北部、西部、自然環境の

いいところはたくさんあります。どうせならそういっ

たところで１日でも２日でも泊まって、自然と触れ

合う。そしてまた心を真っ白にする。いいところに

建物を建てていただきたいと思いますので―平成25

年度では無理ですよ、近々建てかえるという答弁を

いただきたいです。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 県立青少年の家は

沖縄県内に６施設ありますが、４施設が今、築30年

以上を経過していて、平成25年度は県立石川青少年

の家の改築について設計費を計上しております。県

立石垣青少年の家も含んでのあと３施設については

築年数、それから老朽化を勘案して、関係部局と調

整を行いながら、改築あるいは改修をしていきたい。

そして県立石垣青少年の家に関しては、その中に移

転も考えながら、関係部局と築年数、それから老朽

化を勘案ということです。

○砂川利勝委員 これは何年計画ですか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 今のところ何年計

画という計画はございません。やはり予算が絡むも

のですから、何年間というものは今置いていなくて、

今年度、県立石川青少年の家が改築ということです。

今、砂川委員がおっしゃるような具体的なもので

はなくて、やはり築年数も異なり、老朽化なども違

うことから、財源とか執行体制などにより事業の平

準化も図る必要があるので、年次的、計画的にやっ

ていきたいということを考えております。

○砂川利勝委員 いろいろな意味でそんなに難しく

考えることもないと思うのです。５年スパンでこう

いうことをやっていこうという基本になるものがな

いと、皆さんいつまでたってもこれはできない。や

はり基本をしっかり持っていただかないと―教育こ

そ基本ではないの。皆さんは基本を持って、何でも

やっていると思うのですが、これぐらいの話が答弁

できないようでは、私は何もできないと思う。こう

いった事業は、そういった協議会があるのであれば、

やはりそれぐらいのプロセスはしっかり考えたほう

がいいと思います。終わります。

○具志堅透副委員長 座喜味一幸委員。

○座喜味一幸委員 まず最初に、教育長の時代まで

校内学力模擬試験だとか、全琉学力試験というよう

な制度は残っておりましたか。

○大城浩教育長 ございました。

○座喜味一幸委員 その当時、復帰前でありまして、

本土との学力の差とかが課題になっておりまして、

学力向上に対しては、当時の琉球政府はそれ相当の

力を入れていたと思っております。国費・自費沖縄

学生制度を目指す者、あるいはいろいろな専門職を

目指す者等々、学力向上に相当の取り組みをしたと

思っておりますが、その校内学力模擬試験だとか、

全琉学力試験が当時の教育、学力に及ぼした影響、

長所、短所を含めて、今その立場になってどういう

感想を持っておられますか。

○大城浩教育長 実際、当時のそういった模擬試験

を受けた立場から申し上げますと、一定の学習した

事柄をテストを通して、自分の学習の程度をそこで

はかっていたという思いでございます。では、現在

その制度がどうであったかという評価につきまして

は、特にどうのこうの言える立場ではありませんが、

テストそのものは―やはり私どもの一番大事な視点

は、子供たちが学習した内容をどこまで達成できた

かを示すためのテストであると私は捉えております。

○座喜味一幸委員 私も山学校ばかりで余り勉強し

なかったもので教育の話は苦手ですが、今、学校で

は運動会等を含めて順位をつけるだとか、学内にお

ける成績の公表、発表、そういう競争心をあおるよ

うな状況にはないのですか。

○大城浩教育長 実は、私が教育長に就任して一番

目指した事柄は、キャリア教育の推進なのです。つ

まり、キャリア教育を推進することによって、子供

たちを自立した社会人、自立した職業人として育成

していこうという視点で小・中・高と連携していく

中で、子供たちになりたい自分となれる自分を何と

か全教育活動を通していく中で、進路選択の幅を広

げようと取り組んでまいりました。結果として、例

えば一流大学に入る子、一流高校に入る子たちがい

ても構わないわけです。でも、それは最終目標では

ないと思っています。やはり一番大事なことは、な

りたい自分をいかに小・中・高の中で見つけて、そ

してそれを育むような指導を先生方ができるのか。

それこそが一番大事であると考えております。

○座喜味一幸委員 大変すばらしい答弁であります

が、今度の野球のＷＢＣで台湾と日本の激闘があり

ました。そのときに台湾の選手が負けて、マウンド

に集まって円陣を組んで、日本の観客にお礼をして
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おりました。私は、闘争心、競争心は、究極的には

お互いの立場を認め合うというすばらしくレベルの

高いところまで人間を美しくするわざだと思ってお

りまして、学力を上げる、そしてお互いの中で闘争、

競争していくことは大変重要であります。最近、草

食系男子と言われるような状況があって、私はある

意味で我々の教育のあり方が、本来人間が持ってい

る闘争心、競争心の磨き上げた部分を忘れているの

ではないのか、そういう思いを非常に強くしている

のです。この競争心、闘争心というものは私は大事

だと思っているのですが、今の学校教育現場からそ

の色がうせているという多くの声を聞きます。教育

長、その辺はどうお考えですか。

○大城浩教育長 やはり、ある程度の競争心はどう

しても必要であるという捉え方をしています。ただ、

例えば部活においては、その競争心が逆に勝利至上

主義に変わりまして、いろいろな問題が昨今出てい

るのは御承知かと思います。ですから、適当な競争

心がある中で、人間がお互いに切磋琢磨していくと

いった要素は当然あるわけでしょうから、それが過

度にならない程度の競争心はぜひ必要かと考えてお

ります。

○座喜味一幸委員 私は、今留学を含めて日本人が

非常に内向きになっているということに関して、も

う一回、教育現場も原点に戻ってみる必要があると

いう考えを持っているわけでございます。

次に、学校の統廃合、宮古島市でも小・中学校の

統合の話がありますが、学校統合は沖縄県として何

に基づいて、どういう目標で学校統合を進めている

のか、沖縄県のスタンスも含めて教えていただけま

せんか。

○盛島明秀義務教育課長 小・中学校の統合につき

ましては、沖縄県が特にどういうスタンスを持って

ということではやっておりません。これはあくまで

も市町村の教育環境の改善のために、主体的に判断

をして進めるものですので、特に沖縄県としては何

らかの基準とかを持っているということではござい

ません。

例えば、これは沖縄県の基準ではないのですが、

一般的には通学距離の課題があります。それから人

数の課題があります。法律によっては学校の標準学

級数が12学級から18学級ということになっておりま

す。ただ、それだけで統合かというと決してそうで

はなくて、例えば小学校は通学距離が４キロメート

ル以内、中学校は６キロメートル以内と大まかそう

いう基準のもとで、市町村の判断で統廃合は進めて

いるかと思っております。

○座喜味一幸委員 行財政改革という大きな流れの

中で、学校統合が進められていたということは全く

関係ないのでしょうか。

○盛島明秀義務教育課長 市町村の判断で進めてい

ることですので、場合によっては、委員御指摘の行

財政改革の一環としてやっている現状もあろうかと

思います。ただ、児童数が少ないので、子供たちの

ためにと思って、例えば、中学校は部活動が成り立

たないという現状もありますので、子供たちの教育

改善に向けてということも、各市町村は統合に向け

てはしっかり持っているかと存じております。

○座喜味一幸委員 余り答弁になっていないと思っ

て、ここまで沖縄県は小・中学校の統合に関しては

無頓着なのかと思っております。では、高等学校の

統合でいうと、沖縄水産高校、南部工業高校の統合

の話はなくなったのですが、どういう目標を持って

この統合という話が出たのですか。どういう考えで、

何を目標としてこの高校の統廃合の話は進んでいる

のですか。

○大城浩教育長 私どもはこの統合計画のみならず、

沖縄県の県立高等学校編成整備計画につきましては、

これまで復帰以降、第１期から第４期と過去40年に

わたって策定をしてまいりました。今回は第５期で

ございまして、その第５期を策定する際には、第４

期までのさまざまな検証をしていく中で取り組んで

きた経緯があります。簡単に申し上げますと、社会

の変化、そして生徒たちのニーズの多様化を踏まえ

ながら、今回のさまざまな要因、例えば少子化の問

題とか、あるいは適正規模のあり方の問題を総合的

に判断いたしまして、県立高等学校編成整備計画を

昨年の３月28日に発表したところでございます。

○座喜味一幸委員 これは余り熱のこもらない議論

になりそうなので、次に移ります。

学校設備の耐震化の話でございます。補正予算を

含めて各設備の耐震化の調査も終えられたと思うの

ですが、補正予算と平成25年度予算を含めて、多分

ニーズに対して今回は相当対応できたと思うのです

が、全体の耐震化の必要な設備に対して、今回補正

予算、平成25年度予算を含めてどういう状況まで目

標にしているのか教えてください。

○石垣安重施設課長 耐震化関係ですが、私どもは、

耐震化は学校数ではなくて棟数でやっていますので、

今後の耐震化の必要な棟数ということでお答えした

いと思います。現時点で小・中学校で379棟、耐震化

が必要だと考えております。高等学校で54棟、特別
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支援学校で10棟という耐震化の必要な棟数を考えて

おります。

○座喜味一幸委員 今回の達成率は。

○石垣安重施設課長 耐震化率だと思いますので、

メーンの小・中学校につきましては、平成24年４月

現在で78.0％であります。高等学校が89.9％、特別

支援学校が88.6％ということでございます。

○座喜味一幸委員 今回の補正予算を含めても国土

強靭化の中で、結構耐震化については予算がつきや

すい。けれども、どうも現場から予算上の対応等を

含めて、思いのほか伸びないのではないか。要する

に、要望が上がっていないのではないかという話を

私は一部聞いたのですが、今後を含めてこの目標達

成年度は、大体どれぐらいを―多分、今の補正予算

を含めて、これから10.3兆円ペースで政府は補正予

算等経済対策をしていく予定ですが、耐震化の目標

は具体的に何年ごろまでには達成しようという計画

はありますか。

○石垣安重施設課長 小・中学校をメーンにしてお

答えしたいと思うのですが、委員御承知のとおり、

国は、小・中学校は平成27年度で耐震化を完了した

いという大きな目標がございます。一方、我が県で

すが、先ほどお答えしたとおり小・中学校について

は78％ということで、現在の国の耐震化率が84.8％

程度で少し差があるということです。なお、全国の

耐震化は補強ということでありますので、大変スピー

ドが速い。対して我が県は建物が老朽化しているこ

ともありますので、改築ということですので、そう

いう意味で私どもの学校の耐震化のスピードが大変

おくれているという状況であります。

それでは完了はいつごろかということですが、今

のペースでいくと、平成33年あたりで完了するので

はないかと思っていますが、私どもはこれでは少し

遅いということで、なお一層市町村に対して事業の

前倒し等を行って、早目の完了を目指していただき

たいということをお願いしているところです。

○座喜味一幸委員 当時の建築材料等が塩分を含ん

だ砂を使ったり、骨材等を使ったりということで特

殊な事情もあるのでしょう。しかし、このような改

築をしなければならないような非常に老朽化した校

舎が多いということでありますから、平成33年とい

うことは、これは極めて危ない状況になりますので、

もう少しきめ細やかに年度計画を立てて、しっかり

と取り組んでいただきたいと思いますが、いかがで

ございますか。

○石垣安重施設課長 市町村には、今、委員の御指

摘のとおりいろいろ安全面もございますので、一層

の耐震化、改築等の事業の前倒し等を重ねてお願い

しているところです。

○座喜味一幸委員 では、よろしくお願いします。

次に、離島高校生修学支援費について伺います。

高等学校のない離島からの修学支援費は15万円から

24万円に上がったという状況になっておりますが、

離島に高等学校があっても自分の学習したい、勉強

したい学科がない、沖縄本島などに出ざるを得ない

場合は、私は高等学校がないとみなして離島高校生

修学支援費の対象とすべきではないか、研究の余地

があるのではないかと思うのですが、いかがでしょ

うか。

○仲間靖県立学校教育課長 高等学校のない離島生

徒に対しての修学支援事業の制度は、高等学校のな

い離島に対してのもので、それに対しての保護者の

経済的、精神的な負担を軽減することを目的に、国

が平成24年度に創設したものでございます。御提案

の内容につきましては、やはり本制度の趣旨にはな

じまないのではないかと考えております。

○座喜味一幸委員 制度というものは運用で活用す

べきものでありまして、これは新離島振興法制定を

にらんだ国境離島、あるいは離島の教育の機会均等

という大きな命題を持って制定された事業でありま

して、これはある意味で文部科学省の事業であると

理解しているのです。よって、こういう離島の子供

たちの学習条件の均等化を図るという意味において

は、要綱、要領そのものを運用していくぐらいの気

概が私は必要だと思うのです。そういう意味で、こ

の事業がだめであれば、今度は沖縄振興一括交付金

ではどうだというぐらい、私は弾力的に取り組まな

いといけないと思っているのです。その辺を含めて、

他府県の事例は、新離島振興法による支援はどうなっ

ていますか。

○仲間靖県立学校教育課長 他府県の状況も本県と

似たような状況でございます。先ほど宮古地区、石

垣地区とかそういうものでありましたら、本制度の

利用というよりも、高等学校等育英奨学事業という

別の制度がありまして、その場合には離島を含む在

宅外通学者等に対しては一定額増額をして、5000円

増額とかそういう制度もありますので、その辺の活

用もあるかと考えております。

○座喜味一幸委員 そういう答弁になるだろうと

思っておりました。家計の半分を超えて教育費にか

けているということが新聞にありましたが、そうい

う意味ではもう少しその辺をかみ砕いた、能力を伸
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ばしていけるような支援を私は真剣に考えてほしい

ものだと希望しておきます。

次に、離島児童・生徒支援センター（仮称）の件

で、教育長、私はとげが刺さって抜けないのがある

のです。宿泊施設棟を１つつくって、弾力的な受け

入れ態勢はできないかという質問が一般質問の中で

いっぱい出ていました。そのときに、教育長が宿泊

費の話に及んで、沖縄本島の民間宿泊業者を圧迫す

ることもありますという答弁を聞いたときに、私は、

教育の条件を整えるべきというときに、なぜ民間の

宿泊業者を圧迫するという言葉が出るのか。それが

非常に残念でした。私は教育長はすばらしい方だと

思っておりますから、もう一度、その施設整備に関

する思いを聞かないと私は誤解が解けないもので、

ひとつその辺を教えてください。

○大城浩教育長 本当に今回の離島児童・生徒支援

センター、仮称ですが、多くの県民が望んでいた大

変すばらしいセンターができ上がるということで、

誰もが喜んでいる事業かと思います。そういう中で、

私どもさまざまな経緯もありましたが、場所の設定

をしたり、予算の確保をしたりしてまいりました。

今、委員御指摘の件につきましては、例えば、離島

から子供たちがスポーツあるいは文化の活動のため

に、沖縄本島に来る場合がございます。そのときに、

当然県としてもいろいろな補助をしておりますが、

その際に離島から来る子供たちの要望といいますの

は、例えば港に近いホテル等への宿泊をしているわ

けです。その際には、ホテルから当然何らかの交通

手段を活用しながら、子供たちへの対応をしており

ます。私が先日、本会議で述べた事柄は、我々がつ

くろうとしている離島児童・生徒支援センター（仮

称）にもし宿泊機能を持たすと、それが難しくなる

わけです。そういった意味で、近隣のホテルへの圧

迫につながるのではないかという意味合いがありま

した。ですから我々、複合機能といいますのは、寮

としての機能と同時に交流機能を持たせていく中で

の対応を考えておりまして、今の委員御指摘のよう

な宿泊機能につきましては、先ほど申し上げました

近くのホテルへの対応等を考えた場合には、かなり

厳しいものがあるのではないかという内容でござい

ます。

○具志堅透副委員長 照屋守之委員。

○照屋守之委員 学力向上を集中的にお願いします。

平成25年度の文部科学省の全国学力・学習状況調査

に対する意気込みというか、その取り組みをよろし

くお願いします。

○盛島明秀義務教育課長 今年度から学力向上のた

めの事業―複式学級教育環境改善事業もそうですが、

あるいはその日の学び振り返り研究事業ですとか、

離島・へき地における学習支援事業ですとか、ある

いはさまざまな加配もしてきておりますし、あわせ

て先生方の指導力向上の研修等もやってきておりま

す。来月、ちょうど１カ月後に全国学力・学習状況

調査が実施されますが、私は学力は上がると考えて

おります。

○照屋守之委員 具体的に実施する学年と、これま

での全国的な順位をもう一回確認できますか。

○盛島明秀義務教育課長 実施学年は、小学校は６

年生全員です。それから、中学校は３年生全生徒で

ございます。順位は年度によって―例えば最下位で

はない46位とか、あるいは教科によっては41位とい

うものもありましたが、総合的には大体総じて最下

位に甘んじている状況でございます。

○照屋守之委員 それでことしは、平成25年度はそ

ういう位置的な部分、義務教育課長は恐らくランク

は上がるだろうということですが、どの辺までの位

置づけにいたいという具体的な目標はありますか。

○盛島明秀義務教育課長 具体的に何位ということ

は申し上げにくいのですが、現在、小学校が国語、

算数でほぼ５ポイント、それから中学校が国語、数

学で大体８ポイントから10ポイントという開きがご

ざいますので、これを一気に全部詰めるのは大変難

しいことでございますので、最下位を脱出できれば

と捉えております。

○照屋守之委員 私はしばらく前までは学力向上を

余り―まあ、いいかと、この学力の数字的なものに

かかわらず、それぞれの個性を生かして社会に出て

頑張ればいいという思いがありましたが、今の沖縄

の現状を見ていると、例えば沖縄21世紀ビジョンで20

年後の沖縄の姿をつくりたいとか、そういういろい

ろなプランをつくりますね。戦後20年余りそういう

形で米軍の施政下、あるいはまた日本に復帰してと

いうことがありました。その中で、我々はいろいろ

な振興策も含めて基地の関係もあって、いい、悪い

を別にして、いろいろな予算がつけられてきており

ます。そうすると、沖縄県が自分の力で沖縄をつくっ

ていくとか、そういう部分が県民には薄れているよ

うな感じがするのです。我々も50代の半ば以降です

から、ある程度教育で子供たちの分も含めて、もっ

と自分たちでしっかり頑張って、沖縄県をつくって

いこうということにならないといけないという思い

があって、ぜひこの文部科学省の全国学力・学習状
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況調査をチャンスにして、そういう全国的なレベル

も含めて、教育的な学力の底上げを一緒にやってい

かないといけないという思いが非常に強いのです。

だから、今最下位、その辺で甘んじているという

ことだけれども、ぜひ学力向上の部分を30年、40年、

そのぐらいのスパンで考えて、全国のトップレベル

にまで持っていけるような長期的なものをつくって、

全国もみんな頑張りますから、恐らく40年ぐらいか

かりますよ。そうすると、今から頑張ってもそのよ

うなことだから、これを今やらなければ。ただ一生

懸命やっています、その成り行きでこうなっていま

すということではなしに、やはり県の教育委員会を

挙げて、それぞれの市町村も含めて、県内の学力底

上げをしていくことがいいのではないかと思います

が、いかがですか。

○盛島明秀義務教育課長 教育長も常々、県民総ぐ

るみで取り組んでいくことが大事だという考え方で

すので、全くそのとおりでございます。例えば宿題

の実施状況なども含めて―これは学校の先生方が１

人でしょい込めるものではありませんので、今、宿

題の実施状況がよくないという現状もありますので、

放課後の過ごし方も含めて、やはり全県的な取り組

みとして実施していくことが大事だと思います。

○照屋守之委員 それと、我々は当たり前のように

教育ということで今あるけれども、何のために国が

無償で教育制度の仕組みをつくってやっているのか

ということをよくよく考えていくと、ただ、教育は

小学校とか中学校とか、高等学校、大学ということ

だけれども、何のために無償でやっているのですか

という話です。この間ずっとやってきたら、だんだ

ん教育が進んでいって、自分の身につけていく、社

会に出ていく、今の自由主義社会の中ではどうやっ

ても自由なのです。そうすると、この教育はこれで

いいのかという思いがあって、何のために教育はあ

るのかと考えたりするのですが、これは今、どうい

う形で捉えていますか。特に義務教育、国がやって

いる無償教育は何のためにやっているのですかとい

う問いかけをしますが、これは私もやっていますが、

どのように考えていますか。

○盛島明秀義務教育課長 義務教育は大きくは機会

均等だと捉えております。全ての子供たちに教育の

機会を均等に分け与えようということで、無償化と

いうことはあるかと思います。あわせて、全国ほぼ

同じような内容でしっかりと学んでいただきたい。

そういう背景があろうかと思います。

○照屋守之委員 それはそれでいいかもしれません

が、子供たちも一人一人、そのような形で基本的な

読み書きはやります。体験学習がありますね。それ

は社会に出ていく、基本的なことを身につける場だ

と思っているのです。要するに、社会で役に立つ、

そこが基本です。そのためにどうするかだから、小

学校も中学校も高等学校も、世に出て働いてもらわ

ないといけないわけです。地域もそうだし、社会も

させてもらわないといけないわけです。

それと、頭だけではあれだから、人とのかかわり

は非常に大事です。だから、人とのかかわりがない

教育というものは―通信教育だとか、自分で独自に

勉強すればいいのだけれども、これもやはり社会に

出て、非常に支障が出てきます。人間関係をつくっ

ていくという人との交わりの中で、いろいろな挫折

も出てきます。その基本的なものを学びながら人間

関係も学んでいく。さっき言ったように、結果的に

はそれぞれが仕事について地域をつくり、社会をつ

くり、日本全体をつくっていくということでなけれ

ば、国が無償でこのようにやりたい放題させるとい

う理屈は通りませんよ。そう思いませんか、どうで

すか。

○盛島明秀義務教育課長 委員御指摘のとおりだと

理解をしております。特に人とのかかわりは非常に

重要なことで、これは社会を形成する上では、ある

意味では最も重要なことだと思います。今年度は、

特に私どもはキャリア教育を全ての教育の根底に据

えようということで、このキャリア教育はまさに人

とのかかわり、それから社会とのかかわりをしっか

りと通しながら、あわせて学力の意欲も高めていこ

うということですので、まさに今、そういう取り組

みをしております。

○照屋守之委員 それで子供の仕事、子供をどうす

るかという話です。私は、まあ、いいだろうという

思いが非常に強かったのは、それぞれやればいいと

いうことだったけれども、やはり子供は社会に役に

立つように、この成長過程で勉強するわけだから、

しっかり勉強するというのが彼らの仕事です。遊び

も仕事です。いろいろな人間関係、部活動もそうで

すが、そういう体をつくっていくということも、や

はり彼らの仕事です。その仕事を大きな柱として、

勉強することは彼らの一番やるべきことですよ。だ

から、その一環として、その期間中に学力の目標を

設定して、全県的にレベルを上げていくということ

をやる時期です。社会の、国の、あるいは地域の、

親も含めて期待を担っていただいたこの部分は、しっ

かり勉強していく、学力を身につけることがやはり
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子供のやるべきことだと思いますが、いかがですか。

○盛島明秀義務教育課長 まさに委員おっしゃると

おりで、子供たちが第一義的にすべきことは、私も

学習、勉強だと思います。全ての勉強は非常に重要

ですので、そうしていく中でさまざま成長していく

かと思います。

私たちは今、教育の３つの方針がありまして、１

つは確かな学力の向上―これは夢・にぬふぁ星プラ

ンⅢの目標ですが、豊かな心の育成、健全な心身の

育成ということで、それとバランスを通した育成を

しながら成長を支えていきたいということで、勉強

は非常に大事なことだと、特に学校教育では物すご

く重要だと思っております。

○照屋守之委員 一方で教員です。教員の職業とし

ての目的です。子供たちは学ぶ、そういういろいろ

な成長過程の中で人格もつくっていくという一時期

で、先生方はどうするかという話です。当然、その

ような形で学力を高めていくことは先生方の責任で

しょう。だから、そこをないがしろにしていたら、

学力向上なんて絶対できませんよ。

秋田県は何十年かけてトップですね。根本的には

教員の熱心さですよ。それに親、地域あるいは教職

員組合もありますから、組合もそのようにかかわっ

ていくことがあってのことです。だから、教員が第

一義的に学力を上げていく責任を負う、もちろん親

もやります、地域もやりますという世界です。だか

ら、先生方はそういう形で一生懸命やっていく、目

標を設定していく。目標を設定していくから、先生

方も勉強しないといけないわけです。毎年全く同じ

ようなことだったら、毎年同じようなことしかやり

ませんよ。だから、目標を設定してそこに仕向けて

いく、その学習のやり方は先生方も考えないといけ

ないわけです。学級崩壊とかどうのこうのあるけれ

ども、なぜそうさせるのかという話です。きちんと

真剣に子供たちに向き合えば、少人数学級とか、35

人とか40人とかは問題ではない。あれも少人数学級

にして先生方をふやすということだから、なかなか

おもしろくないわけです。少人数学級にして、本当

に学力をもっともっと上げていくことが目的であれ

ば、それは積極的にやりますよ。少人数学級になっ

ても、学力も何も変わらないといったら話になりま

せんよという世界ではないですか。

だから、私はそのような形で、県全体がこの学力

向上に対するものをもっとしっかり全県的に議論を

尽くして、私どもは県全体として長期的に、20年後

に全国の真ん中ぐらいの位置づけに持っていきたい

と考えておりますと。そのようなことを通して、そ

れぞれの教育委員会、あるいはまた学校現場にもしっ

かりこうやっていきますと。そのためにはいろいろ

な課題がありますと。先生方も頑張ってもらわない

といけません、親も頑張ってもらわないといけませ

ん、家庭もそうです、地域も力を合わせないとだめ

ですということになって、みんなで押し上げて―そ

れで課題は出てきますよ、問題はいろいろ出てきま

す。ただ、目標を設定して頑張っていくのに、何も

しなくても問題はたくさんあるのに、よくしていこ

うとすれば当然できないのはどうするのという話に

なるから、その部分はどうやってフォローしますか

ということになるので、ぜひ具体的に、全国トップ

レベルぐらいになるような計画を―47年計画でもい

いではないですか。そのようなものをつくって、毎

年毎年１つずつ上げていけるような仕組みをつくっ

てもらえませんか、いかがですか。

○盛島明秀義務教育課長 そのつもりで今進めてい

るのですが、夢・にぬふぁ星プランⅢなどもそうで

すが、今、沖縄21世紀ビジョンで、私どもは10年後

には全国水準まで持っていきたいということで、こ

れは沖縄21世紀ビジョンの目標ということで掲げて

います。

実は、１問大体４点ぐらいなので、小学校はあと

１問解ければ全国平均までいくのです。中学校はあ

と２問から３問なのです。ポイントにすると５ポイ

ントとか10ポイント離れているのですが、本当にあ

とひと踏ん張り―小学校はあと１問解けばいいので

す。中学校はあと二、三問ぐらい。ですから、これ

はできますので、今、照屋委員が御指摘のこともしっ

かりと捉えて全県的にどう展開できるか、また施策

をしっかり講じてみたいと思います。

○具志堅透副委員長 仲田弘毅委員。

○仲田弘毅委員 まずは、石川青少年の家改築事業

について、施設課長、よろしくお願いします。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 石川青少年の家の

改築に関しては、平成25年度の予算において設計費

を計上しております。対象となる施設は宿泊室、プ

レイホール、大研修室など全面改築を予定しており

ます。

○仲田弘毅委員 ハードに関しては施設課長かと思

いましたが、現場の意見が全て加味されたというこ

とに対して、まずは感謝を申し上げたいと思います。

蔵根生涯学習振興課長、１月の日にちは忘れました

が、新聞の投稿で沖縄県生涯学習振興課長として投

稿なさいましたね。自然学習、体験学習、宿泊学習
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を通して頑張った子供たちは、将来に向けて公徳心、

道徳心、社会規範意識が高まるというお話が出まし

たが、道徳教育について一言、コメントをよろしく

お願いします。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 仲田委員がおっ

しゃることは、独立行政法人国立青少年教育振興機

構の調査で、青少年の家を活用し自然体験とかをや

ると、道徳観あるいは正義感を培うことが明らかに

なっているという結果が出ているのです。だから、

体験活動も大事だし、それから道徳心は―やはり学

校現場では、道徳の時間の中できちんとそのことを

指導することも私たちは意識し、指導してもらって

おります。とにかくこちらとしては、まず体験学習、

それから人とのかかわり、自然とのかかわりを充実

することが大事かと捉えております。

○仲田弘毅委員 生涯学習振興課長、私たちが今ま

で何か置き忘れてきた心の教育というものを、国も

今から大事にしていくということをしっかりと意思

表示していますので、学校で学問以外に教えること

の大事さが今後大きな課題になってまいります。よ

ろしくお願いしたいと思います。

照屋委員からも学力向上の話がありましたが、学

力向上先進地域育成事業について、担当課長から御

説明をよろしくお願いします。

○盛島明秀義務教育課長 この学力向上先進地域育

成事業は、新たに次年度スタートする事業でござい

ます。県内の大学との連携を―市町村でも既にやっ

ておりますが、沖縄県としてしっかり連携をして、

特に大学にはすぐれた教授法がございます。それか

らすぐれた人材がおります。そういう大学の指導法

と人材を、しっかり小・中学校の授業の中で一緒に

授業づくりに取り組んでいくことで、先生方の授業

力をアップさせていきたい、あわせて地域の教育力

を高めていきたい、こういう２つの側面からしっか

りと学習を支援していきたいということでの事業で

ございます。

○仲田弘毅委員 地域の教育力をアップしていくと

いうことですが、これはもう私たち沖縄県の大きな

努力目標であります地区学力向上対策委員会も設置

して、今、秋田県に追いつけ追い越せを目標にして

頑張っているわけですが、新規事業としてこの事業

は何校で、どこの地域を予定しておりますか。

○盛島明秀義務教育課長 これは次年度ですので、

あくまでも実施予定でございますが、今３市で、小

学校で３校、中学校で３校ということで６つの学校

を予定しております。市町村は沖縄市、宜野湾市、

浦添市で、国立大学法人琉球大学から比較的近い地

域を考えているということでございます。

○仲田弘毅委員 御期待をしておりますので、ぜひ

頑張って成功させてもらいたいと思います。

次に、公立学校の施設整備についてでありますが、

公立小・中学校で老朽化した学校の危険校舎、体育

館―これは砂川委員からもありましたが、改修がお

くれている実態、概数で構わないのですが、大体ど

の程度の実態になっておりますか。

○石垣安重施設課長 昭和56年以前の老朽施設とい

うことですが、平成24年５月現在、小・中学校では

約50万8000平方メートル、これは学校全体の面積の

約23.9％でございます。県立学校につきましては約14

万3000平方メートル、同じく学校全体の面積の16.1

％という状況です。

○仲田弘毅委員 先ほど座喜味委員への答弁で、小

・中学校を含めての耐震化が大体78％の達成率と。

全国が84.8％ですから、あるいは県立高等学校が89.9

％いっているわけです。それからいいますと、市町

村立の小・中学校が若干出おくれている。その出お

くれた原因が市町村の負担分、つまり裏負担が関係

しているのではないか。市町村は財政難で、裏負担

が大きくて進んでいないというお話がありますが、

その件に関してはいかがでしょうか。

○石垣安重施設課長 耐震化ということですが、現

在予算につきましては、私ども、市町村の要望にほ

ぼ全てお応えした予算を計上しております。

○仲田弘毅委員 県内では、県立の高等学校並びに

特別支援学校、そして幼稚園、小・中学校がありま

すが、これはもう負担額が違いますし、また市町村

によっては厳しいところもあると思うのです。その

耐震化に向けて、今、県も一生懸命頑張っていらっ

しゃると思いますが、耐震化の対策に向けて、本県

の国庫補助金はしっかりと確保できておりますか。

○石垣安重施設課長 平成25年度の耐震化事業とい

たしまして、国庫ベースですが、小・中学校で15億

2400万円余り、県立学校が25億7200万円程度を措置

しております。なお、小・中学校につきましては、

先般の国の２月補正がございましたので、そこで37

億8200万円ほど前倒しを実施し、市町村につきまし

ては、当初予算を含めていわゆる15カ月予算で53億

円程度の予算を講じております。

○仲田弘毅委員 市町村の小・中学校への補助金の

兼ね合いですが、国から県の教育委員会を通して市

町村に行く分と、文部科学省から直行で市町村に行

く補助があると思うのです。我々は予算書で沖縄県
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を経由していくものはわかりますが、直行で行く分

がわからないので、市町村の補助に対してはどの程

度になりますか。

○石垣安重施設課長 委員も御承知のとおり、国か

ら沖縄県を通していくのが約32億円です。今御質疑

の件、国から沖縄県を通さないで直で行くものが約

145億円―失礼、約14億5000万円ほどございます。

○仲田弘毅委員 14億円と140億円は相当差がありま

すので、ぜひ的確な答弁をよろしくお願いします。

質疑を変えます。この質疑も砂川委員からありま

した県立学校施設塩害防止・長寿命化事業ですが、

対象となっている学校校舎の基準はどうなっていま

すかという質疑に対して、20年を経過した学校施設

という答弁がありました。施設課長、これは学校の

立地条件によって20年、25年あるいは15年かもしれ

ない学校があるのですが、そのことに関してどうで

すか。

○石垣安重施設課長 学校の校舎の面積、立地とい

ろいろございますが、私どもは今年度からスタート

した県立学校施設塩害防止・長寿命化事業で、まず

は建築されて20年という一定のめどを立てておりま

す。この根拠ですが、いわゆる塗装の効力を加味し

て、20年を一つの目安としております。

○仲田弘毅委員 海岸沿いにある学校は―沖縄県そ

のものが島嶼県で、大変狭い島内にあるのですが、

余り塩害の影響を受けない地域とまともに受けると

ころがあると思うのですが、それはやはり差別なく、

基準外でも対応できるような体制づくりをやってい

ただきたいと思います。

次に、高等学校等育英奨学事業についてでありま

すが、現状対象になっている子供たち、それから毎

月もらっている金額、そして総額が幾ら予定されて

いるかお願いします。

○仲間靖県立学校教育課長 高等学校等育英奨学事

業につきましては、平成25年度は、平成24年度から120

名増の約3350名の生徒への対応を見込んで予算計上

しております。１人当たりの貸与額は、国公立高等

学校の自宅通学者で月額１万8000円、私立高等学校

自宅通学者は月額３万円となっております。平成25

年度の総事業額は４億5583万6000円でございます。

○仲田弘毅委員 県立学校教育課長、人数は120名ふ

やしたということですが、この４億5583万円云々と

いうことは、前年度から比較して約２億円ぐらい落

ち込んでいるわけですよね。そこはどのように御説

明なさいますか。

○仲間靖県立学校教育課長 総事業費はそうですが、

平成25年度の貸付原資が、高校生修学支援基金繰入

金と沖縄県国際交流・人材育成財団が管理している

前年度からの繰越金、そして貸し付けたものから戻っ

てくる返還金を合わせて８億315万5000円となるた

め、影響がないということでございます。

○仲田弘毅委員 よく理解できました。先ほどは座

喜味一幸委員、我々のメンバーから質疑がありまし

た。離島高校生修学支援事業で、離島の出身ではあ

るが、離島の高等学校がある中で自分の進学する科

目がない、学科がない。そこで本島に来ている子供

たちは離島高校生修学支援事業の対象外だという話

の中で、高等学校等育英奨学事業で対応できますと

いうお話がありました。これは一定額を上乗せして

支給するということですが、離島高校生修学支援事

業は補助ですね。高等学校等育英奨学事業は貸与に

なっているのですが、どのように違いますか。

○仲間靖県立学校教育課長 先ほどの離島を含む自

宅外通学者についての増資額というものは、先ほど

の金額に月5000円を増額して貸与する形になってご

ざいます。

○仲田弘毅委員 貸与ではなくて、やはりある程度

支給をして、離島苦で―方言で言うシマチャビで頑

張っている子供たちへの支援でぜひ頑張っていただ

きたい。この高等学校等育英奨学事業は、あくまで

も生活困窮の子供たちの進学をとめないために設け

られたシステムでありますので、そこのところはよ

く配慮をお願いしたいと思います。

それと、国際性に富む人材育成留学事業があるの

ですが、そのことについて説明をよろしくお願いし

ます。

○仲間靖県立学校教育課長 国際性に富む人材育成

留学事業の概要についてでありますが、国際性豊か

で主体的に活躍できる人材育成を図るために、平成24

年度に沖縄振興特別推進交付金を活用した国際性に

富む人材育成留学事業を新たに創設しました。平成24

年度は65名の高校生を米国、欧州、アジアへ１年間

派遣し、さらに14名の社会人を修士課程や１年課程

で世界各国へ派遣しております。

○仲田弘毅委員 国際性に富む人材育成留学事業は、

私たちが高等学校から大学に通っているころは、沖

縄は国費・自費沖縄学生制度というものがあり、米

留―米国留学制度というものがありました。その当

時、米留で頑張って帰国された方々が、戦後間もな

い沖縄の復興に本当に大きく寄与したことは、私た

ちは目の前で見てまいりました。そういった意味で

もこの国際性に富む人材育成留学事業、高等学校等
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育英奨学事業をしっかりと充実させながら、沖縄県

はバックアップをしていただきたいと考えています。

最後になりましたが、教育長、これは義務教育課

長でも構わないのですが、琉球の歴史教育について

どのように考えていらっしゃるのか、お聞きしたい

と思います。

○盛島明秀義務教育課長 琉球の歴史教育は、私は

小学校、中学校でも大事だと思います。沖縄のアイ

デンティティーをひとつしっかりと学習する上でも、

歴史教育は非常に大事だと考えております。

○仲田弘毅委員 私もやはり幼・小・中・高、しっ

かりと沖縄県、琉球の歴史を学ばせる必要があると

考えています。残念ながら今、沖縄県の各大学にお

いては、将来教職を取って教壇に立とうとする学生

方は琉球の歴史が選択科目でしかない、必修ではな

いのです。ですから、教壇に立つ小学校の先生、中

学校の先生、高等学校の先生が琉球の歴史を把握し

て、沖縄の先人たちの頑張りを子供たちに教えてい

く、そして誇りと自信を持たせていく。このような

システムが大事だと思うのですが、教育長、いかが

お考えでしょうか。

○大城浩教育長 今、まさに委員御指摘のように大

事な視点でございます。今の委員御指摘も参考にし

ながら、やはり自分の足元の文化をしっかり見る目

を持つ人間、これは大事な視点でございますので、

今の琉球史も含めながら、教育課程でどういった対

応ができるのかを含めてぜひ研究していきたいと考

えております。

○具志堅透副委員長 新里米吉委員。

○新里米吉委員 先ほどの質疑とも少し類似します

が、中城村教育委員会が琉球史を授業に取り入れる

ために、2013年の夏には文部科学省に申請するとい

うことが新聞で報道されております。県教育委員会

の所見を伺いたいと思います。

○盛島明秀義務教育課長 先ほども申し上げました

が、琉球、沖縄の歴史について学ぶことは非常に意

義のあることだと思います。これはアイデンティテ

ィーの確立、あるいは郷土を愛する心の育成といっ

たことを含めて非常に大事だと思いますので、中城

村教育委員会がそういう意味で教育課程特例校を申

請して、それを受けるということは、私は非常に意

義のあることだと思っております。

○新里米吉委員 次の質疑も先ほどのものと関連し

てきますが、高等学校等育英奨学事業は２億円減に

なったが問題はない。その問題がないということは、

返還金あるいは基金からの繰入金等で８億円だとい

うことでしたが、その８億円は、今年度の高等学校

等育英奨学事業に使う金額が８億円ということです

か、昨年度が８億円ということですか。

○仲間靖県立学校教育課長 この８億円に関しまし

ては次年度のものでございます。なお、８億315万9000

円の原資がございまして、貸与見込み額では７億9114

万8000円であります。全部使うというものではあり

ません。余裕があるということです。

○新里米吉委員 これは卒業した後の返還、さらに

は基金から毎年幾らかずつ繰り入れをしていくと。

そうすると、基金そのものも減る一方では困ります

よね。当然基金もある程度保持していく、あるいは

繰り入れたりしないといけないということが出てく

ると思うのですが、その辺はどのようにして運用し

ていますか。

○仲間靖県立学校教育課長 次年度は、高等学校等

育英奨学事業交付金という形で３億240万円ほど入っ

てくると予測を立てております。

○新里米吉委員 今、経済状況は決してよくはなっ

ていないわけで、活用する人が減ることはないだろ

うと想定されます。そうすると、沖縄県の予算は２

億円近く減って、それでも運用は大丈夫ですという

けれども、返還もふえることは考えられない、経済

状況がよくなってみんなが払うというわけでもない。

すると、基金の切り崩し以外に考えられないわけで

す。常識的に考えて理解が難しいです。予算は２億

円減らしました、問題はありません、基金から繰り

入れます、返還してもらいますと言っても、返還は

変わらない、活用する人が減るわけでもないが大丈

夫というときは基金の繰り入れをすると。基金が減っ

ていくと後が困るわけで、そこら辺はどうなってい

ますかということです。

○仲間靖県立学校教育課長 先ほどありましたよう

に、本県は貸与した方からの返還金が年々増加して

いることがあります。ちなみに、平成23年度は１億

8170万4000円、平成24年度は２憶3895万9000円で返

還金がふえているという形でございます。

○新里米吉委員 今聞いても5000万円しかふえてい

ないわけだから、２億円を減らしても計算が合わな

い。これを追求するとかえって混乱しそうですから、

もういいです。

あと、通告はしていませんでしたが、千葉県習志

野市の沖縄学生会館は取り壊しがもう始まっている

と新聞に出ていました。これはもう土地を売却した

のか、売却予定なのか伺いたいと思います。

○仲間靖県立学校教育課長 ただいま売却に向けて
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の準備をしているところでございます。ちなみにス

ケジュール的には、平成25年６月に不動産鑑定の評

価をいただきまして、８月初旬に現地説明会をいた

しまして、そして８月下旬に入札申し込みの締め切

りという形で予定を立てているところでございます。

○新里米吉委員 この売却した後の金は、今後どう

活用するのか。そこら辺の協議はされておりますか。

○仲間靖県立学校教育課長 この売却によるものは、

沖縄県県有施設整備基金条例第２条により、土地及

び建物の売却代金は、当該土地及び建物と同一の目

的のために新たに取得する場合などを除き、当該基

金へ積み立てることとなってございます。

○新里米吉委員 これは教育関係、あるいは奨学金

といった関係に使えますか。

○仲間靖県立学校教育課長 この基金に関して、例

えば大阪府にある大阪寮とかの建てかえがございま

したら、そこで活用できるということでございます。

○新里米吉委員 現在の1000坪のところはもう全部

売却して、一部残してそこに建てる計画はないわけ

ですね。類似のものには使えるということになると、

大阪寮は今、もうこれも取り壊したのですか、取り

壊ししようとしているのですか。

○仲間靖県立学校教育課長 大阪府の大阪寮に関し

ましては、平成25年度当初予算で建物の耐力度調査

の委託事業費を予算立てしているところでございま

す。

○新里米吉委員 そうすると、この大阪寮も近々取

り壊しをすると。その後、大阪府の同じ場所かどこ

かに学生寮をつくる予定で、県教育委員会としては

考えているということでよろしいのですか。

○仲間靖県立学校教育課長 その件に関しまして、

やはり検討委員会を立ち上げて、そこで論議をして、

それからのことになるかと考えております。

○新里米吉委員 どうも皆さんの話を聞いていると、

どんどん取り壊してその後はつくらない。その金は

基金に持っていかれて、新たに寮をつくる金に回っ

ていく可能性がほとんどない。そして、それが人材

育成に使われるという見通しも立たない。もっと教

育委員会がしっかりしないと―総務部は金が欲しい

わけだから。先人たちがつくってくれた学生寮が取

り壊されていって、その金は教育関係や人材育成に

は使われないで、沖縄県の一般財源的なものに使わ

れていく。どうもその心配が数年前からあってずっ

と前から教育関係者に言ってきたが、ちっともいい

方向に進んでないという、ある意味で非常に腹立た

しい気持ちを持っています。もっとしっかりやって

ください。もうこれ以上は言いません。

それから、少人数学級ですが、私の手元の資料で

は、秋田県は小学校１年生から４年生までいろいろ

細かいことはあるが、基本的なことを言うと、小学

校１年生から４年生まで、学年２学級以上の学校で30

人程度学級。それから、中学校１年生も同じように、

２学級以上のところでは30人程度ということであり

ます。福島県は小学校は１年生から２年生、30人以

下学級。３年生から６年生、30人程度学級。中学校

も１年生が30人以下学級、２年生から３年生が30人

程度学級とあるのですが、大体それでよろしいです

か。

○盛島明秀義務教育課長 今、御指摘のとおりでご

ざいます。

○新里米吉委員 現在、沖縄県の場合に、先ほど教

育長の答弁にもありましたが、国の加配定数で実施

しているということがありました。公立義務教育諸

学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

の中で、加配定数のいろいろ細かい規定があって、

多分習熟度別学級編制の実施の場合も加配があった

かと思うのですが、いわゆる教育改善加配みたいな

ものがあると思うのですが、そこら辺を活用してと

いうのか、利用してというのか、30人程度学級など

を小学校１年生とかで実施していると理解していい

ですか。

○盛島明秀義務教育課長 現状はそのとおりでござ

います。

○新里米吉委員 ということは、沖縄県単独の加配

に関する予算は入っていないと。それはゼロなのか、

少しは入っているのか説明してください。

○盛島明秀義務教育課長 全てが沖縄県単独ではな

いのですが、３分の２は沖縄県の予算で執行してお

ります。３分の１が国の負担でありますので、つま

り、今少人数学級に予算を12億円ぐらい入れている

ので、そのうちの３分の２ですので、８億円程度は

沖縄県の予算で進めております。

○具志堅透副委員長 休憩いたします。

（休憩中に、新里委員から質疑の趣旨につい

て説明があり、再開して再度答弁すること

になった。）

○具志堅透副委員長 再開いたします。

盛島明秀義務教育課長。

○盛島明秀義務教育課長 沖縄県単独での予算はご

ざいません。

○新里米吉委員 ですから、今のはある意味で対応

費みたいなものだよ。それは何も加配分だけではな
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くて、定数全体にかかわる話だよ。１万何千人の定

数にかかわるものだから、その中の加配分も当然対

応費がつくのは当たり前です。問題は、沖縄県単独

予算でないということは、せっかく知事は自分の公

約に掲げたのに、全く沖縄県単独予算からは一銭も

出ていないところに問題がある。県教育委員会はもっ

と総務部に強く出ないといけないのです。公約に掲

げていながら沖縄県の単独予算は一切出ていない。

ここはもっと強く出るべきだと思うので―みんなそ

れは賛成だと思いますから、これはおかしいわけで

す。だから、そこはごまかしてはいけないから、正

しい事実を引き出しているだけですから、そこはしっ

かり与野党ともに総務部長に当たっていかないとい

けないという決意の場にしたいわけです。そういう

ことで聞きました。

それから、先日の新聞に、高校生が中国に行って

交流研修をしてきたということが出ていましたが、

その事業名や内容等を説明してください。

○仲間靖県立学校教育課長 この事業はグローバル

・リーダー育成海外短期研修事業の中の中国教育交

流研修事業でございます。同研修事業は平成25年２

月28日から３月12日までの２週間で、県内の９つの

高等学校より20名の生徒を中国に派遣し、中国の語

学研修や上海市、蘇州市の高等学校との交流文化学

習等を行っております。

○新里米吉委員 よくわからないのは、グローバル

・リーダー育成海外短期研修事業は、平成25年度予

算で6895万円組まれているが、平成24年度、今年度

の予算はゼロになっているのです。だから、ことし

やったのはこの事業ではないのではないか。そこを

説明してください。

○仲間靖県立学校教育課長 本事業は補正予算で実

施したものでございます。沖縄振興一括交付金の部

分です。

○新里米吉委員 補正予算で組んで実施して、また

平成25年度に引き継いでいくと。あんなに中国との

関係がいろいろ厳しい状況の中で、こういった事業

をやったことを私は評価したいと思っているのです。

これはぜひことしも可能な限り続けて、中国との関

係―国家間上は難しいが、沖縄県はやはり交流も深

めながら、早く観光客も来てもらうように、お互い

に安心して行き来できるような状況をつくるために、

教育委員会も頑張っていただきたいと思います。

最後に一点だけ、これは通告していませんでした。

内間御殿の調査あるいは整備等は現状どうなってい

るのか、平成25年度はどうしようとしているのか。

お願いします。

○長堂嘉一郎文化財課長 内間御殿は、御存じのと

おり国の指定史跡になっております。そういったこ

とで今後保存整備を図っていくのですが、その前に

平成25年度については、内間御殿の保存管理計画を

策定するための業務を行ってまいります。

○具志堅透副委員長 休憩いたします。

午後３時36分休憩

午後３時56分再開

○仲村未央委員長 再開いたします。

休憩前の新里委員の質疑に対する答弁で、県立学

校教育課長から答弁を訂正したいとの申し出があり

ますので、発言を許します。

仲間靖県立学校教育課長。

○仲間靖県立学校教育課長 先ほど新里委員に対し

て、高等学校等育英奨学事業に係る返還金等を合わ

せて８億315万9000円になると答弁いたしましたが、

正確には８億3919万9000円の間違いでございます。

○仲村未央委員長 あわせて、先ほどの新里委員の

質疑に対する答弁漏れがありましたので、答弁させ

ます。

長堂嘉一郎文化財課長。

○長堂嘉一郎文化財課長 先ほど内間御殿の平成25

年度の計画の中で、保存管理計画の策定ということ

で１つお答えしたのですが、もう一つ事業がありま

して、内間御殿の史跡の整備に関する事業もあわせ

て行う予定でありますので、御報告申し上げます。

○仲村未央委員長 それでは、休憩前に続き質疑を

行います。

崎山嗣幸委員。

○崎山嗣幸委員 今回は、南部工業高等学校と沖縄

水産高等学校の統合問題について質疑する予定では

なかったのですが、教育長が去る19日に記者会見を

しておりますので。南部工業高等学校と沖縄水産高

等学校の統合計画の撤回、見直しの会見がされてお

りますが、その直後、関係団体とか学校からもメー

ルとか電話があって、安堵と喜びの声が寄せられて

おります。振り出しという感じになっていますが、

改めて教育長から今後の展開についてお伺いしたい

と思います。

○大城浩教育長 今後の展開といたしましては、当

然、南部工業高等学校は小規模校であると沖縄県教

育委員会も学校側も認識をしております。したがい

まして、その小規模校である南部工業高等学校をい

かに活性化していくのかという視点から、学校側の

いわゆる自助努力と同時に、沖縄県教育委員会とし
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ましても活性化に向けて一緒になって対応を考えて

いきたい。そういった思いでございます。

○崎山嗣幸委員 ここに至るまでには、教育長も多

々心労があったかと推察します。でも、私はこの結

論は英断だったと思いますが、両校が今言われた学

校の魅力づくりに向かって邁進することができると

いう意味では、ぜひ関係団体の今後の全面的な支援

体制も必要かなと私は思っております。

特に沖縄水産高等学校のことを私はずっと指摘を

してきましたが、100年余りの伝統を持っておりまし

て、これが守られたという意味では、教育長も多分

にこれから船に乗ったり先島へ行かれるときに、こ

れからの子供たちが航海したりするときに、沖縄水

産高等学校から育った、航海士の資格を取った皆さ

んからきっと感謝されると私は思います。このこと

をぜひ海洋県沖縄から人材育成をやっていくという

意味で、これからまた技術系の、沖縄唯一の水産高

等学校を伸ばしてもらいたいと思います。そこにこ

だわったのは、やはり沖縄水産高等学校の海洋技術

科から専攻科へ行って、５年一貫教育をして、そこ

で資格を取って、例えば本土の長崎大学とか鹿児島

大学へ行かなくても沖縄で取れるという、唯一の資

格の学校が沖縄にあるべきだという認識でずっとこ

の間指摘をしてきましたので、ぜひ、これから学校

を伸ばしていく上で、御協力をまたお願いしたいと

思います。この件に関しては、私からはそういう気

持ちも込めて、感謝を申し上げまして終わります。

次でありますが、国際性に富む人材育成留学事業

についてでありますが、その件をお伺いしたいと思

います。

外国への留学生の派遣事業についてでありますが、

３つありまして、高校生の国外留学生派遣事業、大

学生・社会人国外留学生派遣事業、専門高校生国外

研修事業があります。この３つの事業の目的は、国

際社会に活躍する人材をつくっていくということで

ありますが、この間の実績と、それから新年度の予

定、これからのこの事業に対する拡充というか方向

性はどうか、お伺いしたいと思います。

○仲間靖県立学校教育課長 留学事業でありますが、

平成24年度は65名の高校生を米国、欧州、アジアへ

１年間派遣し、さらに14名の社会人を修士課程や１

年制課程で世界各国へ派遣しております。また、次

年度に向けて平成25年度以降は高校生を70名、社会

人等については対象を大学生や専門学生へも拡大し、

修士課程、１年制課程、６カ月課程で30名、計100名

を派遣する予定でございます。

○崎山嗣幸委員 私の知っている範囲で、多分平成23

年度で高校生で63名、大学生で16名、専門学校生で25

名、105名という数字を私は持っている。今、平成24

年度の話が高校で65名、社会人で14名ということで

ありましたが、平成23年度と平成24年度の差がよく

わからない。平成25年度は100名予定すると言ってい

ますが、平成23年度は105名というデータを私は持っ

ているのです。これは人数が減るのですが、どうい

うことなのか。それから、多分平成24年度で１億4000

万円余り使っているのですが、平成25年度は１億7300

万円余り―これは沖縄振興一括交付金が入っている

と思いますが、今年度から沖縄振興一括交付金を使っ

てやるのか。この予算上の中身を教えてもらいたい。

○仲間靖県立学校教育課長 長期留学である国際性

に富む人材育成留学事業は、当初予算で計上されて

おります。しかしながら、グローバル・リーダー育

成海外短期留学事業に関しましては、沖縄振興一括

交付金を利用しまして、補正予算で今年度から実施

したものでございます。

平成23年度までの事業で国外留学派遣事業がござ

いました。また、高校生の国外留学生派遣事業がご

ざいました。それが終了して、平成24年度からはこ

の一括交付金を活用したものが使えるということで

ございます。

○崎山嗣幸委員 私もかつて子供がここに行かせて

もらって、保護者としてというか、何といいますか、

一つの貴重な経験で米国シアトルに行かせてもらい

ました。すごく親としてというか、電話するなと言

われたのですが、電話をして、大丈夫かなというこ

とで―ある先生だったのですが、叱られたことがあ

るのです。

この事業は短期だったのですが、もっと拡大をし

て、105名ということで話がありますが、どんどん海

外に出していくという人材育成事業ではないかと。

私はこれを聞いているのですが、沖縄振興一括交付

金が入って、平成23年度、平成24年度、平成25年度、

数字は変わらないものだから、制度が変わったりす

るから、先ほど聞いたグローバル・リーダー育成海

外短期留学事業と混合しているのですかね。私が聞

いたのは、短期のものもあったり、高校生、１年も

あったりと制度があるのですが、これは人数的に今

言われている平成25年度の１億7300万円については、

この額で先ほど言った100名余りということですか。

○仲間靖県立学校教育課長 まず、国際性に富む人

材育成留学事業の高校生の部分に関してですが、平

成23年度までは半額助成という形でしたが、国の沖
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縄振興一括交付金を利用して、全額助成という形に

変わって、これが１億7359万6000円ということであ

ります。また、先ほどの短期の部分、グローバル・

リーダー育成海外短期研修事業に関しましては、6895

万4000円という形で予算計上してございます。

○崎山嗣幸委員 この事業ですが、工業とか水産と

か、実業高校ですね。そういった専門的に交流する

機会も含めて、拡大することもあり得るのですか。

検討することはないですか。これは多分、語学も含

めて外国への国際性を富むということだと思います

が、実業高校向けの海外へのそういう派遣交流があ

るのか、あるいは考えているのかどうか。その辺も

お聞かせ願いたいと思います。

○仲間靖県立学校教育課長 今現在、沖縄県国際交

流・人材育成事業財団で半額の補助で、高校生が台

湾と交流しているものがございます。今回のグロー

バル・リーダー育成海外短期研修事業の中には、米

国の高等学校への短期育成事業で、生徒を50名派遣

するものがあります。これは３週間です。もう一つ、

海外サイエンス体験短期事業というカナダに行くも

のがあります。これは２週間でございます。最初の

米国の高等学校については、語学が中心という形の

ものであります。しかしながら、この海外サイエン

ス体験短期事業に関しましては、今後は理科とか、

あるいは農工商水、そういう形で一芸、優勝したと

か、そういう形のものを集めてと。しかしながら、

ただでは行かせませんので、やはり英語でプレゼン

テーションとかそういう形にして、それで派遣しよ

うと今考えてございます。

○崎山嗣幸委員 では、最後のほうの実業高校の留

学生派遣事業も、ぜひ力点を置いてもらいたいとい

うことで終わります。

最後でありますが、今回教育長は退任なさるそう

でありますが、多分に多くの課題というか、県立高

等学校編成整備計画もあったし、八重山地区教科書

問題もあったし、離島高校生就学支援の問題もあっ

て、やはり多々教育長としてのこの間、勤められた

いろいろな思いがあると思いますが、一言、これか

ら後輩たちに残すもの、またこれからいろいろな立

場で指導なさる気持ちも含めてお聞かせ願えたらと

思います。よろしくお願いします。

○大城浩教育長 では、退任の御挨拶をいたします。

本当に２年間、今振り返ってみますと、いろいろ

なことがあったような気がいたします。特に県議会

の中でもさまざまな御指摘も受けながら、私なりに

全力疾走してきたつもりでございます。しかし、残

りまだ11日間ございます。やはり文教厚生委員会が

最後のとりでという捉え方をしておりますので、そ

こでしっかりとまた退任の御挨拶をしていきたいと

思っていますが、やはり議員の方々からさまざまな

御質問を受けていく中で、私なりにこう感じました。

いわゆる物事の表面の裏にある本質的なものを、しっ

かりと見る目を持つことがいかに大事かということ

です。物事には必ず本質があるわけでしょうから、

その本質を議員の方々からのさまざまな質問を通し

ていく中で、私なりにさまざまな栄養素を培ったよ

うな気がいたします。改めて感謝申し上げます。

と同時に、ぜひ本県のさまざまな課題がございま

すので、そういった課題を学校、家庭、地域社会、

三者が一体になりながら、子供たちの夢の実現に向

けて、これからも御尽力を賜りますようお願い申し

上げます。ありがとうございました。

○崎山嗣幸委員 教育長の決意を聞きましたので、

ぜひこれからまた健康で、いろいろ後輩たちのため

にも御尽力を期待したいと思います。

○仲村未央委員長 以上で、崎山嗣幸委員の質疑を

終了いたします。

新垣清涼委員。

○新垣清涼委員 平成25年度当初予算（案）説明資

料で205番の県立学校施設整備事業について説明をお

願いします。平成25年度の事業と、その次に何か年

次計画はあるのかどうか。

○石垣安重施設課長 県立学校施設整備事業ですが、

今いろいろ校舎の老朽化、そしてまた全国的に課題

となっています耐震化等がございますので、私ども

は今、校舎の改築等を鋭意進めております。現在、

現に特別支援学校でしたら沖縄盲学校、中部の沖縄

聾学校、新たにできる美咲特別支援学校の分校等に

ついて鋭意取り組んでいるところでございます。

○新垣清涼委員 建てかえの計画もありますか。こ

れから平成25年度以降で。

○石垣安重施設課長 改築等ですので、平成25年度、

今、那覇高等学校も改築しております。また、これ

からいろいろな高等学校についても幾つか計画をし

ております。

○新垣清涼委員 改築などのときに校舎、学校内に

降る雨、雨水の利活用についての計画はどうなって

いますか。

○石垣安重施設課長 いろいろ私ども、環境に考慮、

配慮も必要ですので、現に学校を改築する際に、例

えば体育館の地下に雨水のタンク―例えば200トンと

か、そういうものをつくっております。また、そう
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いう雨水等を利用してグラウンドの散水、トイレ等

に活用をしております。

○新垣清涼委員 これから改築なさるところは、全

校そういうことを取り組まれますか。

○石垣安重施設課長 予算等もございますが、なる

べくそういった面を導入していきたいと考えており

ます。

○新垣清涼委員 ぜひお願いします。

それから、風力発電や太陽光発電、そういった施

設の取り入れはどのようになっていますか。

○石垣安重施設課長 私ども、今度の平成24年度か

ら、いわゆる沖縄振興特別推進交付金―ソフト交付

金を活用しまして、県立学校再生可能エネルギー導

入事業といたしまして、内容としては、平成24年度

は100キロワットの太陽光発電を６校設置しておりま

して、平成25年度も同様の規模で太陽光発電の設置

を予定しております。

済みません。先ほどの答弁を訂正させていただき

ます。平成25年度につきましては、太陽光発電を導

入する県立学校再生可能エネルギー導入事業は当初

予算で計上しておりません。しかし、私どもは、今

度の沖縄21世紀ビジョン等がありますので、その中

で各学校に太陽光発電を導入していきたいという計

画を持っております。

○新垣清涼委員 ぜひこういう公共の施設から、そ

ういった取り組みをやっていただきたいと思います。

次に、耐震化の話がありましたが、津波などが起

こったときに―この間の３・11、もしもあのぐらい

の津波が起こった場合に、その被害を受ける可能性

がある学校は何校か、調査されていますか。

○具志堅侃保健体育課長 津波の被害に関しては、

海抜10メートル未満ということで我々はやったので

すが、もう一つは、海沿いからどれぐらいの距離に

あるかということで、大体50メートル未満というも

のも全て調べてあるのですが、今、その数字は持っ

てございませんので、後でということでよろしくお

願いします。

○新垣清涼委員 その場合、要するに海抜10メート

ル未満の避難訓練、海から50メートル未満も含めて

です。そういう避難訓練は年に何回か実施されてい

るのでしょうか。

○具志堅侃保健体育課長 ほぼ100％に近いぐらい、

中には防災訓練ということで地震、津波を２つセッ

トにしたものと、地震、火災を輪番にやっていると

いうことで、小・中学校に関しては100％ではないで

すが、99.幾らということです。特別支援学校では100

％やっております。津波の訓練まで入れると100％に

は達しておりませんが、防災訓練ということでは100

％に達しております。

○新垣清涼委員 要するに、普天間第二小学校では、

米軍機が落ちたときを想定した訓練までやっている

のです。そういう意味では、やはりそういう可能性

があるところについては、しっかりと津波の避難訓

練をやっていただきたいと思います。

そこで、教育長、去る19日には小学校の卒業式が

あったのですが、その式典中にオスプレイが飛んで、

挨拶も聞こえにくくなるぐらいの騒音があったとい

うことです。１月３日にはオスプレイが市民の上空

を飛んで、いわゆる正月なのに、こういううるさい

騒音を与えている。よく見れば、そういう特別な日

には飛ばないという約束があります。沖縄でもある

のです。慰霊の日等々という形でなっていると思う

のですが、教育長、高校入試だとか入学式、卒業式、

大きな行事としてこういったものがあると思うので

すが、そういったときに、こういうものがあるので

自粛してほしいという要請をされたことはあります

か。

○大城浩教育長 これまでも今おっしゃったみたい

に、入学式、卒業式等々につきましては、関係部局

にしっかりとした通知文を出してもらいました。あ

と、今回は特に教育指導統括監じきじきに沖縄防衛

局に行ってもらいまして、そこでお願いをしてきた

ことがございます。

○新垣清涼委員 宜野湾市は事前に自粛をお願いし

ているのです。ところがその結果、このようにして

飛んでいます。皆さんが出された結果はどうなって

いますか。

○浜口茂樹教育指導統括監 先日の高校入試のオス

プレイ等の飛行自粛につきまして、直接沖縄防衛局

の担当の方にお願いをしてまいりました。その結果、

当日、確かに試験の時間前までは飛んでいたようで

すが、試験の間は飛んでいなかったという報告を受

けております。

○新垣清涼委員 その間影響がなかったということ

ですが、やはり卒業式とか、そういった式典のとき

でも飛んでいるのです、残念ながら。だから、そう

いう意味では、やはり本来ならばここからそういう

ことを通知しなくても、そういう取り決めがある以

上は守ってもらわなければいけないと思っているの

ですが、残念ながらそういう協力が得られていない

ものですから、引き続きそういうことをしていただ

きたいと思います。
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それから、オスプレイについては、低周波を出す

ことがこれまでの輸送機よりも高いと言われていま

す。そういう意味では、子供たちの心身への影響に

ついて教育委員会としてどのように捉えておられま

すか。

○具志堅侃保健体育課長 低周波につきましては、

確かにオスプレイは低周波音が高いということで、

琉球大学の渡嘉敷先生から講義を受けまして、低周

波の影響度というものは確かに高周波よりは大きい

と。心身に関する影響力はあるということは伺って

おります。我々の環境衛生基準にのっとってやりま

すと、この低周波、高周波という分けたものではな

くて音に対するもので、残念ながらその低周波を測

定するという測定器はございません。ただ音の高さ

をとるという、騒音という形で測定器を利用しては

かることになっていますので、低周波の影響につい

ては承知しているのですが、それをどうこうすると

いう部分のノウハウに関してはまだ持っておりませ

ん。

○新垣清涼委員 今、影響については十分認識され

ているということですので、これはやはり対策をと

るべきだと思うのですが、その準備、あるいは方向

性としてどのように考えていらっしゃいますか。

○具志堅侃保健体育課長 厳しいです。聞きますと、

低周波という部分をいかに防ぐか。遮音量というも

のも聞きまして、結局、その部分は壁が音をどれぐ

らい遮断するかということになりますので、我々の

レベルでは少し大き過ぎるなというものがありまし

て、琉球大学の先生に対策を聞きながら対応できる

かできないかも含めて―今後、３月のいっぱいまで

琉球大学の渡嘉敷先生は測定するということですの

で、それをいただきながら、今後どうするかも含め

て考えていきたいと思います。

○新垣清涼委員 オスプレイは普天間飛行場に配備

されていまして、ところが、普天間飛行場周辺だけ

ではなくて、今、沖縄全土を飛ぶような状況になっ

ています。そういう意味では、やはり琉球大学の渡

嘉敷先生もそうですが、そういう専門家の調査を含

めて、またぜひ教育委員会でもその飛行のルートあ

たりで―ヤンバルもありますし、浦添あたりもそう

ですが、そういったところでぜひ調査をして、そし

て、調査をしないとその次の対策は打てないと思い

ますので、調査をしてどうすれば防げるのか、その

研究はぜひ取り組んでいただきたいのですが、お願

いします。

○具志堅侃保健体育課長 一番近くにある普天間第

二小学校へ我々も行ってまいりました。そこの校長

先生ともお会いして話をしたのですが、宜野湾市教

育委員会から測定器を借りて、校長室ではかったと

いうこともございます。その数値は持っているので

すが、話を直接聞きますと、オスプレイによる騒音

被害はこの学校の中ではないと。つまり、よく聞き

ますと、朝早く出ていって夜しか帰ってこないので、

普天間第二小学校ではオスプレイの騒音被害がない

ということなのです。ですから―これは校長先生か

ら聞いたことなものですから、朝行って夜帰ってく

ると。もちろん訓練をする、飛行ルートに入ってい

るところはやはり高専ですか、国立沖縄工業高等専

門学校ですね。そこでは耳に入ると聞き取り調査で

は持っております。この数が少なくて、直接の普天

間第二小学校ではそういう回答をもらっております。

聞き取りも含めて調査はやってみたいと思います。

○新垣清涼委員 次に、中学生いきいきサポート事

業。今回、平成24年度補正予算から事業になってい

ますが、この事業について御説明をお願いします。

○盛島明秀義務教育課長 この事業は昨年度から取

り組んでいる事業でありまして、次年度も拡充して

取り組んでいくということで予算を計上しておりま

す。これにつきましては、沖縄県は遊び・非行型の

不登校が中学生に多いということで、実は全国の３

倍ぐらいあるのです。その遊び・非行型不登校の中

学生対策ということで取り組んでおります。ですか

ら、比較的不登校の多い学校に配置をしております。

40校40名ということでございます。

○新垣清涼委員 この40名の皆さんは、身分として

はどのようになっていますか。スクールカウンセラー

は時給ということでした。ということは、臨時的任

用職員かなと私は捉えているのですが、この相談員

の皆さんはどういう身分になっていますか。

○盛島明秀義務教育課長 身分につきましては非常

勤ということで、非常勤の講師になっております。

したがいまして、勤務時間も１日６時間、年間活動

が大体168日、そういう活動の範囲になっております。

○新垣清涼委員 この皆さんの資格などについては

どのようになっていますか。

○盛島明秀義務教育課長 特に厳しい資格を設定し

ているということではなくて、大体退職教員の方で

すとか、あるいは警察ＯＢの方ですとか、あるいは

地域で青少年活動を頑張っていらっしゃる方々、特

に地域の方はよく知っているということで、青少年

育成協議会で頑張っている方々、こういう方々がサ

ポート員になって配置されております。
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○新垣清涼委員 この皆さんの時給はどのように

なっていますか。

○盛島明秀義務教育課長 １日６時間で、報酬は日

額で9300円でございます。

○新垣清涼委員 地域でそういう活動をされていた

り、警察あるいは教職員のＯＢだということですの

で、子供たちの教育に関してはかなり熱心な方だと

思いますが、ぜひ、これは全校に広めていただいて

取り組んでいただきたいと思います。

これは不登校の生徒を対象にということですが、

本会議で私が質問したのは、中学校から高等学校、

中学校を卒業して高等学校進学、あるいは中途で進

路を変える生徒の相談先が明確になっていないので

はないかと思うのですが、出身校で、ぜひ先生方の

中にそういう進路相談等も含めて役割を明確にして、

子供たちに明らかにする。そういうことをしてほし

いのですが、高等学校へ行って中途退学して、進路

変更する子供たちがいますね。毎年かなりの数―900

名余りいますよね。その子たちの進路相談の取り組

みをお願いします。

○盛島明秀義務教育課長 委員御指摘のとおり、沖

縄県は中途退学者が多いという現状でございますの

で、本会議でもありましたように、できるだけ出身

中学校で何らかのサポートができる体制づくりが非

常に大事だと思っておりますので、それについては

検討してまいりたいと思います。

○新垣清涼委員 ぜひ、どの先生がその担当ですよ

と。そして子供たちにも、卒業して何かのときは来

なさいよということをしっかりと伝えていただきた

いです。そういう体制づくりをしていただきたいと

思います。

それから、ウチナーグチの普及―先ほど午前中で

したか、歴史の話もありましたが、それと同時にや

はり文化もとても大事だと思います。そして、自分

たちの地域を知り、地域の文化を知ることによって、

その誇りとか、そういったものが生まれてくると思

うのです。そういう意味ではぜひ、地区ごとにでも

いいから、そういうウチナーグチの副読本みたいな

もの、そういった取り組みをしてほしいのですが、

その辺はどう取り組まれますか。

○盛島明秀義務教育課長 現在、小・中学校ともに

それぞれ時間をとってウチナーグチは指導しており

ますが、副読本については現在特に、こういう副読

本があるということで県が進めているものはござい

ません。ただ、市町村によっては、例えば那覇市な

どは、簡単な副読本をつくって各学校に配付してい

ますので、そういう市町村と連携しながら対応もま

たできるかと思いますので、しっかり研究していき

たいと思います。

○新垣清涼委員 これは要望です。ぜひ地域のお年

寄りとか、また、方言を流暢に話せる世代の皆さん

が御健在のうちに、そういう取り組みをしていただ

いて―もう私も戦後生まれですから、なかなか方言

は全部使うことはできません。ですから、そういう

意味では孫たちにも、もう挨拶ぐらいしかできない

というか、おいとか本当に簡単な言葉しか使えない。

そういう意味では、ぜひ今の方言、ウチナーグチを

ちゃんと流暢に使える世代の皆さんがいらっしゃる

ときに、そういう取り組みをしてほしいなと思いま

す。学校でもいろいろな取り組みがあると思うので

すが、空き教室を利用して地域のお年寄りを呼ぶと

か。そういった生涯学習への使い方とか、取り組め

ばそういうことができると思っていますので、よろ

しくお願いします。終わります。

○仲村未央委員長 以上で、新垣清涼委員の質疑を

終了いたします。

瑞慶覧功議員。

○瑞慶覧功議員 まず、県内の公立小・中学校の数

と児童・生徒数について、1972年、復帰の年からこ

れまで10年ごとの推移を尋ねます。

○盛島明秀義務教育課長 10年ごとということで、

例えば1980年は13万6000名です―大体、約というこ

とになります。小学生です。それから、1990年、10

年後は12万1446名、2000年は10万5271名、2010年は

９万9254名ということで、徐々に減ってきている現

状がございます。

中学校につきまして御紹介いたします。1980年か

ら参ります。1980年は６万795名、1990年は６万2646

名、2000年は５万6948名、2010年は４万8138名とい

うことで減少傾向でございます。

小学校の学校数を紹介いたします。小学校は1980

年は251校、1990年は269校、2000年は280校、2010年

は276校でございます。

○瑞慶覧功議員 学校数も、小学校は復帰の年が241

校だったのが、2008年がピークで281校。40校ふえて

いるのですが、2010年にはまた５校が減になってい

ます。その学校の名前と理由を聞かせてください。

○盛島明秀義務教育課長 理由といたしましては、

やはり小規模化したことによる統合の減でございま

す。学校名を申し上げますと、名護北部周辺に集中

しておりますが、まず、名護市立天仁屋小学校、そ

れから、名護市立三原小学校、名護市立嘉陽小学校、
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この３校が名護市立久志小学校に統合しております。

その年に本部町立本部小学校健堅分校が本部小学校

本校に統合ということになります。今度は今帰仁村

立湧川小学校が今帰仁村立天底小学校に統合という

ことで、この５校でございます。

○瑞慶覧功議員 児童数もですが、1982年がこのピー

クになっているのですが、2010年には10万人を切っ

て９万9254人。３万8225人減となっているわけです。

出生率は全国一と言われているのですが、実態はこ

のような状況です。

沖縄県はことし沖縄県人口増加計画を策定して、

150万人を目標にするとしていますが、その中でまた、

この対策として離島や過疎地域人口減少防止を講じ

ていくとなっているわけです。まさに沖縄振興の鍵

を握っているのが、この学校の存在だと思うのです。

沖縄県人口増加計画に教育委員会はどうかかわって

いくのか、お尋ねします。

○久場公宏総務課教育企画監 委員からありました

沖縄県人口増加計画についてですが、当計画は次年

度から策定の予定だと聞いております。企画部が担

当になろうかと思います。その中で計画的に取り組

む事項といいますか、例えば出生数の拡大への取り

組み、死亡数縮小への取り組み、転入者拡大への取

り組み、ＵターンとかＩターンの話だと思います。

あと、転出者縮小への取り組み。これが先ほど委員

のおっしゃっていた離島とか、その辺の過疎地域の

対策になろうかと思います。そのほかに交流人口等

の拡大を想定しているように伺っているのですが、

県教育委員会としては、そういう人口増加計画の施

策に対して情報収集をしながら、現在のところ、実

際にその計画の策定自体に着手されている状況では

ございませんので、次年度以降そういう計画がある

ということなので、情報収集をしながら積極的にか

かわるような形でやっていきたいと考えます。

○瑞慶覧功議員 先ほど来話がありました学校再編

問題と―これは高等学校等が今、中心になっている

のですが、やはり小・中学校に関しても、この人口

増加計画とも密接に絡んでくると思うのです。ぜひ

そこは教育委員会も積極的にかかわっていくべきだ

と思います。

次に移ります。学校指導管理費の中の外国青年招

致事業が２億2000万円以上あるのですが、この事業

の目的と概要を伺います。

○仲間靖県立学校教育課長 外国青年招致事業は外

国語教育の充実、改善を図るとともに、地域レベル

の交流推進を図ることを通じて、諸外国との相互理

解を深め、国際化を推進する目的で昭和62年に開始

し、ＡＬＴと呼ばれる外国語指導助手を各高等学校

に配置している事業でございます。

○瑞慶覧功議員 これは高等学校にですか。配置し

ているのは高等学校だけですか。

○仲間靖県立学校教育課長 今、予算的なものでい

いますと、沖縄県のものに関しては県立学校にのみ

配置しているものでございます。

○瑞慶覧功議員 この事業名ですが、外国青年招致

事業とあるのですが、この整合性といいますか、ベ

テランの指導員ではだめなのでしょうか。

○仲間靖県立学校教育課長 外国青年招致事業は国

が始めた事業でありまして、事業名も日本全国同名

となっております。選考に際しても総務省、外務省、

文部科学省が行っており、選考された者から沖縄県

への要望人数の配置がなされているものでございま

す。

○瑞慶覧功議員 これは青年という定義ですが、年

齢制限等はあるのですか。資格も。

○仲間靖県立学校教育課長 年齢制限については特

に制限されてございません。ちなみに、沖縄県のＡ

ＬＴの平均年齢は27.6歳となってございます。

○瑞慶覧功議員 いろいろ外国の教師が不祥事を起

こしたとか、そういうものもあったりするのですが、

こちらの意図する目的は外国語を学ぶことだと思う

ので、外国青年招致事業というか、少し整合性とい

うか、そういう面でどうかなというように感じてお

ります。これは意見として。

次に、特別支援学校における運動施設の問題です

が、一般質問の中でも取り上げましたが、今回は特

に泡瀬特別支援学校に関してお尋ねしたいと思いま

す。去る19日でしたか。卒業式の日だったのですが、

学校を見てまいりました。この式場、体育館で行わ

れていたのですが、車椅子とかリクライニングチェ

アで参加の児童、33名が卒業しております。そして、

父母や先生方でもういっぱいなのです、会場は。外

にまた関係者もあふれているような状況でした。こ

の学校施設内は本当に施設がいっぱいで、この概要

を見ると校地面積の約70％、建物がもういっぱいいっ

ぱいなのです。

お尋ねしますが、国の特別支援学校施設整備指針

の中で施設の占める割合とか、運動場や体育館の設

置基準はどうなっているのか、伺います。

○石垣安重施設課長 今の御質疑、学校施設整備指

針というものが小・中・高・特別支援学校ごとにご

ざいます。その中で、学校教育を進める上で必要な
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施設の機能を確保するために、計画や設計の上で必

要となる留意事項がその整備指針に書かれています。

そして、お尋ねの特別支援学校ですが、特別支援

学校施設整備指針では、施設は障害の特性に配慮し、

相互の利用に支障のないよう適正に配置するという

留意事項が示されており、具体的な面積等について

は示されていないということでございます。

また、学校には施設整備指針とともに、学校の設

置基準というものがあります。その中で、例えば小

学校の運動場ですと、二百何名とかであれば幾らの

平米とか、そういう規定があります。しかし、特別

支援学校の設置基準というもの自体がございません

ので、今の御質疑についてはどうこうとお答えでき

かねます。

○瑞慶覧功議員 泡瀬特別支援学校は昭和54年に分

教室からスタートして、当初の27名から、現在では

もう157人になっているのですが、本当に学校を見る

と小学部、中学部、後でまた高等部というのですか、

もう継ぎ足し継ぎ足しでなったような状況。計画性

が見られないのです。やはりまたこれからもそうい

う人数もふえてくるのではないかと思うのですが、

この沖縄県立特別支援学校編成整備計画で今後の新

設とか増改築、そういう計画はどうなっているのか

伺います。

○久場公宏総務課教育企画監 沖縄県立特別支援学

校編成整備計画でございますが、今お話にございま

した泡瀬特別支援学校につきましては、平成27年度

に分校設置という計画になっております。

○瑞慶覧功議員 平成27年度にまた分けるというこ

とですか。

○久場公宏総務課教育企画監 さようです。

○瑞慶覧功議員 そういった場所とか、具体的な案

は。

○久場公宏総務課教育企画監 現在、教育委員会で

は石川浄水場跡地を第一の候補として考えていると

いう段階でございます。

○瑞慶覧功議員 ぜひこの機会に運動場、体育施設

もしっかりと整えていくべきだと思います。また、

災害時のときの津波、地震―避難場所とかそういう

ものは指定されているらしいのですが、特別支援学

校では、この避難すること自体がもう本当に現実的

には厳しいと思うのです。そういったものも考えた

学校のつくりを進めていくべきだと思いますが、ど

うですか。

○久場公宏総務課教育企画監 おっしゃるとおりだ

と思います。現在、正直申し上げまして、沖縄県立

特別支援学校編成整備計画の中で、防災云々という

項目が出てきました。ただし、我々が―これは特別

支援学校だけではないのですが、新たに施設をつく

るときに、例えばすぐ海端であったりとか、その時

々の状況はもろもろあろうかと思います。ただ、基

本的には今委員のおっしゃった防災とか、そういう

もろもろを当然考えながら、整備は進めていくこと

になろうかと思います。

○瑞慶覧功議員 現在、泡瀬特別支援学校はもうそ

ういう状況ですので、すぐ広げるとか、そういう場

所を確保するのが難しいのはわかるのですが、隣の

沖縄県総合運動公園を利用してやっているみたいで

すが、看護師が外出してはいけないとか、そういう

課題もあるみたいです。そこのところをやはり学校

とも意見交換をして、ぜひ今できる最善策をとって

いただきたいと思います。

次に、修学旅行についてです。県内の中学校の修

学旅行先について伺います。

○盛島明秀義務教育課長 平成24年度、今年度で申

し上げますと、中学校の修学旅行先につきましては

九州が109校、関西が19校となっております。

○瑞慶覧功議員 台湾、与那国町で１校ということ

で聞いているのですが、やはり国際感覚を身につけ

るということで、いろいろ留学事業とか、先ほど来

話があるのですが、できるだけ早い時期にそういっ

た海外旅行の体験をさせることはとても大事なこと

だと思います。その点、この修学旅行で約１時間で

行ける台湾、外国―まだ国というあれではないです

が、我々議員も琉中親善沖縄県議会議員連盟、これ

は中といっても中国ではなくて台湾、中華民国のこ

とですが、歴史的にもまたいろいろな交流をやって

いるさなかですが、子供同士の交流がなかなかない。

今、豊見城市とか沖縄市とかでは、台湾の都市と

の交流がぼんぼん行われているのです。これから中

学校も台湾を修学旅行先として位置づけるべきでは

ないかなと思うのです。これは市町村が主体だとは

思うのですが、今後タイアップして、中学校の修学

旅行で台湾を希望するところとぜひ連携をとってい

ただきたいのですが、どうでしょうか。

○盛島明秀義務教育課長 先ほどは失礼いたしまし

た。与那国町では台湾に修学旅行をしております。

修学旅行の行く先につきましては、私どもが平成

７年に定めた基準では、安全が確保できるかどうか、

修学旅行の目的が達成できるかどうか、それから費

用をトータルで、学校と市町村の当該教育委員会が

話し合って場所を決めることになっておりますので、
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台湾についてはそれぞれの学校が希望し、市町村教

育委員会と協議すれば十分対応は可能でございます。

○瑞慶覧功議員 これは助成金というか、補助金は

どうなっていますか。

○盛島明秀義務教育課長 助成につきましては、そ

れぞれの市町村で対応が違いますが、例えば離島、

僻地になりますと高度へき地修学旅行費がございま

す。財政力によってそれぞれ違うのですが、例えば

宮古地区や八重山地区の場合には、３分の２の補助

が出ることになっております。

○瑞慶覧功議員 通常は、県は小・中学校の修学旅

行にはタッチしていないということですか。

○盛島明秀義務教育課長 タッチしていないといい

ますか、どこどこに行きますよということはちゃん

と報告が上がってきますので、安全が確保できる場

所なのか、また、費用が保護者に極端な負担をかけ

ていないかどうか、そういうことをトータルで判断

しながら市町村、学校とは協議はしております。

○瑞慶覧功議員 ぜひ連携をとって、中学校も海外、

身近な台湾にも早く行けるように、また連携を図っ

ていただきたいと思います。

教育長、大変お疲れさまでした。

○仲村未央委員長 以上で、瑞慶覧功議員の質疑を

終了いたします。

赤嶺昇委員。

○赤嶺昇委員 では、まず最初に教育長にお聞きし

ますが、私立等の私学は総務部の所管ではあるので

すが、教育長は要保護児童・生徒や学校の状況の把

握はしていますか。所管が違ってはいますが。

○大城浩教育長 状況を知っているかという類いの

御質疑ですが、基本的には私学は総務部総務私学課

が所管をしております。ただ、何校あるかとか、そ

ういった類いの状況は当然、県立学校教育課にも公

私連絡協議会といいまして、公立学校の関係者、私

立学校の関係者が集まる連絡協議会がございますの

で、そこから情報は得ることは可能でございます。

○赤嶺昇委員 所管は行政の皆さんの区分で分けら

れてはいるのですが、いわゆる私学の各学校におけ

る子供たちの状況であったりとか、もし学校内で問

題が起きていることがあるとすれば、そういう状況

報告も皆さんは把握しているかどうか。そういう定

期的な報告も受けているかどうかということも含め

て御答弁ください。

○大城浩教育長 先ほど申し上げました公私連絡協

議会といいますのは、県内の中学生が高等学校に入

学する際の入学定員をお互いに決めていく場でござ

いますので、例えば今みたいな不祥事があった際の

詳しいデータ等については、私どもは残念ながら把

握はしておりません。

○赤嶺昇委員 では、少し具体的に聞きますが、沖

縄アミークスインターナショナルスクールが開校し

て２年間になるのですが、こういった学校が開校し

てからどのように進んでいるのかどうかも、皆さん

は全く把握していないということですか。

○大城浩教育長 そこは学校法人として、たしか総

務私学課で所管をしているでしょうから、残念なが

ら我々は把握しておりません。

○赤嶺昇委員 沖縄アミークスインターナショナル

スクールが開校して、校長先生が２人も立て続けに

やめているという情報も入っていないということで

すか。

○大城浩教育長 それは入っております。

○赤嶺昇委員 所管が違うので余り細かくは聞けな

いのですが、１学校で校長先生が２人もかわること

は、私は非常に問題ではないかなと思っていますの

で、所管は違ったとしても沖縄の子供たちを見ると

いう責任もあると思いますので、そのあたりは非常

に大きな課題ではないかなと思っています。保護者

の皆さんも署名運動をしているぐらい非常に心配さ

れているということで、そのあたりは所管が違うか

らということだけではなくて、注視していただきた

いと思いますがいかがですか。

○大城浩教育長 連携できるところは連携していき

たいと考えております。

○赤嶺昇委員 それでは、当初予算説明書の293ペー

ジの幼稚園教育振興費、1460万円の事業概要につい

てお聞かせください。

○盛島明秀義務教育課長 教職員の質の向上のため

の研修と、今度、新規事業としまして学びの基礎力

育成支援事業ということで、幼稚園に非常勤で保・

幼・小を連携するためのアドバイザーを配置する事

業でございます。

○赤嶺昇委員 これは今年度からだと思うのですが、

予算がふえていますよね。どのような効果がありま

すか。

○盛島明秀義務教育課長 私どもといたしましては、

現在、敷地内に併置されている幼稚園と小学校につ

いては連携がかなりうまくいっているのですが、小

学校の校区内にある例えば私立の幼稚園、あるいは

保育園との連携が不十分ということもありまして、

小学校への入学をスムーズにやっていきたいという

こともありまして、この事業は、例えば小学校への
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スムーズな移行、さらには授業が落ちついてできる

ということで、学力の向上も期待できるのではない

かと考えております。

○赤嶺昇委員 わかりました。

続いて、平成25年度一般会計歳出予算事項別積算

内訳書50ページのスクールカウンセラーについてで

すが、先ほども答弁をいただきましたので、今、小

・中・高等学校の何校中何校に配置しているのか教

えてください。

○盛島明秀義務教育課長 それでは、私は義務教育

の小・中学校についてお答えいたします。小学校は

現在、273校中75校に配置しております。中学校につ

きましては、150校中91校に配置しております。

○仲間靖県立学校教育課長 高等学校につきまして

は50校に配置してございます。ただ、この50校とい

いますのは、全日制、定時制も一つの学校としてカ

ウントしますので、69校中50校という形になります。

○赤嶺昇委員 今後、小・中・高全校に配置する予

定なのか。そうであれば、いつまでにそれをやって

いく計画なのかお聞きしたいと思います。

○盛島明秀義務教育課長 中学校につきましては、

次年度から全校配置ということで計画しております。

前にも申し上げましたように、全ての学校に１人と

いうことではなくて、学校の規模によって２校に１

人というものもありますが、全ての学校に。それか

ら、小学校につきましては、現在よりも大体20校か

ら30校ぐらいふやす計画で、年次的に全校配置に持っ

ていきたいということで考えております。

○仲間靖県立学校教育課長 平成25年度のスクール

カウンセラー配置事業は、46校に行いたいと思いま

す。この減った分は、新たに教育相談・就学支援事

業という形で、９校に訪問型の支援員を配置すると

いう形で補っていこうと考えております。

○赤嶺昇委員 小学校は273校中75校、これは年次的

にということですが、全校全てということではなく

て、実質的な配置を―この計画は何年度を目安につ

くられていますか。

○盛島明秀義務教育課長 予算との関係もあります

が、今年度できるだけふやしていきたいということ

で、この配置の工夫も含めてふやしていきたいと考

えていますので、何年という具体的な数字は言えな

いのですが、５年程度では全校に配置できるのでは

ないかと考えております。

○赤嶺昇委員 続いて、同積算内訳書77ページの被

災児童・生徒の就学支援についてお聞きしますが、

一番直近の数字で、この被災で受け入れている子供

たちの幼・小・中・高等学校・特別支援学校のそれ

ぞれの人数と合計数を教えてください。

○盛島明秀義務教育課長 では、直近の平成25年１

月15日現在でございます。幼稚園が56名、小学校の

児童が194名、中学校が49名でございます。

○仲間靖県立学校教育課長 平成24年９月現在、高

等学校につきましては22名の被災生徒を受け入れて

ございます。特別支援学校には１名在籍してござい

ます。

○仲村未央委員長 合計が答弁漏れです。どなたが

答えられますか。

盛島明秀義務教育課長。

○盛島明秀義務教育課長 合計で322名でございま

す。

○赤嶺昇委員 この300名余りの児童生徒について、

他府県に比べると受け入れ状況は多いほうですか。

どういう状況ですか。

○運天政弘総務課長 他県と比べて多いか少ないか

ということでございますが、手元の資料で平成24年

５月１日現在、沖縄県が300名余りということですが、

九州でいきますと、福岡県が164名、佐賀県が51名、

長崎県が36名、熊本県が102名、大分県が86名、宮崎

県が48名、鹿児島県が71名ということで、九州の中

では沖縄県がトップというのでしょうか、大きい数

字であります。

○赤嶺昇委員 この数を、やはり沖縄県が受け入れ

体制をしっかりとっているのは非常にいいことでは

ないかなと思っています。

そこでお聞きしますが、震災が起きてもう２年に

なりますが、この間、向こうから来たときに、例え

ば児童・生徒に対するいじめであったりとか、そう

いった問題等は発生していないかどうか。その実態

把握もされているかどうかを教えてください。

○盛島明秀義務教育課長 当時は、若干放射能とか

というような発言も聞こえたりしておりましたが、

それについては今はもう全くないということで、沖

縄の子たちと仲よく普通に学習に励んでいるという

ことで各市町村から聞いております。

○赤嶺昇委員 わかりました。ぜひ引き続き、こう

いった子供たちに対して配慮していただけたらあり

がたいと思っています。

そこで、経済的な理由で今回予算も計上されてい

るのですが、主にどういう形でこの予算が活用され

るか教えてください。

○伊川秀樹財務課長 東日本大震災での被災により

まして、経済的理由で就学困難な児童・生徒等に対
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する就学援助事業でございますが、同基金の本体は

総務私学課にございまして、それを活用しまして被

災幼児就園支援事業ということで、平成25年度でご

ざいますが115万2000円。被災児童生徒就学援助事業、

学用品等が中心ですが259万8000円。あと、特別支援

学校関係、先ほど答弁がありました１名の対応でご

ざいますが、被災児童生徒等特別支援教育就学奨励

事業ということで44万6000円。もう一つ、給食費と

医療費への助成ということで419万6000円ということ

で予算措置をしております。

○赤嶺昇委員 わかりました。

沖縄振興一括交付金関係の事業について少しお聞

きしますが、戦中戦後の混乱期における義務教育未

修了者支援事業というものがあるのですが、戦中戦

後、事情によって義務教育を修了できなかった人数

の把握はされていますか。

○盛島明秀義務教育課長 一番最新の調査では、大

体1700名ぐらいがそういう方々ということで人数把

握をしております。

○赤嶺昇委員 今回、この事業について、今後ＮＰ

Ｏ等、民間の皆さんに業務委託をするということで

すが、主にどのような内容ですか。

○盛島明秀義務教育課長 主に中学校卒業程度では

ありますが、中学校の教科書の内容どおりやるとか

なり難しいですので、内容を落として。ただし、教

科は大体全体を取り組んでおります。

○赤嶺昇委員 今、たしか県で卒業証書というので

すか、そういう形で交付するのですか。これはどう

ですか。

○盛島明秀義務教育課長 卒業証書につきましては、

各市町村で交付をしております。各市町村それぞれ

交付の仕方は、それぞれのアイデアでやっておりま

すが、市町村の教育長室で厳粛に、花束もいただき

ながら、卒業証書もございますので、在籍中学校の

校長先生もおいでいただいて、卒業証書の授与をし

ている状況がございます。

○赤嶺昇委員 非常にいいことだと思います。近年

では、年に大体何名の方々がそういう交付を受けて

いるとか、証書を受けているか教えてください。

○盛島明秀義務教育課長 これが始まって、卒業証

書を授与するようになってから―平成20年からです

が、平成20年は８名、平成21年は14名、平成22年は

該当がいません。平成23年が10名で、本年が５名、

合計37名でございます。

○赤嶺昇委員 続いて、県立学校再生可能エネルギー

導入事業。先ほどあったのですが、平成24年度の実

績はあるのですが、平成25年度は当初予算で計上で

きていない理由は何ですか。

○石垣安重施設課長 平成25年度は、委員御指摘の

とおり当初予算に計上していませんが、その理由に

ついては平成24年度、現在６校実施しておりますの

で、その事業を実施している内容を検証すると。そ

ういう期間で、平成25年度の当初予算には計上して

おりません。事業実施の検証が必要ということで、

当初予算には計上しておりません。

○赤嶺昇委員 ということは、この事業自体は今後

も続けていく、もしくは平成25年度途中からでも予

算を計上していくという考えなのか。

○石垣安重施設課長 はい。おっしゃるとおりです。

○赤嶺昇委員 次はどれぐらいの規模を検討してい

ますか。

○石垣安重施設課長 仮に平成25年度、そしてまた

補正予算等があれば、大体平成24年度と同規模の６

校程度を考えております。

○赤嶺昇委員 この事業は今後、全校なのか。皆さ

んは計画としてどういう規模でこれを考えているの

か、お聞かせください。

○石垣安重施設課長 私どもは全学校、全高等学校

に整備していきたいと考えております。

○赤嶺昇委員 ぜひ積極的にやっていただきたいと

思っております。

続いて、教育相談・就学支援事業というものがあ

るのですが、県内の不登校の子供たちの支援という

ことですが、小学校、中学校、高等学校の子供たち

の不登校の人数を教えてください。

○盛島明秀義務教育課長 それでは、不登校の義務

教育課にかかわる部分で、平成23年度のデータでご

ざいます。小学校が412名、中学校が1401名、合計1813

名でございます。

○仲間靖県立学校教育課長 平成23年度の不登校生

徒数は1382名でございます。

○赤嶺昇委員 この数字は、他府県に比べるとどう

ですか。

○盛島明秀義務教育課長 小学校につきましては、

出現率は少し高いほうです。10位以内です。中学校

につきましては、16位から17位ぐらいの出現率でご

ざいます。

順位といいますか、出現率になりますので、出現

率をもう一回確認しますと、沖縄県の小学校が大体

出現率が0.42％、全国が0.32％、小学校は高い現状

がございます。それから、中学校は出現率が2.83％、

全国は2.74％ですので、中学校はやや全国並みの出
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現率ということになります。

○仲間靖県立学校教育課長 全国比較になりますと、

生徒1000人当たりに係る不登校生徒数という形にな

りまして、沖縄県は28.4名、全国は16.8名でありま

して、全国ワースト２という形になってございます。

○赤嶺昇委員 今のこの数字で、皆さんは今後どの

ように対応されるのか、それぞれお答えください。

○盛島明秀義務教育課長 不登校で特に沖縄の場合

に全国と比べて顕著に高いのが、遊び・非行型が全

国の３倍ほど高いという現状がございます。この遊

び・非行型をどう解消していくのか、これが大きな

課題ですので、そのために今年度から中学生いきい

きサポート事業もスタートしております。実は、こ

の事業がスタートして、今年度はかなり中学校の不

登校が減少しております。ポイントにして大体0.7ポ

イント、90名ぐらい減少しておりますので、かなり

いい傾向が出てきております。

○仲間靖県立学校教育課長 沖縄県教育委員会とし

ましては、不登校の傾向や中途退学の懸念のある生

徒に対して、スクールカウンセラー等配置事業、そ

して今年度、補正予算で沖縄振興一括交付金を利用

して教育相談・就学支援事業もやって、訪問型の支

援員を配置するという形で計画をしております。ま

た、中途退学者対策に係る加配等において教育相談

体制を構築して、学校内外において支援体制の充実

を図ってまいりたいと考えております。

○赤嶺昇委員 最後に教育長に少しお聞きしますが、

八重山地区教科書問題について、これは今後、国か

らもいろいろな動きが出てきましたので、どうなり

ますか。これは平成25年度も含めて、いわゆる見解

が違う中でどうなりますか。

○大城浩教育長 恐らく、去る３月１日の義家文部

科学省政務官の来県に伴う今後の対応についての御

質疑かと思います。

県教育委員会としましては、今回の指導助言とい

いますか、それをしっかりと受けとめながら、八重

山採択地区の課題解決について、今後、文部科学省

を含めながらしっかりと話し合いをしていきたいと

考えております。それと並行しながら、やはり各採

択地区とか各採択地区協議会規約の見直しも含めな

がら、県でできる方策を今検討しているところでご

ざいます。

○赤嶺昇委員 よくわからないのは、指導助言をしっ

かりと受けとめながらということは、今、この政務

官が言っているとおりに進めていくととっていいの

か。どうですか。

○大城浩教育長 少なくとも政務官は、実はこういっ

たことを指摘いたしました。まず、義務教育諸学校

の教科用図書の無償措置に関する法律に違反してい

ますよ、それから、育鵬社の教科書を採択しなけれ

ばなりませんよ、と同時に、従わない場合には是正

要求を行いますよと。そういう類いの指導助言を行っ

ております。

○赤嶺昇委員 我々は県議会でもかなり議論してき

ました。この指導助言は適切だと思いますか。

○大城浩教育長 我々のこの指導助言に対する今後

の対応かと思いますが、先ほど申し上げましたよう

に、文部科学省を含めて関係市町村と話し合いをし

ていくと。そういう類いの答弁を本会議でもさせて

もらいました。正しいかどうかの判断につきまして

はコメントを差し控えたいと思いますが、いずれに

いたしましても、私たちの認識は、やはり同じ採択

地区内で同一の教科書を採択されていないというこ

とが、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関

する法律に定める無償給付を受けていない状況であ

ると。そういう認識はしているのです。これは、つ

まり、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関

する法律ではそういった決まりはございます。と同

時に、また、地方教育行政の組織及び運営に関する

法律では、市町村教育委員会の採択権限が保障され

ていますので、そういった２つの法律が厳然として

あると。そういう認識はしております。

○赤嶺昇委員 そうしますと、竹富町はもうある程

度方針は伝えているわけですね。使いたい教科書で

やっていきたいということについて、皆さんはどう

考えますか。

○大城浩教育長 竹富町教育委員会は、先ほど言い

ました地方教育行政の組織及び運営に関する法律に

基づく採択権を主張しているという認識をしており

ます。

○赤嶺昇委員 そうしますと、今、政務官と竹富町

の見解は違うわけですね。県はどういう立場に立つ

のですか。

○大城浩教育長 やはり地方教育行政の組織及び運

営に関する法律で、各市町村教育委員会は採択権限

を持っていらっしゃいますので、その権限は依然と

して残っている。そういう解釈でございます。

○赤嶺昇委員 そうしますと、教育長を初め、県教

育委員会がとってきた姿勢は変わらないということ

で理解していいですか。

○大城浩教育長 これまでも本会議で答弁したよう

に、私たちは今回の指導助言をしっかり受けとめな
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がら、今みたいな２つの法律の整合性といいますか、

それについてはしっかりと認識はしているつもりで

ございます。

○赤嶺昇委員 今の私の質疑は、この間いろいろな

議論を重ねてきたこの姿勢については貫くというこ

とですかということです。

○大城浩教育長 私はそうしたいと考えております。

○仲村未央委員長 以上で、赤嶺昇委員の質疑を終

了いたします。

学力向上のためには早寝早起き朝

御飯―朝ぐそも入るのではないかと思っているのだ

が、その目的は何かな。学力向上のために早寝早起

き朝御飯というものがありますが、その効果は。

○盛島明秀義務教育課長 基本的に、生活リズムを

整えるということでの早寝早起き朝御飯でございま

す。特に朝御飯をしっかり食べると、学校での集中

力も大分高くなります。忍耐力もつきます。やはり

朝御飯をとっていない子はすぐ疲れてしまいますの

で、そういう意味では、学力に直結する大事なこと

だと思っております。

朝御飯を食べているかいないか、

アンケートをとったことはありますか。

○盛島明秀義務教育課長 これにつきましては全国

学力学習状況調査というものがございまして、テス

トのポイントだけではなくて、例えば生活習慣です

とか、家での過ごし方ですとか、そういうものも調

査いたしますので、その中で朝食摂取はどうですか

という設問もありますので、その中できちんと調査

をしております。

ちなみに、早寝早起き朝御飯は、

大体アンケートはどのぐらいですか。沖縄県は。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 早寝早起き朝御飯

運動は、生涯学習振興課が取り組んでおります。平

成20年度の朝御飯の摂取率は83.4％。それが今現在、

平成24年度は84.9％になっております。その運動の

効果は、わずかながらも私たちはよい方向に向かっ

ていると。つまり、朝御飯の摂取率は84.9％であり

ます。

早寝早起きはどうですか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 早起きは、まず朝

６時30分までに起きる児童が今年度は34.4％、それ

から、早寝は夜９時までに寝る子が4.2％です。

その原因は大体何でしょうか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 子供たちのテレビ

の影響とか、あるいは基本的な生活のリズムという

のですか、そういうものとか。もう一つは、周囲の

大人の意識も大事かな、原因になるのかなと考えて

おります。

朝６時半と夜９時ですから、ある

意味では大人の社会が、家庭が大きく影響する。そ

うしますと、家庭の影響が大きな影響を与えるのな

らば、その家庭がどういう状況になっているのかと。

例えば―申しわけないが片親なのか、あるいは、両

親が就職しているかとか、家庭訪問の中でどういう

形で捉えているか。この辺はどのように分析されて

おりますか。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 そういう片親とか、

具体的なデータは確認できていないのですが、新年

度予算で生活リズムの調査を行います。その調査の

中で、今、委員おっしゃる沖縄の大きな課題―夜型

社会、そういう影響を小学校５年生を対象にして行

いますので、その５年生と中学２年生、県の行う達

成度テストとも関連しますので、この相関を見るこ

とと、そして同時に保護者の意識調査をして、そこ

から沖縄ならではの課題というのか、分析をしてい

きます。来る４月、５月あたりに学識経験者も踏ま

えて調査を入れたいと思います。分析、そして対策

までいこうと思っています。

目的は、こちらは結局学校、家庭、地域が一丸と

なるという部分を意識させることが私たちの狙いで

ございます。

早起きと一番関係あるのは遅刻で

すよね。大体遅刻はどのように分析されていますか。

○盛島明秀義務教育課長 小・中学校につきまして

は、特に最近は小学校では遅刻はもうほとんど見ら

れない状況です。中学校については、まだ若干おく

れて来る子もおりますが、だんだん改善されている

傾向にはございます。

データはとったことはありません

か。

○盛島明秀義務教育課長 大変済みません。私が知

る限りにおいては、そのデータはとっていないと認

識しております。

それは少し残念なことですね。な

ぜかといいますと、私は約20年間ぐらい校門の前で

挨拶運動をやっているものだから。きょうもやりま

したが、逆に遅刻するのはある集団、子供たちだけ。

もう大分遅刻もなくなりました。

金武町の中学校の例を挙げれば、いわゆる部に所

属している子供たちですね、約120名ぐらいかな。大

体午前７時40分ぐらい、校門の前でみんな挨拶運動
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をしているのです。そうすると、午前７時40分に約120

名の子供たちが校門の前へ来るわけだから、それを

みんな迎えるわけですよ。やはり遅刻すると少しば

つが悪いわけ。そうすると、確実に中学校の学力も

上がっているわけです。午前７時半ごろに学校に来

るということはどういうことか。みんな午前６時ご

ろに起きているわけですよね。

そしてもう一つは、学校にかばんを持たない子供

たちがふえているなと。これは１年生から。大体わ

かるわけですね。１年生が小学校へ入って１年たっ

て、そうするとこれはずっとかばんを持たないとか。

このかばんを持たない子供たちを今度はどのように

指導するかと。僕は前にもこういう話をしたわけよ。

かばんを持たない子供たちのアンケートとか、分析

したことはありますかと言って、もう２回ばかり。

僕は県議会議員になって12年だから、２回ばかり質

問したのだが、アンケートをとっていませんという

話だった。山内教育長のときもそうでした。

だから、例えばかばんを持たないで学校に来る。

そうすると、この子供たちははっきりわかっている

わけだから、何でも対処の方法があると思うのです。

なぜかばんを持ってこないのか。家庭がその子供に

対してどういうしつけをしているのか。目に見える

から。だから、そこをどうするか。だから、僕は教

育委員会の中でもよくそのことを議論したことがあ

るのだが、教育委員会としてどうするかと。そこは

どうですか、義務教育課長。

○盛島明秀義務教育課長 先ほどの遅刻の件につき

ましては、県が体系立った調査をしていないという

ことで、各学校では常に遅刻の調査をしております

ので、学校ではしっかりと把握はしております。

かばんを持たない生徒につきましては、やはり一

番は学習意欲との関係だと思いますので、学習意欲

がしっかりあれば、宿題をやるためにしっかり持ち

帰って学習をするという習慣もつきますので、学習

意欲をどうやって高めていくかということが大きな

課題となっております。そのために今、特にキャリ

ア教育―将来なりたいもの、何になりたいかという

ことをしっかりキャリア教育で育成しながら、そう

いう学習意欲にも結びつけていきたいということで

考えております。

小学校時代から大体わかるのよね。

この子供たちは、レールに乗っかってそのまま来て

いるわけ。そうすると、これをいかにして、どうい

う形でその子供たちの生活習慣であるとか、学習意

欲をどう高めていくか。そしてまた、何よりも規則、

ルールを守っていくか。そういうことをきちんとさ

せれば、ある程度うまくいくのではないかな。この

子供たちがまた社会に出て―今度は高等学校にも大

体十五、六名受けたけれども、２人ぐらい受かった

かな。落ちてまた今、再チャレンジして、ちょうど

勉強しているのだが、今度は再チャレンジの場所を

彼らに与える仕組みをつくらないといけないと思っ

ているわけです。

だから、今度の高校の再チャレンジというのか、

これを見ていても、いわゆる不幸にして不合格になっ

た者が再志願しているのかどうかわからないが、こ

の辺の再チャレンジに対する学校の認識は、どのよ

うに考えていらっしゃるか。

○仲間靖県立学校教育課長 現役と浪人生を区別す

る形ではやってはございません。ただし、定時制高

校において二十以上の方に関しては、その辺は優先

的に与えるという形のものがございます。

１次募集で落ちた生徒は２次募集という形で回り

まして、そこで実際に１次試験の結果とか、中学校

での内申とか、そういうものがまた２次募集のとこ

ろに行きまして、そこでまた判断するという形になっ

ております。希望者は全員、そこに受験はできます。

僕が再チャレンジと言ったのは、

２次募集と言うのですね。もう一つは、その子供た

ちの３次募集はもうないわけですよ。そうすると、

その子供たちを今度はどういう形でまた教育してい

くのか。例えば、これは各高等学校の校長先生に聞

くと、大概２次募集から後は暴れん坊で、ああ、終

わったな、デージチャーンナランと。僕が高等学校

を回ったときに、余りにもそういう子供たちが集ま

るものだから、ある教頭先生が涙を流しながら、あ

あ、チャーンナランと。我々もどうしたほうがいい

のかわからないと嘆いているわけです。そしてまた、

ある校長先生は生徒が募集に対して集まってこない

と。これは辺土名高等学校とか北山高等学校、本部

高等学校は集まらないでしょう。さあ、それをどう

するか。現場の先生方は相当苦労しているわけよね。

人集めを含めて。どういう解決方法がありますか、

教育長。

○仲間靖県立学校教育課長 ２つございます。まず

１点目は、県立学校に関しましては、県立高校入学

者選抜における定員の確保をしてほしいという形の

通知文を平成23年２月に出しているところです。残

念ながら、前年度は２次募集で不合格になった生徒

が449名。この件に関しては、また再チャレンジして

いただく形になろうかと思います。
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基本的にはこういう子供たちをつ

くらない。こういう子供たちはつくらない。そのた

めにはどうすればいいか。そこが大きな問題ではな

いか。だから、そのためには小学校時代からある一

定程度の達成度というか、ある程度の学力を身につ

けさせなくてはいけない。そのためには何かという

と、文部科学省から出された予算も大事かもしれま

せんが、そこにこんなに―これは加配決めというの

かな。これは今、小学校を見たら加配支援か。こう

いう形で金武町は12名、町の予算でやっているわけ

ですよね。これを教育委員会含めて、各市町村の教

育委員会を含めて、小学校からこういう先生方とい

うか、そういうことをやはり入れて、学力というか、

生活習慣から含めてそういうことをすれば、こうい

う子供たちが少なくなっていくのではないかな。こ

れは中学校からやっても始まらない。これはもう大

事なことかもしれないが、やはり小学校時代からき

ちんとさせると。さっきの早寝早起き朝御飯、朝ぐ

そ。決まりは簡単に守っていく、いけないものは当

たり前だ。そういう認識をさせていくことが大事だ

と思いますが、これは教育長、答弁をお願いします。

○大城浩教育長 まさに委員御指摘のように、私ど

もは子供たちに対しまして、日ごろから夢と希望を

与えるような教育をしているつもりでございます。

結果として、どうしても高校入試の場合には入学定

員がございまして、先ほど県立学校教育課長からあ

りましたように、490名以上の中学生が、残念ながら

自分の希望している高校に入れない現状があります。

そういう中で、その子供たちをいかにして、今後、

いわゆる自分の夢実現のために対応できるのかとい

う類いの御質疑かと思います。まだその子供たちの

具体的な分析等についてはやっていませんが、ぜひ

夢がかなえられるような仕組みといいますか、それ

については引き続き研究していきたいと考えており

ます。

生活習慣からしますと、決まりは

守るのは当たり前。僕は読み聞かせもしているのだ

が、読み聞かせをしているときでも静かにする人と

静かにしない人、それでまた、学校で少し暴れて学

級がもたない。その子供が少し外に出されて、椅子

に座らされている。こういう現場を何回も見たこと

があるのだが、ただ、そういう意味から言っても、

やはり少人数学級というのですか、20名でも25名で

もそういう学級編制をする中で、子供たちを育てて

いくと。そうすれば、おのずから両親も早寝早起き、

そして朝ぐそ、朝御飯、これもできてくるのではな

いかなと僕は思うのだけれどもね。この辺、義務教

育課長か蔵根生涯学習振興課長、どうですか。

○盛島明秀義務教育課長 おっしゃるとおりで、も

う早寝早起き朝御飯、これは非常に大事です。これ

ができている子は大体勉強にも集中しますので、非

常によいことだと思っております。私どもも今度は、

特にその日の学びを振り返り研究事業ということで、

小学校中学年ごろ―大体この辺から少し学習に差が

出てきますので、各市町村に非常勤講師を配置して、

今年度からそういう対策も取り組んでおります。ま

た、従来から少人数指導ということで、これは少人

数学級とは別ですが、約400名ぐらいの加配教諭も各

学校に配置して、少人数に分けて指導しております。

また、そのほかにも今年度から複式課題解消という

こともいろいろありますので、対策はまた今後もしっ

かりとっていきたいと思います。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 あわせて生涯学習

振興課では生活リズム向上の研修会を行っていて、

早稲田大学の医学博士の先生が早寝早起き朝御飯、

早く起きて、よく動いて、よく寝る、そういう講座

を各事務所単位で３年間やってきています。今、浸

透しつつある。つまり、親の意識を変革するという

立場ですが、今後ともそれを伸ばしていきたいと思っ

ております。

これから提案をします。

沖縄本島北部は630運動で早くうちへ帰ろう。僕は

早起きの630運動をしてもらいたい。早起きの630―

午前６時30分にみんな起きようねという発想です。

本当は６時がいいが、少し早いから630運動の提案を

したい。１つ。

それから、もう一つは家庭訪問。僕は一番大事だ

と思うのだが、これは年に何回やっていますか。１

回ぐらいではないかな。これは定期的にやったほう

がいいのではないかと僕は思うのだが、どうですか、

教育長。各家庭を知ることはなかなかできないので

はないかと思うのだけれども。

○盛島明秀義務教育課長 小・中学校につきまして

は、学校が家庭訪問という期間を設けてやっている

のは年に１回、多いところでも２回。２回やってい

るところはそう多くありません。ほとんど１回です。

ただし、必要に応じて家庭訪問はしておりますので、

定例では１回ですが、複数回実施していることもご

ざいます。

あのね。家庭訪問というものは学

年が変わったときにしかしないわけよね。家庭訪問

をやって初めて家庭の雰囲気とか、家庭の状況とか
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がよくわかるから。それがわからなくては教育はで

きないと思う、基本的には。

次の提案は、修学旅行は東日本にぜひ行ってくだ

さい。震災地へ。そう指導してください。震災地へ

行けば何かを感じて帰ってきますよ、子供たちは。

今、まだ一回もないでしょう。これはぜひお願いを

したい。修学旅行は東日本へ行ってください。この

辺はどうですか。修学旅行は何かどこかどこかと言っ

たけれども、高校生も中学生も含めて。

○仲間靖県立学校教育課長 今現在、高等学校の修

学旅行先としましては、北海道、長野県、東京都、

京都府、大阪府等になっているのが現状でございま

す。今の御意見については、学校に伝えてまいりた

いと考えております。

最後に、振り返ると言われますね。

例えば小学校をやって、中学校をやって、子供たち

が自分を振り返るというもの。この振り返り運動と

いうものを先ほど義務教育課長もお話しになったが、

これは非常に大事なことだと思います。自分の一日

を振り返る。あと、自分の１時間の授業を振り返る。

これは一番大事だと思いますから。

今、僕は630早起きと家庭訪問と修学旅行は東日本、

そして振り返る。そういう運動をぜひやって、生活

習慣あるいは早寝早起き、朝ぐそ、朝御飯。これを

きちんとすれば確実に学力向上が図れますから、最

後に教育長の決意をお伺いいたします。

○大城浩教育長

をまた再度持ち帰りながら、関係課と研究をしてま

いりたいと考えております。御提案ありがとうござ

いました。

○仲村未央委員長

終了いたします。

先ほどの赤嶺委員の質疑に対する答弁で、財務課

長から答弁を訂正したいとの申し出がありますので、

発言を許します。

伊川秀樹財務課長。

○伊川秀樹財務課長 先ほど給食費、医療費関係の

予算を419万6000円とお答えしましたが、正しくは513

万3000円でございます。大変失礼いたしました。

○仲村未央委員長 前島明男委員。

○前島明男委員 幸か不幸か知りませんが、部局の

予算審査の最後の日の最後になってしまいました。

大変マチカンティーしておりましたが、何点か。も

うほとんど各委員がお聞きになりましたので、そう

多くもないのですが、その中から質問されなかった

点を拾い出して、何点か質問をしてみたいと思いま

す。

まず、学力向上対策についてですが、これも御提

案がいろいろありました。その中で、私はグループ

学習方式。私も秋田県へ行ってまいりました。高校

教育課、義務教育課の皆さん方とも意見交換をして

まいりましたが、その中で私が感銘を受けたのは小

学校の高学年、あるいは中学校、あるいは高等学校

で５名ないし６名程度のグループ学習。テーマを与

えてグループ学習を取り入れていると。それがもう

月何回か、あるいは年何回かわかりませんが、とに

かくグループ学習。これは非常に効果があると。生

徒たちがテーマを与えられて、みずからそれを予習

してきて、勉強してきて、発表し合うというような

ことで、非常に学習意欲も高まってきたというよう

なお話を伺いました。本県では、そのグループ学習

を取り入れている事例があるかどうか。その辺から

まずお聞きしたいと思います。

○盛島明秀義務教育課長 本県では小学校、中学校

ともに、特に小学校高学年からグループ学習は一般

的な学習方法として活発に行われております。委員

御指摘のように、グループ学習をすると少人数で―

例えば40名と違って四、五名だと、それぞれの考え

をしっかりと聞いて、深めて、討論をしてというこ

とで、コミュニケーション能力もそうですが学習の

定着能力も高まりますので、非常に有効な方法とい

うことで積極的に取り入れている現状がございます。

○前島明男委員 大変結構なことだと思います。私

も中学時代に―たしか社会科でしたか。テーマを与

えられて、そのグループ学習をやった経験がござい

ます。今から五十何年か前ですが。そういうことで

非常に予習もしてきますし、また、お互いみずから

の意見を出し合うことが非常に大事だと思います。

小学校、中学校の義務教育の中で、生徒個々人に発

表する機会を多く与えることは極めて大事だろうと

思いますが、その辺はどのようにしておられるかお

伺いしたいと思います。生徒個々人に発表する機会

を与えることをどのように実施しておられるのか。

その辺からお伺いしたいと思います。

○盛島明秀義務教育課長 特に、今の学力向上の一

つとして、伝え合う力というものも非常に大きな大

事なテーマですので、そういう意味では発表する、

発言することは非常に大事だと思っております。教

授法としても、以前は矢継ぎ早に発問をして、どん

どん一問一答的にやっていったのですが、今は発問

を精選して、本当に３つ４つ基本的な発問をして、

子供たちにじっくり考えさせて、発言を引き出すと
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いうような教授法もどんどん取り入れて授業改善も

しておりますので、最近では特に発表の機会、発言

の機会はかなり授業時間では与えております。

○前島明男委員 それと、秋田県では朝の本読みを

実践しているようでございますが、やはり何といっ

ても全ての教科の基礎になるのは国語力、読解力だ

と思うのです。それを高めるためには朝の本読みが

極めて大事だと思いますが、本県では学校教育の中

でどのようにそれを実践しておられるのか。その辺

をまずお尋ねしたいと思います。あるいは、県全体

の中で何割程度がそれを実践しておられるのか。

○盛島明秀義務教育課長 文部科学省の本年度、平

成24年度の学校図書館の現状に関する調査というも

のがございますが、その調査結果によりますと、各

学校、本県で朝読書を実施している学校は小学校で

は91％、中学校では96％となっております。

○前島明男委員 それと、秋田県と我が県の人事交

流は何年か行われていますが、その効果についてお

伺いしたいと思います。

○盛島明秀義務教育課長 秋田県は大変学力の高い

県だということで人事交流制度をやっているのです

が、秋田県からおいでになった先生方は、小学校、

中学校にそれぞれ配置するわけですが、その先生方

はそこだけの研修に限らず―今年度は豊見城市と那

覇市ですが、豊見城市の先生方への講演会、あるい

は研究授業、あるいは豊見城市を飛び越えて他の市

町村での講演会、研修授業ということで、かなり頑

張っていただいて、全県に秋田の教授法あるいは地

域の実態、あるいは行事の様子ですとかを紹介して

いただいております。かなり還元率が高いというこ

とで考えております。

○前島明男委員 この学力向上との関係で、ＮＩＥ

の効果と中学校、高等学校における実施率、その辺

をお伺いいたします。

○盛島明秀義務教育課長 小学校、中学校の様子で

は、特に今、新聞を活用していない学校は多分ない

と思います。全ての学校でＮＩＥ、ニュースペーパー

・イン・エデュケーションということで、教育現場

ではかなり新聞を活用している現状がございます。

中学校は、特に社会科あるいは国語を中心に、ポス

ターセッション的な活用もしながら効果的な活用を

している現状がございます。

○仲間靖県立学校教育課長 高等学校におけるＮＩ

Ｅ教育の実施率については詳細には把握してござい

ませんが、今年度から沖縄県立総合教育センターに

おいてＮＩＥの講座を開設して、これから広めてい

くという形のものでございます。

○前島明男委員 次に質疑を変えます。海外留学に

ついてお尋ねをいたします。どういう国へ、どこど

この国へ留学生を派遣しておられるのか。まずその

辺からお尋ねしたいと思います。

○仲間靖県立学校教育課長 平成25年度における高

校生70名に対しての派遣国がありますので―予定国

です。米国に41人、カナダ１人、イタリア２人、オ

ランダ１人、スウェーデン１人、デンマーク１人、

フィンランド１人、ベルギー１人、ポルトガル１人、

フランス１人、ドイツ１人、中国10人、台湾２人、

韓国１人、タイ２人の70人の予定になってございま

す。

○前島明男委員 結構かなり多くの国々に派遣して

いるようですが、私はここで申し上げたいのは、こ

れからやはり東南アジアとの交流を盛んにすべきで

はないかという観点から、東南アジア、シンガポー

ルとかマレーシアとか、香港とかフィリピン、そう

いう国々は少ないようですが、これからはやはり仕

事、就職の面でも―今までずっともう北へ北へと本

土ばかり目が向いていたのですが、これからは世界

に通用する人材を育成していかなければいけない。

そのためには、どうしても沖縄と東南アジアとの交

流をもっともっと盛んにしていくべきではないか。

いろいろあらゆる面から思います。温暖気候、ある

いは沖縄の気候とか、そういうことを考えますと、

もっともっと東南アジアとの交流が必要だと私は

思っております。その辺、東南アジアへの派遣をもっ

と考えるべきだと思うのですが、いかがでしょうか。

○仲間靖県立学校教育課長 平成23年度までのこう

いう国外留学生派遣事業について、やはり課題とし

ましては東南アジアへ派遣する生徒が少ないと。ち

なみに、韓国に１人という状態で、あとはタイに２

人、フィリピンという形のものになります。今回の

国際性に富む人材育成留学事業では、これまで行っ

ていませんでしたが、新たに中国に10名、台湾に２

人、韓国に１人という形で派遣を予定しています。

今後とも拡充に向け、努めてまいりたいと考えてお

ります。

○前島明男委員 シンガポール、マレーシアは私も

何度か行っているのですが、そこから学ぶこともた

くさんあると思います。ですから、そういう方面に

も派遣をふやすように努力していただきたいと思い

ます。

それと、県費を使って各国へ留学生を派遣してい

るわけですが、この追跡調査、フォローをやられた
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ことがあるのか。ただ送りっ放しなのか。帰ってき

て、またいろいろな研修の報告はもちろんあると思

いますが、その後、その学生たちがどのように頑張っ

ておられるのか。その辺の追跡調査をなさったこと

はありますでしょうか。

○仲間靖県立学校教育課長 平成23年度までは事業

実施団体である沖縄県国際交流・人材育成財団に

よって追跡調査が行われております。高校生につい

ては派遣終了後、大使館職員や医師、公務員、教員、

マスコミ関係、語学教師、県内外のさまざまな分野

で活躍しております。

なお、今回、沖縄振興一括交付金を利用した委託

事業になったものですから、毎年入札で変わるとい

うこともありますので、この追跡調査は県教育委員

会が行っていきたいと考えております。

○前島明男委員 その追跡調査された記録はござい

ますか。

○仲間靖県立学校教育課長 財団から報告を受けて

ございます。

○前島明男委員 では、質疑を変えたいと思います。

学校校舎の耐震化率。東日本大震災後の耐震化の

補強率がどの程度になっているのか。各校舎の補強

率は全体的に何％になるのか。

○石垣安重施設課長 本県の学校の校舎等の耐震化

率ですが、平成24年４月現在、小・中学校で78％、

県立学校で83.8％となっております。

○前島明男委員 地震はいつやってくるかもわかり

ません。まだ100％に達しておりませんので。先ほど

の質疑ではまだ必要なのが379棟ですか、そういうお

答えだったと思うのですが、一刻も早くその耐震化

がされるように希望いたします。

それと、次に避難訓練ですが、小学校、中学校、

高等学校で県内全体―宮古地区、八重山地区も含め

て海抜５メートル以内の学校が何校あるのか。その

避難訓練はどのようにやっているのか、お伺いいた

します。

○具志堅侃保健体育課長 海抜５メートル未満の学

校と10メートル未満、両方お知らせしたいと思いま

す。小・中学校合計で５メートル未満の学校が82校、

19.4％です。５メートルから10メートル未満の学校

が合計51校でございます。

もう一つ、距離です。海から500メートル未満とい

う小・中学校が109校ございます。

○前島明男委員 かなりの学校が10メートル未満の

―低地帯とは言いませんが、あるわけですよね。そ

の避難訓練は何校実施されていますか。

○具志堅侃保健体育課長 そういう学校は避難訓練

実施率100％でございます。

○前島明男委員 その避難する場所の確定はされて

いますか。いざ大津波が来たときに、どういう経路

でどこへ避難すると。それは確立されていますか。

○具志堅侃保健体育課長 計画の中で、避難場所等

のものも全て記入されておりますので、各学校で設

定をしているということでございます。

○前島明男委員 それがわかれば、もしはっきりし

ているのであれば、その表というのか場所というか、

リストがあれば提出できますか。

○具志堅侃保健体育課長 今、手元にはないもので

すから、後でよろしいでしょうか―はい。

○前島明男委員 最後になりますが、修学旅行につ

いてお尋ねいたします。

蔵根校長先生、女性の校長がおられましたが、勇

気ある校長先生だと思います。戦後六十七、八年に

なるのですが、その中で初めて小学生の県外への修

学旅行を実施した事例ができました。僕は非常に効

果があったと思うのですが、その状況を―校長会は

小学校も中学校もあるようですが、その校長会の中

でそういう報告をされたのかどうか。その辺からま

ずお尋ねしたいと思います。

○蔵根美智子生涯学習振興課長 与論島は地理的に

も北緯27度線、それから南東文化圏、文化が学べる。

琉球の歴史に取っておきの、うってつけの教材だと

思います。その話を校長会で直接やる機会は持てて

いないのですが、今、あちらこちら―沖縄市教育委

員会の校長会では与論島の方が説明し、浸透する気

配がございます。

○前島明男委員 せっかくすばらしい体験をされま

したが―そのお子さんたちは恐らく五、六千トンの

船は乗ったことがないと思いますよ。行きは本部港

から船で行かれて、私も実際行ってきました。与論

島まで船で行って、帰りは飛行機で帰ってきました

が、船と飛行機のそういう経験、すばらしい経験を

されたと思います。また向こうに着いてからも沖縄

と違ったいろいろな経験ができたと思いますし、ぜ

ひそういうすばらしい経験をされたわけですから、

沖縄市だけではなくて、全県の校長会の中で、与論

島に子供を連れていったらこういうことがあったの

ですということで報告をして、全県的にそれを広め

ていただきたいということを要望して、終わります。

○仲村未央委員長 以上で、前島明男委員の質疑を

終了いたします。

以上で、教育長に対する質疑を終結いたします。
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説明員の皆さん、御苦労さまでした。どうぞ御退

席ください。

審査の過程で知事の出席要求のありました件につ

いて、理事会で協議するため、暫時休憩いたします。

（休憩中に、理事会開催）

○仲村未央委員長 再開いたします。

理事会の協議の結果を御報告いたします。

審査の過程で知事の出席要求のありました件につ

いては、慎重に協議した結果、理事会として知事の

出席を求めることで意見の一致を見ました。

以上、報告いたします。

休憩いたします。

（休憩中に、委員長が総括質疑の質疑の方法

等について確認）

○仲村未央委員長 再開いたします。

お諮りいたします。

総括の日における質疑事項等については、休憩中

に協議しましたとおり決することに御異議ありませ

んか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○仲村未央委員長 御異議なしと認めます。

よって、さよう決定されました。

次回は、３月22日 金曜日 午前10時から委員会

を開き、知事に対する総括質疑を行います。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。

午後６時36分散会
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